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　「資源はいずれは枯渇するが、文化は
永遠である。ファーウェイには依存できる
天然資源がなく、あるのは社員の頭脳だ
けだ。これこそが我々にとっての原油、森
林、石炭なのである」
　創業者でCEOの任正非がかつてこう
語ったように、ファーウェイは知的労働と
起業家精神を基盤に価値を生み出して
います。従業員の45％がR&D、35％が
マーケティング、セールス、テクニカル

サービスに従事しており、生産ラインの労
働力は10％以下に過ぎません。
　ファーウェイは上場企業ではないため、
価値創造の過程において株主のための
資本の増大に重きを置く必要がありま
せん。財務資本の増強よりも、持続可能
な利益を生み出す成長の実現を第一の
目標に、積極的な採用に加え、従業員の
トレーニングや能力開発、チームの生産
性向上といった人的資本への投資を最
優先しています。こうした投資は短期的
にはコストの増大につながりますが、長期
的に見ればビジネスチャンスと将来の利
益を生み出すものとなります。

　人材の獲得にあたっては、グローバルな
視野で多様な人材を受け入れています。財
務部門を例に取ると、同部門にはオックス
フォード大学、ケンブリッジ大学、イェール
大学などの名門大学出身者が数百名在籍
しており、2016年に採用した新入社員の約
38％にあたる340名は海外留学経験のあ
る学生です。こうした優秀な人材には、勤
勉で、与えられたチャンスを大切にし、優れ
た時間管理スキルを備え、チームプレーに
長けているといった共通の特長があります。

　一方で、抜きんでた強みを持っている
人は、往々にして抜きんでた弱みも持って
いるものです。ファーウェイは全員に完璧
であることを求めず、弱みよりも強みに目
を向けて責任を与え、その成果を重視し
ます。経験の浅い従業員に管理職を任せ
る英断をするのもこのためです。
　またファーウェイは、業界を牽引し続け
るには世界中の人材の力を結集しなけれ
ばならないということも認識しています。
そのため、専門性の高い人材が集まる世
界各地にR&Dや調達などの拠点を置き、
「人材のあるところにファーウェイあり」と
いう戦略を取っています。
　このように多様な強みを持つ人材を
オープンに受け入れて活用することは、
企業の幅を広げ、創造性を高めることに
つながります。

　ファーウェイのコアバリューの重要な要
素として、企業文化の中核にあるのが、「献
身」です。これは、どんな時もチームとして
一丸となり、チームのために貢献すること
を意味します。しかし、チームへの献身は
個人の成長を妨げるものではありません。
チームが優れた成果を出すには、メンバー
のポテンシャルを最大限に引き出す必要が
あります。したがって、チームワークは個
人が成長する場にもなりえるのです。
ファーウェイは献身と個性の尊重のバラン
スをうまく取りながら、チームとして最大の
価値を生み出しています。

　こうした献身と貢献に対し、ファーウェイは

十分な評価と報酬で応えるよう努めていま
す。優秀な人材は自らの人生をより有意
義なものにしたいと望んでいることを理解
しているからです。ファーウェイの平均年
俸は世界のトップICT企業とほぼ同等で
す。また、従業員持株制度や中国国外の
従業員を対象としたTUP（Time-Based 

Unit Plan）という仕組みを通じ、会社の利
益を分配しています。優れた人材に力を
発揮してもらえるよう、充実した研究設備
や労働環境の整備にも投資を惜しみま
せん。このような惜しみない投資が優れた
人材を引き寄せ、イノベーションを促し、
生産性と運営効率を上げ、最終的には
収益の増加につながっていくのです。

　ファーウェイの従業員にやりがいをもた
らしているのは報酬だけではありません。
多くの従業員が「すべての人々、家庭、組
織にデジタル化の価値を提供し、完全に
つながったインテリジェントな世界を実現
する」というビジョンに共感し、それに向
かって貢献できることを誇りに思っていま
す。自分たちの仕事が世界を変えていると
いう大きな達成感を得ているのです。そし
て、その過程で創造性を発揮し、チャレン
ジを乗り越えて成長できることに喜びを感
じています。

　これからのデジタル化したインテリ
ジェントな世界において、企業が競争力を
維持し、持続可能な成長を続けるために
は、組織の活力をどう保つかがカギにな
ります。創造の過程で失敗があったとし
ても、組織が活力に満ちていれば、すぐ
に過ちを訂正し、正しい道に戻り、前に進
み続けることができます。ファーウェイが人
材への投資に注力する背景には、こうした
戦略があるのです。

ファーウェイの人材戦略

中国人民大学商学院教授

黄 衛偉
 

人材への惜しみない投資から価値を生み出す

今号の巻頭では、2月にスペイン・バルセロナで開催されたMobile World Con-

gress（MWC）2018の開幕前日、メディア向けラウンドテーブルで行われた
ファーウェイの人材に対する考え方と戦略についての講演内容を抜粋してご紹
介します。講演したのは、中国人民大学商学院教授で1996年からファーウェイ
で上級経営コンサルタントを務める黄衛偉（ファン・ウェイウェイ）氏。20年以上
にわたってファーウェイの経営改革に携わってきた経験と、ファーウェイ創業者
兼CEOの任正非（レン・ジェンフェイ）の経営思想と企業文化への深い理解に基
づき、人材への投資に注力するファーウェイの戦略を分析します。
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ネットニュース編集部での編集者兼記者、
デスクを経て2005年6月にライターとして
独立。セキュリティ、デジカメ、携帯電話
などを専門領域とし、『マイナビニュース』
『Engadget 日本版』『BUSINESS INSIDER 

JAPAN』など多数のメディアに寄稿。発表
会取材、インタビュー取材、海外取材、製
品レビューまで幅広く手がける。

2 月26日～3月1日、スペイン・バルセロナで開催されたモ
バイル業界最大の展示会『Mobile World Congress

（MWC）2018』。例年どおり会場となったFira Grand Via

には205か国からのべ10万7,000人の来場者が詰めかけ、
総面積12万㎡、2,400社が出展する広大な展示ブースや、
業界のリーダーたちが知見を共有する講演やカンファレン
スにおいて、最新の技術とトレンドを体感しました。
あらゆるものがネットワークにつながっていくいま、MWC

がカバーする領域も年々広がってきています。HuaWave

では毎年4月号でMWCレポートをお届けしていますが、こ
うした動向を踏まえ、今回は5G、IoT、ロボティクス・AIと
いう3つの切り口から異なる執筆者の皆様に、それぞれの
視点からレポートしていただきました。
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MWC 2018 REPORT 1 5G

「5Gはもう始まっている」
ネットワークから端末まで、見えてきた商用化

　MWCはその名の通り、もともとはモバ
イル関連の展示会だが、最近ではIoTや
セキュリティ、決済など、関連する技術
も多く展示され、拡大の一途をたどって
いる。一方、ここ数年のスマートフォン
ブームは一段落してきたようだ。MWCで

は毎年スマートフォンの新製品が華 し々
く登場して会場を盛り上げており、もち
ろん今年も各社が新製品を発表したが、
発表ラッシュに埋もれることを嫌ってか、
個別に発表を行う企業も増えた。新製
品の特長が出しにくくなり、コモディティ
化が進んだことで、MWCの話題としては
相対的に小さくなっている。
　MWCは、欧州の通信事業者などが集
まる業界団体GSMAが主催するイベント
で、コンシューマー向けの端末も多く展
示されているものの、主力は基地局や
ネットワーク機器などのインフラ側の製
品だ。特に今年は、「5G」が全体を象徴
するテーマとなっており、商用化に向け
てインフラベンダーが勢いを増していた
のが印象的だ。いつにもまして、インフラ
側の話題が多い展示会だった。

　超高速、大量接続、低遅延などを実
現する次世代のモバイルネットワーク規
格である5Gは、もともと2020年の商用
化が計画されていた。2020年は日本で

は東京五輪が開催される年でもあり、国
内の通信事業者もそれに照準を合わせ
て開発を続けてきた。標準化を行う
3GPPもそうしたタイムラインで活動して
きたが、昨年になってこの仕様策定スケ
ジュールが前倒しされた。標準化を2段
階に分けて、第1段階のRelease 15を
用いたサービスが2019年から可能とい
うことになり、昨年12月には5G向け無線
方式「5G NR（New Radio）」の初版の
策定が完了している。前倒し発表後初の
MWCである今回、インフラベンダー各
社がこぞって5Gに対する進捗状況をア
ピールする場となったのだ。
　平昌五輪を開催した韓国が現地で5G

のテストを行い、米国でも複数の通信事
業者が2018年中のサービス開始を目指
しているが、これらは完全に5Gの仕様に
一致しているわけではなく、あくまで「プ
レ5G」ともいうべきもの。正式な5Gの仕
様に基づいたサービスは2019年をター
ゲットとしているが、これは日本や欧州
と比べるとやや前のめりの印象だ。とり
わけ欧州の大手通信事業者は慎重な
構えで、「2019年に試験を開始するが、

小山安博
正式サービスは2020年になる」（ボーダ
フォン）といった声も聞こえてくる。ブー
スでも5Gを強調する米韓に対して、欧
州の通信事業者はあまり大々的にはア
ピールしていないようだった。

　とはいえ、2019年に正式サービス開始
を目指す事業者もあり、インフラベンダー
側は準備に余念がない。クアルコムはす
でに5G対応モデム『Snapdragon X50』
をベンダーにサンプル出荷しているほか、
ファーウェイも5G対応チップセットを発
表し、2019年にはスマートフォン向けに
製品化する計画。スマートフォンの準備
が整うのは、おそらく2019年の後半にな
るだろう。家庭用ルーターのようなCPE

（ユーザー宅内装置）製品はそれより早ま
る見込みで、固定置き換えを狙う米国の
通信事業者は、これを採用したサービス
を提供することが見込まれる。サムスンに
よれば、同社のASIC（特定用途向け集積
回路）を採用したホームルーターと基地
局を使って、米ベライゾンが固定置き換
えのFWA（固定無線アクセス）サービスを
今年後半にも開始する。当初はプレ5G

で、年末には標準の5G NRに切り替える
計画だという。こちらは、モバイル用途を
当初は想定していないことから、カバー
エリアは限定的になる模様だ。

　一方、クアルコムは当初からスマート
フォン対応を想定しており、同社のチップ
セットとファーウェイをはじめとしたインフ
ラベンダーの機器との相互接続性を検
証する「IODT（Interoperability Devel-

opment Testing）」を実施している。これ
によって、クアルコムのチップセットを搭
載したスマートフォンなどのデバイスと、
基地局などのインフラ設備とが相互に接
続可能であることが確かめられた。標準
に準拠していれば相互接続性は担保さ
れるはずだが、実際の試験で確認された
のは重要なターニングポイントだ。同じく
5G対応モデム『XMM 8060』を発表して
いるインテルも、今回はPCでライブデモ
を実施していたが、スマートフォン対応も
計画しているという。

　5Gは複数の周波数帯が利用されるこ
とが想定されているが、欧州の展示会と
いうことで、欧州で想定されているサブ
6GHz帯（Cバンド）の3.5GHz帯、ミリ波
の28GHz帯の製品が主流だった。
　実地での試験も各社が開始しており、
例えば3.5GHz帯の場合、ファーウェイ
が屋外で2Gbpsという超高速通信を実
現している。しかも実験した98％のエリ
アで1Gbpsを超えて通信ができていた
という。5Gで使われる周波数帯は屋内
への浸透が弱いとされているが、それで
も最速で450Mbps、90％のエリアで
100Mbpsを達成しており、屋内外での

利用で問題がないことが示されていた。
さらにこれが28GHz帯になると、屋外で
は20Gbpsという超高速通信が可能だっ
たという。
　5Gは、LTEとの併用によるNSA（Non 

Stand Alone）での利用が主流になると
考えられている。中国で一部の事業者が
SA（Stand Alone）も検討しているが、
MWCでの話題の中心はNSAだ。NSAで
は基地局をLTEと5Gで共有する。クアル
コムの実験では、既存のLTE基地局に
5Gアンテナを設置していくと、5Gのカ
バーエリアはLTE比で65％になったとい
い、ファーウェイでも「LTEと5Gのカバー
エリアは極端に変わらない」としている。
これは、「5Gはエリアが狭くホットスポッ
ト的な使い方になる」という誤解を解く
結果だ。一方、ファーウェイのテストで
は28GHz帯をホットスポット的に活用す
ることで最大20Gbpsという速度も可能
にしている。通信事業者にとっては、エ
リアを確保しやすい3.5GHz帯と速度を
確保しやすい28GHz帯をうまく併用し
て、いかに効率的にエリア構築を行うか
が重要になってくるだろう。
　こうした課題に対しては、ビームフォー
ミングなどの技術があり、基地局の場所
や周囲の状況に応じてユーザーに最適
な電波を配信するような仕組みがある。
例えば、ファーウェイはMassive MIMO 

AAU（Active Antenna Unit）シリーズを

出展。この製品群に搭載された3Dシェー
ピング技術は、いわゆるビームフォーミン
グの技術だが、特に都市部で有効とさ
れ、設置されたエリアに応じて最適な設
定をすることで、効率的なエリア構築が
実現できる。例えば高層ビルに対しては
縦方向に向けたビームを、エリアを広く
するために水平方向にビームを、といっ
た具合に、必要に応じてビームを切り替
えることができる。

　5G NRの要素技術としては、ビーム
フォーミング、Massive MIMO、仮想化と
いったものが重要になるが、すでに標準
化の初版が確定したこともあって、インフ
ラベンダー各社はいずれも手堅く製品化
を進めている。インフラに特化したエリク
ソンやノキアに対して、CPE向けASICを
展示したサムスンや、具体的なCPE製
品自体を発表したファーウェイなどは、
コンシューマー向け製品を持っている点
が強みだろう。
　ファーウェイはコンシューマー向けCPE

を2018年に商用化し、5G対応スマート
フォンを2019年には投入する予定だ。第1

弾のCPEはすでに韓国とカナダでトライア
ルを実施し、2Gbpsのスループットを達成
しており、それに続くスマートフォンでは
5Gbpsを目指している。ファーウェイの

5Gプロダクトライン部門のプレジデント
である楊超斌（ヤン・チャオビン）氏は、
「5Gはまさにもう始まっている。我々は準
備ができている」と強調していた。
　このほか、デバイスメーカー各社も
2018年から2019年にかけて、順次5G

対応端末をリリースしていく計画だ。各
社の話を総合すると、2018年末から
2019年初頭にかけて、一部の通信事業
者から世界初の5G商用化がスタートす
ることが見込まれる。2019年2月に開催
される次回のMWCでは、正式サービス
を開始したうえでの展示もあるだろう
し、新たなサービス開始の発表もありそ
うだ。

　日本国内の通信事業者は当初のター
ゲットである2020年の予定は変えてい
ないが、世界の5Gの波はすでに押し寄
せており、今年後半には、実用化に向け
た話題がさらに増えてくるだろう。
　次の課題は、いかに5Gとしての用途を
提案できるかどうかだ。5Gのピークス
ループットは数Gbps単位になるため、
8K映像のような大容量コンテンツの伝
送がモバイル環境でも実現できる。多数
の端末に同時配信できる性能は、スタジ
アムの観客に映像やデータを同時配信
するといった用途も提案されているが、
既存技術でも対応可能なものも多い。
　ファーウェイの楊氏の講演では、5Gの
第1段階では動画配信やゲーム、VRと
いった用途を紹介しつつ、2020年以降
の第2段階では、自動車、工業、運輸な
ど、社会全般に用途が拡大すると指摘し
ている。インダストリー4.0を推進する製
造業でも、構内のネットワークに5Gを使
うことで自由度が高まり、有線ネットワー
クが構築できない環境でもIT化できると
して有望視されている。
　社会を変える可能性を秘めた5Gが今
後どのような世界を実現するのか――そ
の道筋がより具体的に見えてきたこと
で、期待度が高まるMWCだった。

スマートフォンは一段落
目立つインフラ展示

前倒しで進む実用化
国ごとに温度差も

F E A T U R E  S T O R Y

221

■5Gがすでにレディであることを示すファーウェイの展示。コアネットワークから基地局、CPEまでカバーする　■欧州の通信事業者ではボーダフォンが5Gのアンテナを会場周
辺に設置し、会場内とのリアルタイムの映像伝送のデモを見せていたが、ブースの一角にあるだけで、それほどアピールしていたわけではなかった。日欧の通信事業者は用途提
案の展示に重きを置いていたようだ
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　MWCはその名の通り、もともとはモバ
イル関連の展示会だが、最近ではIoTや
セキュリティ、決済など、関連する技術
も多く展示され、拡大の一途をたどって
いる。一方、ここ数年のスマートフォン
ブームは一段落してきたようだ。MWCで

は毎年スマートフォンの新製品が華 し々
く登場して会場を盛り上げており、もち
ろん今年も各社が新製品を発表したが、
発表ラッシュに埋もれることを嫌ってか、
個別に発表を行う企業も増えた。新製
品の特長が出しにくくなり、コモディティ
化が進んだことで、MWCの話題としては
相対的に小さくなっている。
　MWCは、欧州の通信事業者などが集
まる業界団体GSMAが主催するイベント
で、コンシューマー向けの端末も多く展
示されているものの、主力は基地局や
ネットワーク機器などのインフラ側の製
品だ。特に今年は、「5G」が全体を象徴
するテーマとなっており、商用化に向け
てインフラベンダーが勢いを増していた
のが印象的だ。いつにもまして、インフラ
側の話題が多い展示会だった。

　超高速、大量接続、低遅延などを実
現する次世代のモバイルネットワーク規
格である5Gは、もともと2020年の商用
化が計画されていた。2020年は日本で

は東京五輪が開催される年でもあり、国
内の通信事業者もそれに照準を合わせ
て開発を続けてきた。標準化を行う
3GPPもそうしたタイムラインで活動して
きたが、昨年になってこの仕様策定スケ
ジュールが前倒しされた。標準化を2段
階に分けて、第1段階のRelease 15を
用いたサービスが2019年から可能とい
うことになり、昨年12月には5G向け無線
方式「5G NR（New Radio）」の初版の
策定が完了している。前倒し発表後初の
MWCである今回、インフラベンダー各
社がこぞって5Gに対する進捗状況をア
ピールする場となったのだ。
　平昌五輪を開催した韓国が現地で5G

のテストを行い、米国でも複数の通信事
業者が2018年中のサービス開始を目指
しているが、これらは完全に5Gの仕様に
一致しているわけではなく、あくまで「プ
レ5G」ともいうべきもの。正式な5Gの仕
様に基づいたサービスは2019年をター
ゲットとしているが、これは日本や欧州
と比べるとやや前のめりの印象だ。とり
わけ欧州の大手通信事業者は慎重な
構えで、「2019年に試験を開始するが、

3Dシェーピングによって柔軟にエリアを構築できる

正式サービスは2020年になる」（ボーダ
フォン）といった声も聞こえてくる。ブー
スでも5Gを強調する米韓に対して、欧
州の通信事業者はあまり大々的にはア
ピールしていないようだった。

　とはいえ、2019年に正式サービス開始
を目指す事業者もあり、インフラベンダー
側は準備に余念がない。クアルコムはす
でに5G対応モデム『Snapdragon X50』
をベンダーにサンプル出荷しているほか、
ファーウェイも5G対応チップセットを発
表し、2019年にはスマートフォン向けに
製品化する計画。スマートフォンの準備
が整うのは、おそらく2019年の後半にな
るだろう。家庭用ルーターのようなCPE

（ユーザー宅内装置）製品はそれより早ま
る見込みで、固定置き換えを狙う米国の
通信事業者は、これを採用したサービス
を提供することが見込まれる。サムスンに
よれば、同社のASIC（特定用途向け集積
回路）を採用したホームルーターと基地
局を使って、米ベライゾンが固定置き換
えのFWA（固定無線アクセス）サービスを
今年後半にも開始する。当初はプレ5G

で、年末には標準の5G NRに切り替える
計画だという。こちらは、モバイル用途を
当初は想定していないことから、カバー
エリアは限定的になる模様だ。

　一方、クアルコムは当初からスマート
フォン対応を想定しており、同社のチップ
セットとファーウェイをはじめとしたインフ
ラベンダーの機器との相互接続性を検
証する「IODT（Interoperability Devel-

opment Testing）」を実施している。これ
によって、クアルコムのチップセットを搭
載したスマートフォンなどのデバイスと、
基地局などのインフラ設備とが相互に接
続可能であることが確かめられた。標準
に準拠していれば相互接続性は担保さ
れるはずだが、実際の試験で確認された
のは重要なターニングポイントだ。同じく
5G対応モデム『XMM 8060』を発表して
いるインテルも、今回はPCでライブデモ
を実施していたが、スマートフォン対応も
計画しているという。

　5Gは複数の周波数帯が利用されるこ
とが想定されているが、欧州の展示会と
いうことで、欧州で想定されているサブ
6GHz帯（Cバンド）の3.5GHz帯、ミリ波
の28GHz帯の製品が主流だった。
　実地での試験も各社が開始しており、
例えば3.5GHz帯の場合、ファーウェイ
が屋外で2Gbpsという超高速通信を実
現している。しかも実験した98％のエリ
アで1Gbpsを超えて通信ができていた
という。5Gで使われる周波数帯は屋内
への浸透が弱いとされているが、それで
も最速で450Mbps、90％のエリアで
100Mbpsを達成しており、屋内外での

利用で問題がないことが示されていた。
さらにこれが28GHz帯になると、屋外で
は20Gbpsという超高速通信が可能だっ
たという。
　5Gは、LTEとの併用によるNSA（Non 

Stand Alone）での利用が主流になると
考えられている。中国で一部の事業者が
SA（Stand Alone）も検討しているが、
MWCでの話題の中心はNSAだ。NSAで
は基地局をLTEと5Gで共有する。クアル
コムの実験では、既存のLTE基地局に
5Gアンテナを設置していくと、5Gのカ
バーエリアはLTE比で65％になったとい
い、ファーウェイでも「LTEと5Gのカバー
エリアは極端に変わらない」としている。
これは、「5Gはエリアが狭くホットスポッ
ト的な使い方になる」という誤解を解く
結果だ。一方、ファーウェイのテストで
は28GHz帯をホットスポット的に活用す
ることで最大20Gbpsという速度も可能
にしている。通信事業者にとっては、エ
リアを確保しやすい3.5GHz帯と速度を
確保しやすい28GHz帯をうまく併用し
て、いかに効率的にエリア構築を行うか
が重要になってくるだろう。
　こうした課題に対しては、ビームフォー
ミングなどの技術があり、基地局の場所
や周囲の状況に応じてユーザーに最適
な電波を配信するような仕組みがある。
例えば、ファーウェイはMassive MIMO 

AAU（Active Antenna Unit）シリーズを

出展。この製品群に搭載された3Dシェー
ピング技術は、いわゆるビームフォーミン
グの技術だが、特に都市部で有効とさ
れ、設置されたエリアに応じて最適な設
定をすることで、効率的なエリア構築が
実現できる。例えば高層ビルに対しては
縦方向に向けたビームを、エリアを広く
するために水平方向にビームを、といっ
た具合に、必要に応じてビームを切り替
えることができる。

　5G NRの要素技術としては、ビーム
フォーミング、Massive MIMO、仮想化と
いったものが重要になるが、すでに標準
化の初版が確定したこともあって、インフ
ラベンダー各社はいずれも手堅く製品化
を進めている。インフラに特化したエリク
ソンやノキアに対して、CPE向けASICを
展示したサムスンや、具体的なCPE製
品自体を発表したファーウェイなどは、
コンシューマー向け製品を持っている点
が強みだろう。
　ファーウェイはコンシューマー向けCPE

を2018年に商用化し、5G対応スマート
フォンを2019年には投入する予定だ。第1

弾のCPEはすでに韓国とカナダでトライア
ルを実施し、2Gbpsのスループットを達成
しており、それに続くスマートフォンでは
5Gbpsを目指している。ファーウェイの

5Gプロダクトライン部門のプレジデント
である楊超斌（ヤン・チャオビン）氏は、
「5Gはまさにもう始まっている。我々は準
備ができている」と強調していた。
　このほか、デバイスメーカー各社も
2018年から2019年にかけて、順次5G

対応端末をリリースしていく計画だ。各
社の話を総合すると、2018年末から
2019年初頭にかけて、一部の通信事業
者から世界初の5G商用化がスタートす
ることが見込まれる。2019年2月に開催
される次回のMWCでは、正式サービス
を開始したうえでの展示もあるだろう
し、新たなサービス開始の発表もありそ
うだ。

　日本国内の通信事業者は当初のター
ゲットである2020年の予定は変えてい
ないが、世界の5Gの波はすでに押し寄
せており、今年後半には、実用化に向け
た話題がさらに増えてくるだろう。
　次の課題は、いかに5Gとしての用途を
提案できるかどうかだ。5Gのピークス
ループットは数Gbps単位になるため、
8K映像のような大容量コンテンツの伝
送がモバイル環境でも実現できる。多数
の端末に同時配信できる性能は、スタジ
アムの観客に映像やデータを同時配信
するといった用途も提案されているが、
既存技術でも対応可能なものも多い。
　ファーウェイの楊氏の講演では、5Gの
第1段階では動画配信やゲーム、VRと
いった用途を紹介しつつ、2020年以降
の第2段階では、自動車、工業、運輸な
ど、社会全般に用途が拡大すると指摘し
ている。インダストリー4.0を推進する製
造業でも、構内のネットワークに5Gを使
うことで自由度が高まり、有線ネットワー
クが構築できない環境でもIT化できると
して有望視されている。
　社会を変える可能性を秘めた5Gが今
後どのような世界を実現するのか――そ
の道筋がより具体的に見えてきたこと
で、期待度が高まるMWCだった。

5G対応チップも登場
相互接続性も検証済み

屋内外で超高速通信を実現
効率的なエリア構築がカギ

コンシューマー向け端末も
5G対応へ

5Gで何ができるか
用途の提案が次の課題

■クアルコムの5G対応モデム『Snapdragon X50』は、8波を束ねることで最大4.39Gbpsの通信を実現していた　■クアルコムとインフラベンダー各社のIODTが完了し、各社
とも問題なく接続できることが確認された CPEからチップセット、モバイルルーターまで、5G対応製品を参考展示するファーウェイ
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1973年生まれ。IoTNEWS代表。株式会社
アールジーン代表取締役。IoTコンサルタン
ト。大阪大学でニューロコンピューティング
を学び、アンダーセンコンサルティング（現
アクセンチュア）、Cap gemini Ernst & 

Young、テックファーム株式会社を経て現
職。 著書に『2時間でわかる図解IoTビジネ
ス入門』（あさ出版）、『顧客ともっとつなが
る』（日経BP）がある。

小泉耕二

MWC 2018 REPORT 2 IoT

するケースが多かった。
　しかし昨年の展示では、バルセロナ市
の提言によって、概念レベルでこれらの
ソリューションをすべてつなぎ合わせて
スマートシティを実現する「シティOS」と
いう考え方も出現していた。今年の展示
ではこの考え方が一歩進み、「プラット
フォーム」として展示されていたことが興
味深い。

　スマートシティのプラットフォームに
は、①通信のレイヤー、②データ処理の
レイヤー、③アプリケーションのレイ
ヤー、④分析のレイヤーという複数のレ
イヤーが存在する。大小さまざまなス
マートシティの取り組みが進むなか、1つ
のレイヤーだけを提供する企業も、複数
のレイヤーにまたがってサービスを提供
する企業もあるという状況だ。例えば、
ファーウェイのようなセルラー通信部分
からアプリケーションまでカバーする企業
もあれば、NECのような通信部分は持た
ない事業者もある。また、昨年発表され
たサウジアラビアが紅海沿岸に既存の仕
組みと切り離されたテクノロジー都市を

　MWC 2018では、多くの企業が通信
技術やデバイスの展示を行うなか、5G

やAIと並んでIoTも引き続き重要なテー
マの1つだった。IoTの展示として私が興
味を持ったのは、「スマートシティ」への
取り組みだ。とりわけ今回目立っていた
のは「スマートシティのプラットフォーム
化」だった。
　通信関連企業の展示会であるMWC

において、スマートシティというテーマ
は、これまでは例えば、バルセロナのゴ
ミ箱の蓄積状態の可視化によって無駄
な巡回回収のコストを低減するソリュー
ションや、ドバイの太陽光発電を活用し
たスマート街灯に通信基地局と監視カ
メラ機能を搭載して町の防犯も同時に
行うといった防犯ソリューションなど、都
市生活における局所的な解決策を提示

構築する「NEOM」という都市計画は、す
でに国内外から57兆円もの資金調達を
する見込みだというが、これはすべての
レイヤーを1から構築する大規模なプロ
ジェクトの好例だろう。
　①の通信のレイヤーでは、セルラー回
線を使ったNB-IoTや、LoRaWANなどの
プライベートなネットワークを含め、さま
ざまなLPWA（Low Power Wide Area）
が注目されている。これらの要素技術に
ついては昨年時点ですでに検討が進んで
いたことから、今年のMWCではそれほど
目新しい変化はなかったが、消費電力や
送受信の頻度、設置エリアなど、用途の
要件に応じてそれぞれの特長を生かした
活用が進んでいるようだ。例えば、ファー
ウェイが展示していた過疎地域で郵便
物の投函状況を可視化して回収を効率
化するポストや、血液を運搬する際に温
度をモニターするアイスボックスなど、セ
ルラーネットワークのカバレッジや長距
離・高速移動への対応を必要とする利用
シーンでは、NB-IoTが強みを発揮する。
また、なんといっても昨年末に5Gの仕様
の一部が確定したことによって、多くの企
業がサービス開始可能な状態であること
を主張した展示を行っており、IoTはその

中心的なアプリケーションとして紹介さ
れていた。
　これらの通信によって得たデータをも
とに、②のデータ処理のレイヤーでは、
一次処理を行う。街で検知されるデータ
は多岐にわたる。監視カメラが取得する
動画や静止画のデータに加え、騒音、
温湿度、大気質などの環境情報や、車
や人の数や動き、状態といった情報もあ
る。データ処理レイヤーではこうした生
のデータをアプリケーションで扱いやす
い状態にする処理を行い、アプリケー
ションレイヤーに伝える。
　③のアプリケーションレイヤーでは、さ
まざまなユースケースに基づいて処理が
行われる。例えば、顔認識した画像情報
から犯罪履歴のある人を抽出したり、騒
音を検知したら警察に通報したりといっ
た用途が考えられる。アプリケーション
のレイヤーにおいては、従来から人が街
で快適に暮らすための多様なユースケー
スをアプリケーション化する取り組みが
行われている。
　④の分析のレイヤーでは、収集した
データを時系列化したり、他のデータと
突き合わせて分析を行ったりする機能を
提供する。例えば、単に街の気温のデー
タがあるだけでは、活用のイメージが湧
かないかもしれない。だが、これを時系
列で見たり、前年比、前日比で見れば意
味が出てくる。さらにその気温データに
街の混雑具合のデータをかけ合わせて
分析すれば、「気温が高い日のほうが人の

外出が多い」など、いろいろな知見が得
られるだろう。
　アプリケーションや分析のレイヤーに
関して、昨年と違っていたのは、「AIの活
用」というキーワードが目立ったことだ。
例えば韓国のKTが展示していたセキュ
リティ監視システム『GiGA Eyes』にはAI

による画像認識技術が使われていた。ま
た、ソニーがNTTドコモと開発している
遠隔運転カートは、走行中に周囲の通
行人の性別や年齢などをAIで分析し、
車体を覆うディスプレイにその時々で最
適な広告や情報を表示させるという。

　スマートシティの取り組みは、日本で
も各地で実証実験が行われているが、
実際の内容を見てみると局所最適で断
片的なものが多い。山間部の鳥獣被害
対策のためのソリューション、用水路の
水位を検知して水害を防止するソリュー
ション、積雪量を検知して住人の孤立を
防ぐソリューションなどさまざまなものが
あるが、地域ごとに異なる業者や自治体
が個別に実施しており、それらをまとめ
てプラットフォーム化している事例はな
かなか見当たらない。
　一方、ファーウェイはすでに中国の
100以上の地域で、スマートシティの実
証実験を行っているという。同一事業者
が複数の地域でさまざまな課題に取り組
めば、ノウハウの蓄積につながる。各地

で同じような取り組みをする日本の自治
体は、もっと効率的なやり方を考えたほ
うがよいのではないだろうか。
　また、スマートシティにおいては「誰が
イニシアティブをとるのか」も重要になる。
多くの海外の事例では、自治体がイニシ
アティブをとり、さまざまな利用シーンを
考えたアプリケーションを作っている。だ
が、これらのアプリケーションがスマート
シティのプラットフォーム上で横串を刺し
てまとめられていなければ、多くの問題が
起きる。それぞれが別のアプリケーション
として作り込まれていたら、まずインフラ
レイヤーの投資が重複するようになる。
1つの通信で多くのデータを送ることがで
きるにもかかわらず、ユースケースごとに
通信事業者と契約をしていては、少量の
データ通信のためにソリューションの数
だけ契約が必要になってしまう。データ
ベースにしても、街の地図情報といった
基本的なマスター構造をすべてのサービ
スで個別に保持・メンテナンスしていかな
ければならなくなる。データの取得も、そ
れぞれのアプリケーションで重複してい
るかもしれない。
　IoTによって集められたデータがクラウ
ド上で共有されるとしても、アプリケー
ションごとに垂直統合されていれば、デ
バイス・インフラ・クラウドの各レイヤー
で必ず重複が起きてしまう。したがって、
局所最適化されたソリューションをつな
ぎ合わせるのではなく、街の規模などに
合わせてプラットフォーム化することが
重要なのだ。そうしたスマートシティのプ
ラットフォームができあがれば、各地域
の特性に合わせて「こういうこともできた
ほうが良い」というソリューションを足し
ていくことは比較的簡単になる。
　今回のMWCでNECが展示していたス
マートシティのプラットフォームは、EUの
次世代インターネット官民連携プログラ
ムが官民の垣根を超えたデータ活用の
ために開発したソフトウェア『FIWARE』
を活用し、街の多様な機能を横串に刺
すものとなっていた。街の状況が監視で
きるほか、住民情報や位置データなどを

利用して、徘徊で行方不明となった住民
の捜索もできるという。また、インテルも
GEとともに『CityIQ』というスマート街灯
を中心としたスマートシティプラット
フォームの考え方を示していた。
　前述のファーウェイが展示した
NB-IoT郵便ポストは、冒頭で紹介した
バルセロナのゴミ箱の事例で使われてい
た技術を過疎地ならではの課題解決に
展開したものだ。日本でも過疎化の問題
がクローズアップされており、これに対
する住民サービスをどう充実させるかと
いう点について自治体は苦労しているの
だが、同じプラットフォーム上で検証し、
そこに地域特有の特別なユースケース
を足していくという考え方が今後必要に
なるだろう。

　スマートシティの取り組みにおけるも
う1つの問題は、「誰が費用負担するの
か」ということだ。
　街の過疎化に対する取り組み、農林
水産業を支援する取り組み、行政を効
率化する取り組み、街のインフラとして

安全と安心を提供する取り組みなど、さ
まざまな取り組みが実験されているが、
どれを見ても、費用を負担すべき組織は
「市区町村」と言われがちだ。
　「結局は地域の住民サービスになるの
だから当然」と思うかもしれないが、そも
そも過疎化が進んでいて働き手がいない
自治体が、すべてのコストを負担するた
めの予算を確保することは難しい。ス
マートシティのプラットフォームにかかる
コストを自治体以外が担ういい方策はな
いものだろうか。
　エリクソンのブースでは、5Gの高速・
大容量通信のユースケースの本命とも見
られるコネクテッドカーの分野で、通信
料金をステークホルダー間でうまく分担
するビジネスモデルの展示を行っていた。
　コネクテッドカーでの通信費をこれま
でと同じ料金プランで提供した場合、車
に乗るにも月額の通信費用が発生するこ
とになる。高速・大容量通信を利用する
となると、その額はかなりのものになる。
しかも、もともと車の通信費用を支払う
習慣がない利用者にしてみれば、この負
担は家計を圧迫することとなるだろう。
いくら便利なサービスができても、車の

価格にあらかじめ通信利用料金を上乗
せして、実際の利用時には利用者負担
がないといった形でもとらないかぎり、現
実的な普及は見込めない。
　こういった課題があるなか、この展示
では、利用者が街を車で移動しながら通
信費を「稼ぐ」というビジネスモデルを提
案していた。例えば、移動中にデジタル
サイネージに表示された広告を見るとポ
イントがもらえ、それで通信費用を支払
えるといったものだ。これまでもメーカー
やサービス事業者はさまざまなポイント
サービスを提供してきているが、こういっ
たサービスとポイント交換を行い、通信
費をまかなうという考え方はかなり現実
的だといえるだろう。
　1月にラスベガスで開催されたCESで
も、類似の提案がなされていた。1つは、
フォードのコネクテッドカーの取り組み
だ。展示ブースは一面「街」をイメージし
たものとなっていて、クアルコムとともに
セルラー通信で車と車、車と人、車と街
のインフラをつなげるC-V2X（Cellular 

Vehicle-to-X）が実現する新しい移動の
あり方を提案していた。C-V2Xによって、
例えばドライバーに問題が起きた時には
それを車が自動検知し、しかるべき場所
に車を移動、街と連動して緊急車両を
呼ぶといったことが現実のものになろう
としているのだ。
　さらに、話題になったトヨタのe-Pal-

etteでは、自動運転カーそのものの管理

ファーウェイはNB-IoTを活用した郵便ポスト（左）や血液運搬用ボックスを展示

KTのセキュリティ監視システム（左）やソニーの遠隔運転カートではAIが活躍

個別のソリューションから
プラットフォームとしての展示へ

複数のレイヤーで構成される
スマートシティ

日本の断片化された取り組みと
世界で進む「プラットフォーム化」

を自動車会社が行い、法人企業に移動
サービスを提供するというコンセプトに
なっている。サービス事業者が車の中で
どういったサービスを提供するかは自由と
されていて、例えば、移動式ピザ屋を営
む場合、ピザ屋の売上から家賃のように
車の利用料金をトヨタに支払うといった、
新しいビジネスモデルも提案されている。
　こうした新しいビジネスモデルを構築
して費用を補うことで、道路交通情報や
駐車スペースの空き情報を車に伝えて
渋滞の緩和や省エネにつなげたり、緊急

車両のスムーズな通行を実現したりと
いった、スマートシティの文脈の中で語
られるコネクテッドカーのメリットを、す
べての住民が享受できるようになるだろ
う。スマートシティの中核とも言える「移
動」もまたプラットフォーム化されること
で、我々の都市生活を大きく変えていく
ことになるのだ。

　スマートシティのプラットフォーム化と

いう大きな流れがあることが見て取れた
今回のMWCだが、そこで発生するイニ
シアティブとコストという課題については
解決策がまだ十分にない状態で、「技術
的にできること」を展示しているに過ぎな
かったといえる。こうした技術のうち、前
述のサウジアラビアの「NEOM」のような
国家レベルのイニシアティブで多額の資
金を投入したプロジェクトに採用された
ものが、今後のスマートシティのプラット
フォームとして大きな影響力を持つこと
になるのかもしれない。
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1983年、北海道生まれ。株式会社ロボティ
ア代表。テクノロジーメディア『ROBO-

TEER』を運営。著書に『ドローンの衝撃』
『AI・ロボット開発、これが日本の勝利の法
則』（扶桑社）など。自社でアジア地域を中
心とした海外テック動向の調査やメディア
運営、コンテンツ制作全般を請け負うかた
わら、『Forbes JAPAN』 『週刊SPA！』など
各種メディアにテクノロジーから社会・政治
問題まで幅広く寄稿している。

河鐘基（は・じょんぎ）

するケースが多かった。
　しかし昨年の展示では、バルセロナ市
の提言によって、概念レベルでこれらの
ソリューションをすべてつなぎ合わせて
スマートシティを実現する「シティOS」と
いう考え方も出現していた。今年の展示
ではこの考え方が一歩進み、「プラット
フォーム」として展示されていたことが興
味深い。

　スマートシティのプラットフォームに
は、①通信のレイヤー、②データ処理の
レイヤー、③アプリケーションのレイ
ヤー、④分析のレイヤーという複数のレ
イヤーが存在する。大小さまざまなス
マートシティの取り組みが進むなか、1つ
のレイヤーだけを提供する企業も、複数
のレイヤーにまたがってサービスを提供
する企業もあるという状況だ。例えば、
ファーウェイのようなセルラー通信部分
からアプリケーションまでカバーする企業
もあれば、NECのような通信部分は持た
ない事業者もある。また、昨年発表され
たサウジアラビアが紅海沿岸に既存の仕
組みと切り離されたテクノロジー都市を

　MWC 2018では、多くの企業が通信
技術やデバイスの展示を行うなか、5G

やAIと並んでIoTも引き続き重要なテー
マの1つだった。IoTの展示として私が興
味を持ったのは、「スマートシティ」への
取り組みだ。とりわけ今回目立っていた
のは「スマートシティのプラットフォーム
化」だった。
　通信関連企業の展示会であるMWC

において、スマートシティというテーマ
は、これまでは例えば、バルセロナのゴ
ミ箱の蓄積状態の可視化によって無駄
な巡回回収のコストを低減するソリュー
ションや、ドバイの太陽光発電を活用し
たスマート街灯に通信基地局と監視カ
メラ機能を搭載して町の防犯も同時に
行うといった防犯ソリューションなど、都
市生活における局所的な解決策を提示

構築する「NEOM」という都市計画は、す
でに国内外から57兆円もの資金調達を
する見込みだというが、これはすべての
レイヤーを1から構築する大規模なプロ
ジェクトの好例だろう。
　①の通信のレイヤーでは、セルラー回
線を使ったNB-IoTや、LoRaWANなどの
プライベートなネットワークを含め、さま
ざまなLPWA（Low Power Wide Area）
が注目されている。これらの要素技術に
ついては昨年時点ですでに検討が進んで
いたことから、今年のMWCではそれほど
目新しい変化はなかったが、消費電力や
送受信の頻度、設置エリアなど、用途の
要件に応じてそれぞれの特長を生かした
活用が進んでいるようだ。例えば、ファー
ウェイが展示していた過疎地域で郵便
物の投函状況を可視化して回収を効率
化するポストや、血液を運搬する際に温
度をモニターするアイスボックスなど、セ
ルラーネットワークのカバレッジや長距
離・高速移動への対応を必要とする利用
シーンでは、NB-IoTが強みを発揮する。
また、なんといっても昨年末に5Gの仕様
の一部が確定したことによって、多くの企
業がサービス開始可能な状態であること
を主張した展示を行っており、IoTはその

中心的なアプリケーションとして紹介さ
れていた。
　これらの通信によって得たデータをも
とに、②のデータ処理のレイヤーでは、
一次処理を行う。街で検知されるデータ
は多岐にわたる。監視カメラが取得する
動画や静止画のデータに加え、騒音、
温湿度、大気質などの環境情報や、車
や人の数や動き、状態といった情報もあ
る。データ処理レイヤーではこうした生
のデータをアプリケーションで扱いやす
い状態にする処理を行い、アプリケー
ションレイヤーに伝える。
　③のアプリケーションレイヤーでは、さ
まざまなユースケースに基づいて処理が
行われる。例えば、顔認識した画像情報
から犯罪履歴のある人を抽出したり、騒
音を検知したら警察に通報したりといっ
た用途が考えられる。アプリケーション
のレイヤーにおいては、従来から人が街
で快適に暮らすための多様なユースケー
スをアプリケーション化する取り組みが
行われている。
　④の分析のレイヤーでは、収集した
データを時系列化したり、他のデータと
突き合わせて分析を行ったりする機能を
提供する。例えば、単に街の気温のデー
タがあるだけでは、活用のイメージが湧
かないかもしれない。だが、これを時系
列で見たり、前年比、前日比で見れば意
味が出てくる。さらにその気温データに
街の混雑具合のデータをかけ合わせて
分析すれば、「気温が高い日のほうが人の

外出が多い」など、いろいろな知見が得
られるだろう。
　アプリケーションや分析のレイヤーに
関して、昨年と違っていたのは、「AIの活
用」というキーワードが目立ったことだ。
例えば韓国のKTが展示していたセキュ
リティ監視システム『GiGA Eyes』にはAI

による画像認識技術が使われていた。ま
た、ソニーがNTTドコモと開発している
遠隔運転カートは、走行中に周囲の通
行人の性別や年齢などをAIで分析し、
車体を覆うディスプレイにその時々で最
適な広告や情報を表示させるという。
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習慣がない利用者にしてみれば、この負
担は家計を圧迫することとなるだろう。
いくら便利なサービスができても、車の

価格にあらかじめ通信利用料金を上乗
せして、実際の利用時には利用者負担
がないといった形でもとらないかぎり、現
実的な普及は見込めない。
　こういった課題があるなか、この展示
では、利用者が街を車で移動しながら通
信費を「稼ぐ」というビジネスモデルを提
案していた。例えば、移動中にデジタル
サイネージに表示された広告を見るとポ
イントがもらえ、それで通信費用を支払
えるといったものだ。これまでもメーカー
やサービス事業者はさまざまなポイント
サービスを提供してきているが、こういっ
たサービスとポイント交換を行い、通信
費をまかなうという考え方はかなり現実
的だといえるだろう。
　1月にラスベガスで開催されたCESで
も、類似の提案がなされていた。1つは、
フォードのコネクテッドカーの取り組み
だ。展示ブースは一面「街」をイメージし
たものとなっていて、クアルコムとともに
セルラー通信で車と車、車と人、車と街
のインフラをつなげるC-V2X（Cellular 

Vehicle-to-X）が実現する新しい移動の
あり方を提案していた。C-V2Xによって、
例えばドライバーに問題が起きた時には
それを車が自動検知し、しかるべき場所
に車を移動、街と連動して緊急車両を
呼ぶといったことが現実のものになろう
としているのだ。
　さらに、話題になったトヨタのe-Pal-

etteでは、自動運転カーそのものの管理
　「実は通信系のイベントで展示を行う
のは、弊社としても初めてのこと。ハード
ウェアやソフトウェア、もしくは通信とい
う技術の枠を超えていくことが、新たな
イノベーション、ビジネス創出の源泉だ
と感じ始めています」
　MWC 2018の会場にブースを構えた
デンソーの関係者の1人は、同社が携わ
る製造業の未来についてそう見通しを
語った。通信技術の発展はやがて自社
の既存製品の形までも変え、新たなビジ
ネスチャンスを開いてくれる可能性があ
るというのだ。
　同社が今回展示していたのは、産業
用ロボット。「ロボテク製品」「ロボット部
品」「サービスロボット」など、多岐にわた

るロボット産業の中でも、現時点で市場
需要・売上規模ともに最も大きい比重を
占めているのが産業用ロボットだ。
　産業用ロボットとは、主に自動車や家
電など、大規模な製造業の工場ラインで
稼働しているロボットを指す。「大型で頑
丈」「安全性を確保するため人から隔離
された作業スペースが必要」「通信・電
源用のケーブルでつながれている」など
の特徴がある。言い換えれば、とても力
持ちではあるものの、柔らかい、もしくは
小さいものを処理する作業が苦手で、
ポータビリティに限界があり、かつ人間
と一緒に作業するのが難しいという課題
を抱えてきた。
　そこで近年、世界各国の産業用ロボッ
トメーカーが注力し始めているのが、「協
働ロボット」の開発だ。協働ロボットに
は、従来の産業用ロボットよりもずっと

コンパクトで安全、また持ち運びや設置
が簡単というコンセプトがある。そして製
造業だけではなく、三品産業（食品、医
療品、化粧品）など幅広い領域をター
ゲットにしているという点で、従来の産
業用ロボットとは区別される。もしくは、
産業用ロボットの一部が発展したものが
協働ロボットであるという認識でも差し
支えないかもしれない。その世界市場規
模は、日本や欧米など先進国を中心に
年平均57％（2017～2023年）の高成長
が見込まれている。
　「5G環境の実現など通信技術の発展
は、産業用ロボットや協働ロボットのワ
イヤレス化、すなわち小型化とポータビ
リティの向上、そして汎用化の原動力に
なるはず。メーカーにとっては、コストや
技術の問題でロボットの導入が困難とさ
れてきた中小企業向けにBtoBビジネス
を拡大できるだけでなく、BtoCビジネス
を模索できる道も拓けてきました」（前出
のデンソー関係者）

　MWC 2018で大々的に宣言されてい
た「5G時代」が到来すれば、ロボット製
品が享受できる恩恵は、小型化や汎用
化、ポータビリティの向上にとどまらない
だろう。例えば、5G通信の特徴の1つで
ある「超低遅延」は、人間とロボットをよ
り緊密にシンクロさせ、協業の範囲を広
げてくれる可能性を秘めている。
　今回のMWCでは、その「超低遅延」
に注目する企業が少なくなかった。NTT

ドコモが公開した、人間の動きにリアル
タイムで連動する「書道ロボット」はその

一例だ。同システムにはモーションキャ
プチャ技術が活用されており、人間の頭
や腕、足、腰など全身17か所、両手24

か所に取り付けられたセンサーから得ら
れた動作情報が1秒間に60回にわたりロ
ボットに送られ、人間と同じ動きがスムー
ズに再現される仕組みになっていた。
　「団体や企業によって発表されている
数字に差はありますが、5Gは以前の技
術に比べて遅延を数分の一、数十分の
一というレベルまで軽減できるとされて
います。この低遅延という性質は、遠隔
医療や災害の現場で稼働するロボット
を、より実用的に発展させる力を秘めて
います」（NTTドコモ関係者）
　NTTドコモは、超低遅延という性質
が、ロボットの操縦をより簡単にするとも
説明している。というのも、従来のロボッ
トにはトレーニングを積んだオペレー
ターがコントローラーを使って操縦しな
ければならないという前提条件があっ
た。しかし、人間―ロボット間の情報の
送受信にタイムラグがなくなれば、体を
感覚的に動かすだけで操縦が可能にな
るというのだ。「人間とロボットの感覚の
連携強化」だけでなく、「操作の簡易化」

という点も、超低遅延の見逃せない恩恵
となりそうだ。
　このほか、通信事業者の中ではサウジ
テレコムもロボットと5G通信にフォーカ
スしていた。同社は5Gと4Gに接続され
たロボットアームをそれぞれ用意し、双
方の違いを確認できる展示を行った。
「通信速度や送受信データ量が増すの
が5Gの利点ですが、ロボットの動きが
より繊細かつ滑らかになるというのもポ
イントです」（サウジテレコム関係者）

　MWCの会場には、多くの参加者の視
線をくぎ付けにしたロボティクス関連製品
がもう1つあった。ファーウェイが次世代
のモバイルアプリケーションの研究開発
を進めるワイヤレスXラボのブースで展示
していたドローンタクシー『Ehang184』
だ。同製品は2016年のCESで初公開
されたが、その後、実用化に向けて着
実にテストを積み重ねていると報じられ
ている。
　今回のMWCではこうしたドローンやコ
ネクテッドカーなど、自律移動型ロボティ
クス製品の展示も際立った。前述した超
低遅延に加え、「超高速通信」「多数同時
接続」、そして高速移動中でも通信が可
能な「モビリティ」という特徴を持った5G

の可能性が、普及に拍車をかけ始めて
いるのだ。ファーウェイ・ジャパン 技術戦
略本部 キャリア技術戦略部 部長の郭
宇氏の言葉は、「自律移動型ロボット」の
未来を予見させるものとして非常に印象
的だった。

　「5G時代には、人と機械、また機械と
機械による接続が爆発的に増えていくで
しょう。ファーウェイでは、その新しい時
代に想定されうるあらゆる通信環境の
ニーズに備えています。例えば、複数の
ドローンが連携して安全かつ効率的に飛
行できるような通信プラットフォームも、
2020年頃を目途に提供していきたい」

　通信技術の発展は、各種ロボットだけ
ではなく、人工知能（以下、AI）の発展に
も寄与しようとしている。なかでも「超大
容量通信」という5Gの特徴と、AIの相性
は特筆すべきだろう。
　AI技術は、画像認識、行動予測、異
常検知、ロボットの運動の習熟、自然言
語処理など、さまざまな用途で利活用が
期待されている。画像認識技術を例に
挙げると、ウェブ検索における利便性の
向上だけでなく、がん診断などの医療用
途、不良品の検知などの産業用途、防
犯・監視などのセキュリティ用途などが
期待されている。さらに、行動予測やロ
ボティクスの運動学習などを組み合わせ
ることで、交通の混雑解消や物流の効
率化といったスマートシティを実現する
ツールとしても活用できる。
　こうしたAI、特に昨今話題のディープ
ラーニングなどの技術の発展を支えるも
のの1つが、「データ」だ。ここには、ウェ
ブ上の画像などの「デジタルデータ」、

SNS上の「ソーシャルデータ」、街や施
設、工場などに設置されたセンサーやIoT

端末、またロボットから収集される「実世
界データ」、自治体などが保有している
「オープンデータ」、顔画像や指紋、虹彩
などの「生体データ」が含まれる。
　そのデータ量は非常に膨大であるた
め、効果的な処理や演算のためには
CPUやGPUなどのハードウェアと、送受
信を行う通信環境の発展が非常に重要
になってくる。画像認識や行動予測、ま
た自然言語処理の分野のAIを自社開発
する韓国のK T関係者は、次のように
「5G×AI」の可能性を説明する。
　「大容量のデータを遅延なく送れると
いう5G通信の特徴は、スマートシティや
リアルタイム監視、コネクテッドカーなど
を支えるAI技術を発展させる上で重要
になるでしょう。5G通信には、データの
損失が少ないという長所もあります。存
在するデータを正確に収集するという側
面においても、威力を発揮していくはず
です」
　なお、今回のMWCでは、NECなどAI

を自社開発する企業と、グーグルなどIT

企業のAIプラットフォームを利用する企
業が鮮明に分かれていたという印象を受
けた。スマホ端末上で稼働する、顔認証
AIを披露していた企業が散見されたのと
いう点も補足しておきたい。
　「ファーウェイでは、通信状況を最適
化するAIなどを展示しましたが、あくまで
も全体の一部に過ぎません。開発中のも

のは数多くあります」（前出の郭氏）。
　同様に、多くの企業が開発中のAIをす
べて公開していない可能性も多分にあ
る。いずれにせよ、AI発展の一翼は今後、
通信産業に関わる企業群によって担わ
れていくということは間違いなさそうだ。

　今回のMWCは、5Gなど通信技術のイ
ノベーションが、ロボティクス（個々の産
業用ロボットやIoT端末、自律型モビリティ
手段を含む）、データ、AI、そして人間同
士のつながりをより円滑なものにし、社会
の有機性を高めるハブになる可能性を存
分に示した。人間で例えるならば、ロボ
ティクス技術は「身体」に、AI技術は「知
能」にそれぞれ相当する。通信技術は、そ
の2つをつなぐ「神経」と言ったところだろ
う。社会が1つの生命体になるというと大
げさかもしれないが、MWC 2018の先に
ある、人間と機械との有機的融合が生む
「新しい価値と社会」の正体が明らかにな
る日が楽しみである。

MWC 2018 REPORT 3 ロボティクス・AI

5Gが可能にする
「人と協働するロボット」

エリクソンはコネクテッドカーが移動しながら通信費
を稼ぐという新たなビジネスモデルを提案

■NECのスマートシティプラットフォームは、都市の情報を相互に共有することで横断的なサービスの提供を可
能にするという　■インテルとGEがスマート街灯『CityIQ』をハブに展開するスマートシティ　■ファーウェイは
NB-IoTを核としたスマートシティプラットフォームを展示。複数のサービスを効果的に統合するスマートシティソ
リューションが評価され、同社は主催者のGSMAから「Best Mobile Innovation for Smart Cities（スマートシ
ティ向けモバイルイノベーション最優秀賞）」を受賞した

スマートシティの費用は
誰が負担すべきか

出揃ったプラットフォーム化の技術
実現への課題は残る

を自動車会社が行い、法人企業に移動
サービスを提供するというコンセプトに
なっている。サービス事業者が車の中で
どういったサービスを提供するかは自由と
されていて、例えば、移動式ピザ屋を営
む場合、ピザ屋の売上から家賃のように
車の利用料金をトヨタに支払うといった、
新しいビジネスモデルも提案されている。
　こうした新しいビジネスモデルを構築
して費用を補うことで、道路交通情報や
駐車スペースの空き情報を車に伝えて
渋滞の緩和や省エネにつなげたり、緊急

車両のスムーズな通行を実現したりと
いった、スマートシティの文脈の中で語
られるコネクテッドカーのメリットを、す
べての住民が享受できるようになるだろ
う。スマートシティの中核とも言える「移
動」もまたプラットフォーム化されること
で、我々の都市生活を大きく変えていく
ことになるのだ。

　スマートシティのプラットフォーム化と

いう大きな流れがあることが見て取れた
今回のMWCだが、そこで発生するイニ
シアティブとコストという課題については
解決策がまだ十分にない状態で、「技術
的にできること」を展示しているに過ぎな
かったといえる。こうした技術のうち、前
述のサウジアラビアの「NEOM」のような
国家レベルのイニシアティブで多額の資
金を投入したプロジェクトに採用された
ものが、今後のスマートシティのプラット
フォームとして大きな影響力を持つこと
になるのかもしれない。

1 1

2 3

1

2 3

「ロボット＝身体」と「AI＝知能」を
進化させる「通信＝神経」
5Gがもたらす、人間と機械がつながる未来
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　「実は通信系のイベントで展示を行う
のは、弊社としても初めてのこと。ハード
ウェアやソフトウェア、もしくは通信とい
う技術の枠を超えていくことが、新たな
イノベーション、ビジネス創出の源泉だ
と感じ始めています」
　MWC 2018の会場にブースを構えた
デンソーの関係者の1人は、同社が携わ
る製造業の未来についてそう見通しを
語った。通信技術の発展はやがて自社
の既存製品の形までも変え、新たなビジ
ネスチャンスを開いてくれる可能性があ
るというのだ。
　同社が今回展示していたのは、産業
用ロボット。「ロボテク製品」「ロボット部
品」「サービスロボット」など、多岐にわた

るロボット産業の中でも、現時点で市場
需要・売上規模ともに最も大きい比重を
占めているのが産業用ロボットだ。
　産業用ロボットとは、主に自動車や家
電など、大規模な製造業の工場ラインで
稼働しているロボットを指す。「大型で頑
丈」「安全性を確保するため人から隔離
された作業スペースが必要」「通信・電
源用のケーブルでつながれている」など
の特徴がある。言い換えれば、とても力
持ちではあるものの、柔らかい、もしくは
小さいものを処理する作業が苦手で、
ポータビリティに限界があり、かつ人間
と一緒に作業するのが難しいという課題
を抱えてきた。
　そこで近年、世界各国の産業用ロボッ
トメーカーが注力し始めているのが、「協
働ロボット」の開発だ。協働ロボットに
は、従来の産業用ロボットよりもずっと

コンパクトで安全、また持ち運びや設置
が簡単というコンセプトがある。そして製
造業だけではなく、三品産業（食品、医
療品、化粧品）など幅広い領域をター
ゲットにしているという点で、従来の産
業用ロボットとは区別される。もしくは、
産業用ロボットの一部が発展したものが
協働ロボットであるという認識でも差し
支えないかもしれない。その世界市場規
模は、日本や欧米など先進国を中心に
年平均57％（2017～2023年）の高成長
が見込まれている。
　「5G環境の実現など通信技術の発展
は、産業用ロボットや協働ロボットのワ
イヤレス化、すなわち小型化とポータビ
リティの向上、そして汎用化の原動力に
なるはず。メーカーにとっては、コストや
技術の問題でロボットの導入が困難とさ
れてきた中小企業向けにBtoBビジネス
を拡大できるだけでなく、BtoCビジネス
を模索できる道も拓けてきました」（前出
のデンソー関係者）

　MWC 2018で大々的に宣言されてい
た「5G時代」が到来すれば、ロボット製
品が享受できる恩恵は、小型化や汎用
化、ポータビリティの向上にとどまらない
だろう。例えば、5G通信の特徴の1つで
ある「超低遅延」は、人間とロボットをよ
り緊密にシンクロさせ、協業の範囲を広
げてくれる可能性を秘めている。
　今回のMWCでは、その「超低遅延」
に注目する企業が少なくなかった。NTT

ドコモが公開した、人間の動きにリアル
タイムで連動する「書道ロボット」はその

一例だ。同システムにはモーションキャ
プチャ技術が活用されており、人間の頭
や腕、足、腰など全身17か所、両手24

か所に取り付けられたセンサーから得ら
れた動作情報が1秒間に60回にわたりロ
ボットに送られ、人間と同じ動きがスムー
ズに再現される仕組みになっていた。
　「団体や企業によって発表されている
数字に差はありますが、5Gは以前の技
術に比べて遅延を数分の一、数十分の
一というレベルまで軽減できるとされて
います。この低遅延という性質は、遠隔
医療や災害の現場で稼働するロボット
を、より実用的に発展させる力を秘めて
います」（NTTドコモ関係者）
　NTTドコモは、超低遅延という性質
が、ロボットの操縦をより簡単にするとも
説明している。というのも、従来のロボッ
トにはトレーニングを積んだオペレー
ターがコントローラーを使って操縦しな
ければならないという前提条件があっ
た。しかし、人間―ロボット間の情報の
送受信にタイムラグがなくなれば、体を
感覚的に動かすだけで操縦が可能にな
るというのだ。「人間とロボットの感覚の
連携強化」だけでなく、「操作の簡易化」

という点も、超低遅延の見逃せない恩恵
となりそうだ。
　このほか、通信事業者の中ではサウジ
テレコムもロボットと5G通信にフォーカ
スしていた。同社は5Gと4Gに接続され
たロボットアームをそれぞれ用意し、双
方の違いを確認できる展示を行った。
「通信速度や送受信データ量が増すの
が5Gの利点ですが、ロボットの動きが
より繊細かつ滑らかになるというのもポ
イントです」（サウジテレコム関係者）

　MWCの会場には、多くの参加者の視
線をくぎ付けにしたロボティクス関連製品
がもう1つあった。ファーウェイが次世代
のモバイルアプリケーションの研究開発
を進めるワイヤレスXラボのブースで展示
していたドローンタクシー『Ehang184』
だ。同製品は2016年のCESで初公開
されたが、その後、実用化に向けて着
実にテストを積み重ねていると報じられ
ている。
　今回のMWCではこうしたドローンやコ
ネクテッドカーなど、自律移動型ロボティ
クス製品の展示も際立った。前述した超
低遅延に加え、「超高速通信」「多数同時
接続」、そして高速移動中でも通信が可
能な「モビリティ」という特徴を持った5G

の可能性が、普及に拍車をかけ始めて
いるのだ。ファーウェイ・ジャパン 技術戦
略本部 キャリア技術戦略部 部長の郭
宇氏の言葉は、「自律移動型ロボット」の
未来を予見させるものとして非常に印象
的だった。

　「5G時代には、人と機械、また機械と
機械による接続が爆発的に増えていくで
しょう。ファーウェイでは、その新しい時
代に想定されうるあらゆる通信環境の
ニーズに備えています。例えば、複数の
ドローンが連携して安全かつ効率的に飛
行できるような通信プラットフォームも、
2020年頃を目途に提供していきたい」

　通信技術の発展は、各種ロボットだけ
ではなく、人工知能（以下、AI）の発展に
も寄与しようとしている。なかでも「超大
容量通信」という5Gの特徴と、AIの相性
は特筆すべきだろう。
　AI技術は、画像認識、行動予測、異
常検知、ロボットの運動の習熟、自然言
語処理など、さまざまな用途で利活用が
期待されている。画像認識技術を例に
挙げると、ウェブ検索における利便性の
向上だけでなく、がん診断などの医療用
途、不良品の検知などの産業用途、防
犯・監視などのセキュリティ用途などが
期待されている。さらに、行動予測やロ
ボティクスの運動学習などを組み合わせ
ることで、交通の混雑解消や物流の効
率化といったスマートシティを実現する
ツールとしても活用できる。
　こうしたAI、特に昨今話題のディープ
ラーニングなどの技術の発展を支えるも
のの1つが、「データ」だ。ここには、ウェ
ブ上の画像などの「デジタルデータ」、

SNS上の「ソーシャルデータ」、街や施
設、工場などに設置されたセンサーやIoT

端末、またロボットから収集される「実世
界データ」、自治体などが保有している
「オープンデータ」、顔画像や指紋、虹彩
などの「生体データ」が含まれる。
　そのデータ量は非常に膨大であるた
め、効果的な処理や演算のためには
CPUやGPUなどのハードウェアと、送受
信を行う通信環境の発展が非常に重要
になってくる。画像認識や行動予測、ま
た自然言語処理の分野のAIを自社開発
する韓国のK T関係者は、次のように
「5G×AI」の可能性を説明する。
　「大容量のデータを遅延なく送れると
いう5G通信の特徴は、スマートシティや
リアルタイム監視、コネクテッドカーなど
を支えるAI技術を発展させる上で重要
になるでしょう。5G通信には、データの
損失が少ないという長所もあります。存
在するデータを正確に収集するという側
面においても、威力を発揮していくはず
です」
　なお、今回のMWCでは、NECなどAI

を自社開発する企業と、グーグルなどIT

企業のAIプラットフォームを利用する企
業が鮮明に分かれていたという印象を受
けた。スマホ端末上で稼働する、顔認証
AIを披露していた企業が散見されたのと
いう点も補足しておきたい。
　「ファーウェイでは、通信状況を最適
化するAIなどを展示しましたが、あくまで
も全体の一部に過ぎません。開発中のも

のは数多くあります」（前出の郭氏）。
　同様に、多くの企業が開発中のAIをす
べて公開していない可能性も多分にあ
る。いずれにせよ、AI発展の一翼は今後、
通信産業に関わる企業群によって担わ
れていくということは間違いなさそうだ。

　今回のMWCは、5Gなど通信技術のイ
ノベーションが、ロボティクス（個々の産
業用ロボットやIoT端末、自律型モビリティ
手段を含む）、データ、AI、そして人間同
士のつながりをより円滑なものにし、社会
の有機性を高めるハブになる可能性を存
分に示した。人間で例えるならば、ロボ
ティクス技術は「身体」に、AI技術は「知
能」にそれぞれ相当する。通信技術は、そ
の2つをつなぐ「神経」と言ったところだろ
う。社会が1つの生命体になるというと大
げさかもしれないが、MWC 2018の先に
ある、人間と機械との有機的融合が生む
「新しい価値と社会」の正体が明らかにな
る日が楽しみである。

超低遅延で動きもスムーズに

高速移動中も途切れない通信で
ドローンや車の自律移動を実現

大容量通信で膨大なデータを処理
AIを進化させる5G

人間と機械がつながり
新しい社会が生まれる

■デンソーは協働ロボット『COBOTTA』を展示。来場者のオーダーに合わせて3色ボールペンを作成するデモを
行った　■スタートアップの展示セクションでは、ポルトガルのロボティクス企業フォローインスピレーション
（Follow Inspiration）のコーヒーサービスロボットが来場者にコーヒーを振る舞っていた

■NTTドコモの書道ロボット。書道のほかに操作者とシンクロするダンスも披露した　■ドイツテレコムもロボティ
クス向けクラウドプラットフォームを開発中

■ファーウェイのワイヤレスXラボのブースに展示された『Ehang184』。同ラボは昨年「デジタルスカイ計画」を発表しており、低空域の通信カバレッジの向上によるドローン活
用の推進を目指しているという　■メルセデス・ベンツはステアリングもペダルもなく完全自動運転できるコンセプトカー『smart vision EQ fortwo』を展示

ファーウェイは『HUAWI Mate 10 Pro』のAI画像認
識を活用した自動運転のデモを披露
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自動車工場の
荷下ろしを効率化する
ヤード管理ソリューション

NB-IoTと『OceanConnect』で
迅速で柔軟な展開が可能に

顧客志向のイノベーションで
さらなる物流の進化を目指す

荷下ろしとスケジューリングの
効率を向上し人件費を50％削減

WINNERS

1

2

幅広い協業プロジェクトを推進

　「DHLサプライチェーンにとって、デジ
タル変革は単なるビジョンやプログラム
の1つではありません。当社自身とお客様
にとっての現実的な問題であり、現場で
の業務に価値をもたらすものです」
　DHLサプライチェーンCIO（最高情報責
任者）兼COO（最高執行責任者）のマルク
ス・フォス（Markus Voss）はこう述べる。
「お客様は生産性の向上を喜んでいるうえ、

自社倉庫で革新的なテクノロジーを活用
できることにもワクワクしています」
　DHLは、サプライチェーンの未来はつ
ながった倉庫の実現にかかっていると考
えている。労働者が身に付けるウェアラブ
ルや倉庫内のセンサーなどの技術ソ
リューションによって、あらゆるモノを1つ
のネットワークにつなげ、ビジネスを最適
化することを目指している。
　DHLが2016年に発表した『ロジスティ
クス・トレンド・レーダー』は、今後5年間
でIoTが物流業界における主要な推進力
になると予測した。また、2020年までに
IoTが業界に生み出す付加価値を1.9兆
米ドル（約209兆円※）と見込んでいる。こ
れを背景に、DHLはIoTを重要な注力分
野としている。

　2016年9月、DHLとファーウェイは
IoTとクラウドコンピューティングに特化
したイノベーションチームを立ち上げ、物
流業界向けICTソリューションを共同で

開発していくことで合意した。
　2017年1月には、NB-IoTベースのス
マートコールドチェーン（低温物流）監視
ソリューションとeLTEベースの無線ロジ
スティクスパークソリューションのPoC

（概念実証）を上海で完了し、同ソリュー
ションがDHLのビジネスシナリオに適し
たものであることを確認した。
　続いて2月には、IoT技術を活用した幅
広いスマート物流ソリューションの実現
に向けたMoUを締結。これにより両社は、
多数のデバイスを最小限の電力消費で
接続するとともに、倉庫管理、貨物輸送、
ラストワンマイルの配達におけるクリティ
カルデータの提供と可視化を通じて物流
の統合バリューチェーンを実現することを
目指していく。

　さらに2017年9月、両社はDHLが工場
内物流サービスを提供する大手自動車

NB-IoTとファーウェイのクラウドIoTプ
ラットフォーム『OceanConnect』を活用
し、ドックの利用状況を可視化してス
マートスケジューリングを実現するヤー
ド管理ソリューションを開発した。

　NB-IoTを選んだ主な理由は3つある。
まず、ファーウェイはすでに、NB-IoTの
技術的な仕様が物流サービスにおける
節電、カバレッジ、キャパシティ、信頼性、
遅延の要件を満たすことを実証してい
た。また、モバイル通信事業者のセル
ラーネットワークを利用したNB-IoTな
ら、ネットワーク自体の展開やメンテナン
スの手間がかからない。さらに、NB-IoT

ネットワークは2017年末までに世界で
約30件構築されており、利用実績も増
加し続けている。そのため、将来的に同
様のソリューションを多くの場所で展開
できるメリットもある。
　一方、ファーウェイのIoT接続管理プ
ラットフォーム『OceanConnect』は、デ
バイス管理、接続管理、ビッグデータ分
析、運用管理、セキュリティ、オープン
APIなどの特長を備え、迅速なデバイス
統合とアプリケーション開発を可能にす
る。『OceanConnect』を活用したことで、
ヤード管理ソリューションの開発と統合
はきわめてスピーディーに完了した。ク
ラウドベースであるため、今後別の場所
で導入する際にもネットワークサービス
を柔軟に選択でき、デバイスとアプリ
ケーションの相互運用もしやすい。

　このヤード管理ソリューションは、ドッ
クの利用状況を中核にサービスプロセス
をデジタル化し、さまざまな機能を実現
する。利用状況をリアルタイムでモニタ
リングして可視化するほか、納品可能な
時間を調整して工場の管理者に通知し、

メーカーの工場において、NB-IoTベー
スのヤード管理ソリューションのパイ
ロットテストを共同で実施した。自動車
工場での積み下ろしのスケジューリング
を手動で行う際に生じる、部品納入の遅
延などの問題を解決するためのものだ。
　製造工場やロジスティクスパークの屋
外エリアはヤードと呼ばれ、サプライヤー
の車両が荷物の積み下ろしを行う駐車・
積荷スペースが複数ある場合が多い。
ヤードは物流プロセスにおける輸送と倉
庫保管が交わるポイントであり、ここで
の積み下ろしの効率は工場の運営効率
にダイレクトに影響する。
　ファーウェイとDHLがパイロットテスト
を実施したのは、350以上の部品サプラ
イヤーが納品する工場だ。サプライヤー
の車両は1日に1,000回以上も工場内に
出入りし、86か所のドックで部品の荷下
ろしを行っている。
　これまでDHLはサプライヤーごとに
ドックを提供し、荷下ろしのスケジュー
ルを手動で管理していた。手動スケ
ジューリングでは、ドックの均等な割り
当てが難しい。混雑するドックでは、す
いているドックの5倍もの交通量が発生
し、1日に50以上の車両が出入りする。
さらに、到着した車両から順に荷下ろし
をしていると、パーク内とその近辺が渋
滞してしまう。渋滞で荷下ろしが遅延す
れば、部品の到着が遅れ、製造工程に中
断が生じる。また、手動では製造プラン
の変更に合わせたスケジュール調整も
困難だ。
　この工場では、工場、サプライヤー、
DHLが荷下ろしとスケジューリングに対
してそれぞれ異なる要求を持っていた。
工場側は定時納品を増やして荷下ろし
の効率を、サプライヤーは待ち時間を減
らして車両の稼働率を上げたい。DHL

はドックの利用状況の可視性を高め、ス
ケジューリングを自動化することで、人
件費の抑制につなげようとしていた。
　そこで、ファーウェイとD H Lは、

入場時間やドックの割り当てに関する情
報を車両のドライバー向けアプリに表
示。さらに、定時納品率と荷下ろし効率
のデータ収集と分析を行い、過去の情
報の分析に基づいて利用割り当てとスケ
ジューリングを最適化する。
　2017年9月に完了した第一段階のパ
イロットテストでは、荷下ろし効率が
25％向上、荷下ろしにかかる平均時間
が2,330秒から1,750秒まで短縮した。
DHLはスケジューリングの自動化により
現場の人件費を50％削減、スケジュー
ル作成にかかる時間を185秒から15秒
に短縮し、効率を87％向上した。車両の
入場、待機、荷下ろしにかかる時間をデ
ジタルに管理することで、定時納品率は
40％から70％に増加した。

　第一段階の成功を経て、パイロット
テストは同ソリューションを工場全体に
適用する第二段階へと進んだ。ソリュー
ションは常に最適化され、上流と下流
のシステムを統合した全プロセスのイン
テリジェントなスケジューリングを可能
にし、さらなる効率の向上とコスト削減
を実現している。このソリューションが
もたらす価値は業界全体に認識されて
おり、ある高級車メーカーは2018年前
半に新設する工場への導入を計画して
いる。
　こうしたヤード管理ソリューションの
他にも、DHLとファーウェイはIoTイノ
ベーションにおける協業を深めながら、
高額品物流コンテナのトラッキング・共
有、物流資産管理、インテリジェント倉
庫など、顧客にフォーカスした革新的な
物流ソリューションのグローバル規模で
の展開を進めている。物流業界をリード
するDHLが主導的な地位を維持し、業
界全体をさらなる進化へと導いていくた
め、両社は今後もIoTによるデジタル化
の推進において協力を続けていく。

DHLサプライチェーンが目指す
物流のデジタル変革
ファーウェイとの協業で
実現する“つながった”倉庫
ファーウェイ刊『WinWin』より

ドイツポストDHLグループ傘下で
グローバルに物流業界をリードす
るDHLサプライチェーンは、ファー
ウェイとともにIoTとクラウドを活用
した物流業界向けI C Tソリュー
ションの開発に取り組み、顧客に
フォーカスしたイノベーションの
実現を目指している。

劉煒（リュウ・ウェイ）

DHLサプライチェーン
IT部門シニアディレクター

デジタル変革は
ビジョンではなく現場の課題

※1米ドル＝110円換算

HUAWAVE 28 ／ P12.13
HUAWAVE 29 ／ P12.13



/ APR. 201814 / APR. 2018 15

PERSPECTIVES

中央集権型から分散型へ
管理モデルの変化をITで支える

ファーウェイにおける
デジタル変革
新時代のITシステムに求められる3つの変化

ファーウェイ　最高情報責任者
クオリティ・ビジネスプロセス・

IT管理部門プレジデント
陶景文（タオ・ジンウェン）

を進めてきた。こうした努力が実を結び、
安定した成長を続け、中国から世界へ、
単一事業から複数の事業領域へと事業
の拡大を実現してきた。この過程で、数々
のボトルネックや課題に直面した。
　クラウドへの移行とサービス指向の運
営は目標を達成するための手段にすぎ
ない。デジタル変革の真の目標は、社内
外のコンプライアンスを徹底し、事業の
発展を促進し、運営効率を高めることだ。
言い換えれば、売上と利益を増加させる
と同時に、能力と効率を向上するというこ
とである。この目標はあらゆる企業のデ
ジタル変革に当てはまるものだろう。
　世界中で事業を展開するファーウェイ
にとって、事業の複雑さと不確定さは増
すばかりだ。そのため、すべてのビジネ
スプロセスを中央集権型で管理してい
ては、将来の発展に向けた要件を満た
すことができない。これからの管理モデル
は、現場の最前線にいる従業員が効率的
な意思決定の権限を持ち、彼らがリード

　世界中の産業がデジタル変革を通じ
て持続可能なビジネスの成長を目指す
なか、ファーウェイが自社のデジタル変
革にどう取り組んできたかを語る機会は
少なかった。グローバルに複数の事業を
展開するファーウェイは、デジタル変革
の課題と成果を理解する格好の事例と
なる。18万人の従業員が働き、170以上
の国と地域に900以上のオフィス、15か
所のR＆D拠点、36の共同イノベーション
センターを持ち、6万以上のサプライヤー
を含む数百万のパートナーを擁する
ファーウェイは、これほど巨大で複雑な
組織をどう運営しているのだろうか？
　過去30年間、ファーウェイは常にビジ
ネス変革を実践し、プロセスとITの実装

する業務を大規模なプラットフォームで
支えるといったものでなければならない。
こうした分散型の管理モデルにおいて
は、業務プロセスやITアーキテクチャも
従来とは異なったものになる。それには、
主に次の3つの変化が求められる

　デジタル変革はビジネスの戦略目標と
連動したものでなければならない。その
ためにファーウェイは、まず自社のビジネ
スモデルをユーザー体験に基づくものに
変革する必要がある。
　これまで、ファーウェイのITチームは各
事業部からの要求に受動的で、一連の業
務プロセスを実行する機能重視のITシス
テムを提供していただけだった。その結
果、現場の従業員は自ら必要なプロセス
に対応するIT機能を探しださなければな
らず、1つのタスクを完了するのに10以上
ものITシステムを使わなければならない
ケースも多かった。どのアプリケーション

も業務上求められる機能を果たしてはい
たものの、ユーザー体験は満足のいくも
のではなかった。
　今後は、ユーザー体験とビジネスシナ
リオに基づいたサービス指向のプラット
フォームを構築し、複数のビジネスシナリ
オにおける現場の要求に迅速に対応する
ことが求められる。ユーザー志向のイノ
ベーションを強みとするファーウェイに
とって、社内ユーザーにも優れたユーザー
体験を提供することは最優先事項だ。

　多大なコストをかけてIT設備をアップ
グレードしたものの、従来型のクローズ
ドなサイロ式アーキテクチャのためにシ
ステムの相互運用や情報共有がうまくい
かずに失望した経験のあるCIOは多いだ
ろう。これでは事業部からの多様な要求
を満たすことはできない。ファーウェイも
他社と同様、最初に垂直統合型システム
を構築し、その後水平統合を行うという
アプローチを取ってきた。しかし、その結
果ITシステムはきわめて複雑になり、事
業部には使いづらいものとなってしまっ
ていた。システムとしては高速のはずだ
が、ユーザーからすればビジネス上の
ニーズに対応するのに時間がかかると思
われていた。
　ビジネスニーズへの迅速な対応を実現
するには、従来型のクローズドなITアーキ
テクチャをサービス指向のオープンなも
のに変えることが喫緊の課題となる。

　もう1つの課題は、社内の管理のため
のシステムから、ユーザーとつながった
リアルタイムのサービスシステムへと変
えることだ。現在のITシステムは社外の
ネットワークとの接続性が十分ではな
い。パートナー企業がファーウェイのプ
ロジェクトに参加し、最新情報を得る場
合、当社のシステムにどのようにアクセ
スすればよいだろうか？　ファーウェイの

サプライヤーとなることを希望する革新
的な技術を持った企業が、自社製品の
情報を当社とどのように共有すればよい
だろうか？　お客様が当社製品の最新
情報を得るにはどうしたらよいか？　こう
した問題は多くの企業に共通している。
リアルタイムにユーザーやパートナーと
つながり、オンラインでエンドツーエンド
の業務プロセスを自動処理できるサービ
スシステムが求められているのだ。

　こうした課題を克服するのは容易なこ
とではない。まず、ITアーキテクチャを多
層化し、体験とサービスを重視して深い
レベルで機能を切り分ける必要がある。
　例えば、ITシステムが自動的にユー
ザーを特定し、使用しているデバイスや
居場所、アクセス方法、シナリオにかかわ
らず、常にユーザーごとに適切なポータ
ルを表示する。これにより、ユーザーが情
報を探すのではなく、システム側からそれ
ぞれのユーザーに、最適な業務プロセス、
必要とされる情報、役立つサポートを適
切なタイミングで提供できるようにする。
　ファーウェイはこうした機能の実現を
2019年までに全事業領域で完了するこ
とを目指している。現在はまだこの3か年
計画の半ばだが、進捗は順調だ。

　現在進行中のこの変革プランの以前
から、ファーウェイはR＆D、デリバリー、
製造、物流などの業務で多くのITアップ
グレードを実行し、成果を上げてきた。
・R＆Dのクラウド移行でグローバルな協
業を実現
　R＆Dはファーウェイ内で最大の部門で
あり、18万人の従業員のうち45％が従事
している。IT部門は、製品開発に用いら
れるプロセス、ツール、データ、コンパイ
ルの環境を分離し、テスト向けクラウド、

コンパイル向けクラウド、開発者コミュニ
ティなどのサービスをR＆Dの全プロセス
にわたって提供。ソフトウェアやハード
ウェアの開発から生産までの時間を大
幅に短縮している。
　例えば、スマートフォンの新製品開発
時には以前はテスト設備の申請からIT環
境の構築までさまざまなタスクに数か月
かかっていたが、新たなテストクラウド
サービスを使えばテスト環境の準備がわ
ずか数日で済む。スマートフォン向けOS

のコンパイルでも、これまではモデルごと
に異なるプロセスがあり、多数のモデル
の処理には何時間もかかっていたが、共
通のコンパイルプラットフォームでは全
プロセスが数分で完了する。
・ワンストップのプラットフォームでサー
ビスデリバリーの効率を向上
　デリバリーサービスには数多くの業務
が含まれ、担当者は20以上のITシステム
を使用しなければならなかった。現在は、
リソース管理、外注管理、サイト承認、検
収、テクニカルサポート、人員管理など、
必要な業務をすべて1つのポータルに集
約したサービスデリバリープラットフォー
ムにより、デリバリーの効率が大幅に向
上している。さらに、中国・西安に設置さ
れたデリバリーコマンドセンターでは、管
理者が世界各地のプロジェクトの進捗や
各サイトの現況を大画面で確認できる。
オンラインでリアルタイムに可視化された
管理を実現し、現場での効率的なサービ
スの提供ができるようになった。
・リアルタイムな意思決定を可能にする
グローバル製造業務コマンドセンター
　ファーウェイのグローバル製造業務コ
マンドセンターでは、世界各地のサプラ
イヤーの状況や製造要件をサービス指
向で統合し、ビジネスシナリオに沿ったリ
アルタイムな意思決定システムを構築し
て、品質予測を行っている。例えば、製
品のテスト段階で品質問題が見つかる
と、製造工程にタイムリーに警告が発せ
られる。ビッグデータ分析により、材料

ロットの管理も効率的に行われている。
・可視化された物流プラットフォームで
グローバル物流管理の効率を向上
　世界各地に貨物を輸送するファーウェ
イの巨大な物流ネットワークでは、物流
管理の効率化が重要な課題となってい
る。そこで世界中に点在する100以上の
倉庫をリアルタイムで監視し、出入庫を
目に見える形で管理できる可視化された
物流プラットフォームを構築。物流管理
の大幅な改善を実現し、CIAG（帳簿在庫
と実在庫の一致）率を大きく向上させた。
・より“つながった”オフィスコラボレー
ションで日常業務を簡素化
　デバイス、情報、ビジネス、チーム間
のスムーズな連携を図るため、ファー
ウェイのITチームは昨年、社内向け業務
アプリ『WeLink』を構築した。現在17万
人の従業員がこのアプリを使って会議の
開催やサービスアプリの利用、共有ファ
イルの閲覧を行い、チームメンバーとの
居場所にとらわれない効率的なコラボ
レーションを実現している。

　クラウド移行に際し、プライベート、パ
ブリック、ハイブリッドのうちどのクラウド
を使うべきか悩む企業は多い。しかし、ど
の企業も結局は複数のクラウドを使わざ
るをえないだろう。コアな情報資産を守
るためには、コア業務の特性に合ったク
ラウドに移行させなければならない。ま
た、自社のクラウドがいくら優れたもので
あっても、他社のパブリッククラウドには
また違った利点がある。
　変化の大きいビジネスの要求に即座に
応え、多岐にわたる業務に対応し、世界
中でスピーディーなビジネス展開を行う
ためにも、複数のパブリッククラウドサー
ビスの活用は、規模を問わずあらゆる企
業にとって有用といえる。機能、信頼性、
セキュリティの要件さえ満たせば、自社
製、他社製を問わず、どんなITリソースも

使えるようにしておいたほうが、柔軟性と
コスト効率を上げられるのだ。
　ファーウェイは、グローバルな業務用
ネットワーク構築において、Office 365

やビデオ会議サービス、微信（WeChat）
など多数のパブリッククラウドサービスを
活用している。自社でもIaaSやPaaSを
提供しているが、それでも他社の同様の
サービスを使ったほうが迅速なサービス
提供が可能となる分野もある。
　マルチクラウド環境を構築するにあ
たっては、以下の3点が重要になる。
・グローバルで一元化されたITリソース
管理：これにより、クラウド間でのリソー
スの移動が可能になる。例えば、世界各
地にある複数の研究センター間で、仮想
マシンやサービスがどこから提供されて
いるかを気にすることなく共同で製品開
発ができるようになる。ファーウェイでは、
現状、試験的なITリソース調整機能に
よって物理マシンとクラウドプラット
フォームの管理を行っている。
・一元化されたクラウド統合プラット
フォーム：アプリケーション層やデータ層
で複数のパブリッククラウドサービスにア
クセスすれば、サービス利用時のITシス
テムへの接続は1回で済む。
・マルチクラウド環境でのコアな情報資
産の保護：パブリッククラウドの使用に
は、複数のクラウドをまたぐセキュリティシ
ステムの構築が必要になる。企業の情報
資産保護はきわめて重要であり、マルチ

クラウド環境では処理速度を多少犠牲に
してでもセキュリティ管理を徹底しなけれ
ばならない。

　最後に、デジタル変革を実践するにあ
たって注意すべき点をいくつか挙げてお
きたい。まず、企業のデジタル変革は事
業部主導で行わなくてはならない。事業
開発にどのようなサポートが必要か、ビ
ジネス上の課題をどう解決すべきかを最
も理解しているのは、事業部のマネー
ジャーだからだ。IT部門は重要なイネー
ブラーとして事業部と緊密に連携し、強
力なITプラットフォームの構築によって変
革をスピーディーに実行する存在となる。
　また、ユーザー体験はデジタル変革の
目標であると同時に、変革の成否を測る
指標の1つでもある。デジタル変革のさま
ざまな側面を考慮し、体験の基準を精緻
化しておく必要がある。
　最後に、デジタル変革は社内の従業員
のためだけではなく、お客様、エンドユー
ザー、パートナー、サプライヤーを含め
た、より“つながった”マルチエコシステム
プラットフォームの構築を目指さなくては
ならない。
　ファーウェイは自社の経験をお客様や
パートナーと共有し、自らの学びを活か
しながら、今後もさらに多くの企業のデ
ジタル変革の実現に尽力していく。

●機能の重視から
　 ユーザー体験の重視へ
1

●クローズドなシステムから
　 オープンなアーキテクチャへ
2

●社内管理のためのシステムから
　 エンドツーエンドのサービスシステムへ
3

ファーウェイ刊『ICT Insights』より
2019年までに
全事業領域で変革を目指す

多岐にわたる業務で
変革を実現
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振り子時計から水道メーターへ
創業120年の最大手メーカーが
取り組むスマートメーター

水道メーター最大手・愛知時計電機が目指す

NB-IoTスマートメーターとその先

NB - IoTが実現するすべてがつながった世界

ゼンマイの技術を応用して水道メーター
の製造を開始したのが1927（昭和2）年
と、メーター事業でも長い歴史を持つ。
30年前までは時計の製造も続けていた
が、いまでは水道、ガスメーターのほか、
流量センサーや水位計など、流体用の計
測機器を幅広く手がけ、水道メーターで
は市場シェアトップとなっている。その愛
知時計が主力ビジネスの次のステップと
して目を付けたのが、水道メーターの自
動検針化だ。
　現在、日本国内には約5,000万軒の家
屋があり、商業施設も加えると1億台にの
ぼる水道メーターが稼働している。こうし
た水道メーターは通常2か月に1度検針が
行われる。電子式の自動検針システムも
存在するが、一般家庭などの多くで利用
されているのは旧来からのアナログ式の

メーターで、検針員が巡回してメーター
を読み取っている。
　しかし、人力では読み取りミスを100%

なくすことは難しい。また、水道メーター
は地中に埋まったボックス内や家の裏手
の奥まったところなど検針しにくい場所に
設置されている場合が多い。店舗のシャッ
ターが下りていたり、メーターボックスの
上に車が止まっていたりして検針できな
いこともよくある。そこで注目を浴びてい
るのが、水道メーターの自動検針化だ。

　これまでにも有線や429MHz帯などの
特定小電力無線、PHSなどを使った自動
検針が可能なメーターはあった。しかし、
有線は設置できる条件が限られるうえコ
ストがかかり、無線接続の場合はデバイ
スの電源が大きな懸念となる。一方、
LPWAなら無線接続で高頻度の通信を
行っても、内蔵電池で10年近く利用でき
る。実際、水道メーターは8年間で交換
することが義務づけられているので、メー
ターと同時にモジュールを交換すればよ
いのだ。
　愛知時計は今回の実証実験でNB-IoT

方式を採用した。その理由として、河上
氏は「コスト面では他のLPWA方式と比
べて大きな違いはない」と前置きしつつ、
「NB-IoTならすでに日本全土をカバーし
ているセルラーネットワークを利用できる
メリットが大きい」と説明する。既存の
LTEネットワークのカバレッジがそのまま
NB-IoTのエリアとなるため、電波環境を
あらためて調査・テストする必要がない。
また、水道メーターは全国に展開してい
るので、通信方式も全国どこでも使える
ものであることが重要になる。
　他のLPWA方式より出力が高いことも
NB-IoTの利点だ。水道メーターは地中に
設置されており、雨水や漏水で水没して

いることも多い。こうした設置条件を考え
ると、水道メーターの自動検針化には
LTEよりもさらにカバレッジが深いNB-IoT

の利用が最適なのだ。
　今回の実証実験では、愛知県内9か所
に自動検針対応の水道メーターを設置。
いずれも地中に埋まったボックス内に設
置され、データの受信強度や通信成功
率、通信時間などの検証を行っている。
　水道メーターは一般的な機械式のも
のを利用。これに同社が開発した光ピッ
クアップ方式のアタッチメント（写真の青
い部品）を装着することで、メーターを自
動で検針する。これはメーターの指針に
LEDライトで光を照射し、その反射から
メーターの回転数を読み取るというもの。
アナログのメーターデータを光を使って

デジタル化するというアイデアだ。これな
ら既存のメーターを取り替えることなくそ
のままスマートメーター化できる。アタッ
チメントにはNB-IoTモジュールとSIM

カードが搭載され、取得したデータは共
同で実験を行うソフトバンクのIoTプラッ
トフォームへと送信される。
　実証実験では1時間に1回のデータ取
得を行った。通常は2か月に1回であり、
「これほど短いインターバルで水道利用
量のデータを取得することはこれまでで
きなかった」（瀬尾氏）という。

　水道料金の計測だけであれば従来通り
2か月に1度の検針でも十分だろう。しかし

NB-IoTを活用しデータ取得頻度を高め
れば、そのデータが新しい価値を生み出
すものになる。
　愛知時計はソフトバンクとともに、「ス
マートメーターで取得するデータと日常
の活動との関連性を分析し、見守りサー
ビスやヘルスケアなど、新しいサービス
の創出に向けて検討を進める」（プレスリ
リースより）という。例えば、お年寄りの
家庭でいつも水道が使われる時刻にまっ
たく使われなければ、異常事態が起きた
のではと推測できる。一般家庭であれば
日々の水道の利用サイクルはほぼ一定だ
ろうから、水道利用量というビッグデータ
の解析から新しいビジネスチャンスを生
むこともできるわけだ。
　これだけ高頻度なデータを集めること
ができるようになったことは、同社として
は「まったく未知の領域」（河上氏）だっ
たという。現在同社では、今後どのよう
なデータが取得できそうか、それをどう
活かすことができるか、水道事業者とと
もに可能性を探っているところだ。メー
ターから収集したデータ専用のクラウド
を構築し、事業者がデータを毎日取得
できる仕組みを作ることも計画している。
いずれは、時間ごとの利用量の分析に基
づいて時間帯別に水道料金を変えると
いったこともできるかもしれない。実証実
験で得られたデータは、水道メーターそ
のものの販売から、データ解析・データ
販売という新しいビジネスを導くものに
もなるのだ。

　とはいえ、水道事業は公共事業であ
り、市町村へ自動検針水道メーターの導
入を促すためにはコストメリットをアピー
ルする必要がある。愛知時計の方式では
水道メーターは既存のものをそのまま利
用できるものの、モジュールのコストは

別途かかる。自動検針化のメリットと、ス
マートメーターから得られるデータの価
値が、コストを上回るものだと認識しても
らえなければならない。
　メーターボックスの蓋を開け、地面に
しゃがみこんで検針する作業はなかなか
の重労働で、検針員の確保は年々難しく
なっているという。また、家屋が点在する
過疎地では1軒ずつ検針に回るのは非効
率だ。人材確保や人件費の点で自動検
針化がもたらすメリットは大きい。
　また、上述のような水道利用のデータ
活用に加え、ガスや電力など他のユー
ティリティのデータとも連携すれば、その
価値はさらに高まる。利用量だけでなく、
塩素濃度や水道管の劣化状況などの
データも収集できるようになれば、検針
以外の水道管理も大幅に効率化できる。
　PHSなどを使った既存の自動検針
メーターと比べれば、NB-IoTはモジュー
ルも通信費用も安価だ。データ活用が生
み出す新たなバリューと、自動検針化で
削減できるコストを考えれば、導入費用
は十分回収できるものになるだろう。愛
知時計の実証実験でどこまでNB-IoT導
入のメリットが明らかになるか、その結果
に大きな注目が集まっている。

　愛知時計では日本のみならず、海外へ
の事業展開も行っている。中東やヨー
ロッパ、アメリカでは水道メーター、中国
ではガスメーターが中心。まだ売り上げ
の10％以下と規模は小さいものの、今後
NB-IoTの普及に合わせ海外事業の拡
大も視野に入れているという。
　ユーティリティは自然資源に基づく社
会インフラであるため、国ごとに状況が大
きく異なる。中東のように水資源が乏しい
国では漏水対策が厳格に求められるの
で、より精度の高い電磁流量計の需要が

高い。また、日本のように月単位で検針
せず、毎月の自己申告分を年1回の検針
で調整するという国も多い。有線回線や
GSM（2G）／GPRS（2.5G）のセルラーモ
ジュールを搭載した自動検針システムも
利用されているが、普及段階はさまざま
だ。河上氏によれば「フランスやドイツで
は早くからLPWAの検討が始められてい
た。中国ではつい数年前まではまだ
GSM／GPRSだったが、いまでは3Gを
飛び越えて急速にNB-IoTに置き換わっ
ている」という。
　オーストラリアのサウスイーストウォー
ターや中国の深圳水務グループなど、す
でにNB-IoTによるスマートメーターの実
用事例も出てきた。NB-IoTネットワーク
は現在20か国以上で商用サービスがス
タートしており、今後も各国で商用化が
進んでいく。こうした世界市場をターゲッ
トにできるのも、3GPP標準規格の強みだ。

　ユーティリティメーターのスマート化
は、街や都市のスマート化を後押しする。
セルラーネットワークを利用するNB-IoT

は災害にも強く、災害発生時に水道やガ
ス経路の緊急処置を迅速に行える。消
費者側も自分のユーティリティ利用量を
日ごろから把握できれば、エネルギー利
用への意識が高まるだろう。IoTはこうし
て身近なところから少しずつ社会を変え
ていくのだ。

IoTを実現する通信規格の1つとして注目されているNB-IoT。規格の標準化が
完了し、2018年には多くの分野で商用化が進むことが期待されています。携帯
電話研究家としてフィーチャーフォンからスマートフォン、2Gから4Gへとモバイ
ル通信を追いかけてきた山根康宏氏が、5Gの到来とともにNB-IoTがもたらす
“つながった”未来を、世界各国の導入事例を紹介しながら探っていくこのコー
ナー。今回は日本で水道メーターのスマート化に向けた実証実験に取り組む愛
知時計電機株式会社の事例を取り上げます。

祖業はボンボン時計の製造。ゼンマイの技術
を活かして水道メーターを開発し、流体用計
測機器メーカーとして発展してきた

山根康宏 やまね やすひろ

香港を拠点とし、世界各地で携帯端末
の収集とモバイル事情を研究する携帯電
話研究家・ライター。1,500台超の海外
携帯端末コレクションを所有する携帯博
士として知られるが、最近では通信技術
やIoTなど広くICT全般へと関心を広げ、
多岐にわたるトピックをカバーしている。
『アスキー』『ITmedia』『CNET Japan』
『ケータイWatch』などに連載多数。

開催されたMWC2018でも、各国の通信
事業者の展示ブースにはNB-IoTをはじ
めとするLPWA（Low Power Wide Area）
技術を使ったソリューションのテスト事例
が数多く展示されていた。駐車場の有効
利用や路上のごみ箱の回収作業の効率
化など、LPWAはセンサーデータを活用し
た新たなビジネスを生みだしつつある。
　日本でもNB-IoTの商用化に向けた取
り組みが始まっている。今回紹介するの
は、水道メーター大手の愛知時計電機
株式会社（以下、愛知時計）。同社は
2 0 1 8年1月から3月までの3か月間、
NB-IoTによる水道メーターの自動検針
の実証実験を行った。同社経営企画室 

LPWAプロジェクトチーム室長の河上智
洋氏、R&D本部 技術開発部 経営企画
室 LPWAプロジェクトチーム主査の瀬尾
博氏に話をうかがいながら、水道メーター
のスマート化の意義やNB-IoTのメリット
を探ってみよう。
　愛知時計は1898（明治31）年に壁掛け
式振り子時計のメーカーとして創業した
老舗企業である。時計の動作に使われる

　 5 Gの商用化を前に、世界各地で
NB-IoTを利用したモノのインターネット
化が進もうとしている。2月にバルセロナで
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を進めてきた。こうした努力が実を結び、
安定した成長を続け、中国から世界へ、
単一事業から複数の事業領域へと事業
の拡大を実現してきた。この過程で、数々
のボトルネックや課題に直面した。
　クラウドへの移行とサービス指向の運
営は目標を達成するための手段にすぎ
ない。デジタル変革の真の目標は、社内
外のコンプライアンスを徹底し、事業の
発展を促進し、運営効率を高めることだ。
言い換えれば、売上と利益を増加させる
と同時に、能力と効率を向上するというこ
とである。この目標はあらゆる企業のデ
ジタル変革に当てはまるものだろう。
　世界中で事業を展開するファーウェイ
にとって、事業の複雑さと不確定さは増
すばかりだ。そのため、すべてのビジネ
スプロセスを中央集権型で管理してい
ては、将来の発展に向けた要件を満た
すことができない。これからの管理モデル
は、現場の最前線にいる従業員が効率的
な意思決定の権限を持ち、彼らがリード

　世界中の産業がデジタル変革を通じ
て持続可能なビジネスの成長を目指す
なか、ファーウェイが自社のデジタル変
革にどう取り組んできたかを語る機会は
少なかった。グローバルに複数の事業を
展開するファーウェイは、デジタル変革
の課題と成果を理解する格好の事例と
なる。18万人の従業員が働き、170以上
の国と地域に900以上のオフィス、15か
所のR＆D拠点、36の共同イノベーション
センターを持ち、6万以上のサプライヤー
を含む数百万のパートナーを擁する
ファーウェイは、これほど巨大で複雑な
組織をどう運営しているのだろうか？
　過去30年間、ファーウェイは常にビジ
ネス変革を実践し、プロセスとITの実装

する業務を大規模なプラットフォームで
支えるといったものでなければならない。
こうした分散型の管理モデルにおいて
は、業務プロセスやITアーキテクチャも
従来とは異なったものになる。それには、
主に次の3つの変化が求められる

　デジタル変革はビジネスの戦略目標と
連動したものでなければならない。その
ためにファーウェイは、まず自社のビジネ
スモデルをユーザー体験に基づくものに
変革する必要がある。
　これまで、ファーウェイのITチームは各
事業部からの要求に受動的で、一連の業
務プロセスを実行する機能重視のITシス
テムを提供していただけだった。その結
果、現場の従業員は自ら必要なプロセス
に対応するIT機能を探しださなければな
らず、1つのタスクを完了するのに10以上
ものITシステムを使わなければならない
ケースも多かった。どのアプリケーション

も業務上求められる機能を果たしてはい
たものの、ユーザー体験は満足のいくも
のではなかった。
　今後は、ユーザー体験とビジネスシナ
リオに基づいたサービス指向のプラット
フォームを構築し、複数のビジネスシナリ
オにおける現場の要求に迅速に対応する
ことが求められる。ユーザー志向のイノ
ベーションを強みとするファーウェイに
とって、社内ユーザーにも優れたユーザー
体験を提供することは最優先事項だ。

　多大なコストをかけてIT設備をアップ
グレードしたものの、従来型のクローズ
ドなサイロ式アーキテクチャのためにシ
ステムの相互運用や情報共有がうまくい
かずに失望した経験のあるCIOは多いだ
ろう。これでは事業部からの多様な要求
を満たすことはできない。ファーウェイも
他社と同様、最初に垂直統合型システム
を構築し、その後水平統合を行うという
アプローチを取ってきた。しかし、その結
果ITシステムはきわめて複雑になり、事
業部には使いづらいものとなってしまっ
ていた。システムとしては高速のはずだ
が、ユーザーからすればビジネス上の
ニーズに対応するのに時間がかかると思
われていた。
　ビジネスニーズへの迅速な対応を実現
するには、従来型のクローズドなITアーキ
テクチャをサービス指向のオープンなも
のに変えることが喫緊の課題となる。

　もう1つの課題は、社内の管理のため
のシステムから、ユーザーとつながった
リアルタイムのサービスシステムへと変
えることだ。現在のITシステムは社外の
ネットワークとの接続性が十分ではな
い。パートナー企業がファーウェイのプ
ロジェクトに参加し、最新情報を得る場
合、当社のシステムにどのようにアクセ
スすればよいだろうか？　ファーウェイの

サプライヤーとなることを希望する革新
的な技術を持った企業が、自社製品の
情報を当社とどのように共有すればよい
だろうか？　お客様が当社製品の最新
情報を得るにはどうしたらよいか？　こう
した問題は多くの企業に共通している。
リアルタイムにユーザーやパートナーと
つながり、オンラインでエンドツーエンド
の業務プロセスを自動処理できるサービ
スシステムが求められているのだ。

　こうした課題を克服するのは容易なこ
とではない。まず、ITアーキテクチャを多
層化し、体験とサービスを重視して深い
レベルで機能を切り分ける必要がある。
　例えば、ITシステムが自動的にユー
ザーを特定し、使用しているデバイスや
居場所、アクセス方法、シナリオにかかわ
らず、常にユーザーごとに適切なポータ
ルを表示する。これにより、ユーザーが情
報を探すのではなく、システム側からそれ
ぞれのユーザーに、最適な業務プロセス、
必要とされる情報、役立つサポートを適
切なタイミングで提供できるようにする。
　ファーウェイはこうした機能の実現を
2019年までに全事業領域で完了するこ
とを目指している。現在はまだこの3か年
計画の半ばだが、進捗は順調だ。

　現在進行中のこの変革プランの以前
から、ファーウェイはR＆D、デリバリー、
製造、物流などの業務で多くのITアップ
グレードを実行し、成果を上げてきた。
・R＆Dのクラウド移行でグローバルな協
業を実現
　R＆Dはファーウェイ内で最大の部門で
あり、18万人の従業員のうち45％が従事
している。IT部門は、製品開発に用いら
れるプロセス、ツール、データ、コンパイ
ルの環境を分離し、テスト向けクラウド、

コンパイル向けクラウド、開発者コミュニ
ティなどのサービスをR＆Dの全プロセス
にわたって提供。ソフトウェアやハード
ウェアの開発から生産までの時間を大
幅に短縮している。
　例えば、スマートフォンの新製品開発
時には以前はテスト設備の申請からIT環
境の構築までさまざまなタスクに数か月
かかっていたが、新たなテストクラウド
サービスを使えばテスト環境の準備がわ
ずか数日で済む。スマートフォン向けOS

のコンパイルでも、これまではモデルごと
に異なるプロセスがあり、多数のモデル
の処理には何時間もかかっていたが、共
通のコンパイルプラットフォームでは全
プロセスが数分で完了する。
・ワンストップのプラットフォームでサー
ビスデリバリーの効率を向上
　デリバリーサービスには数多くの業務
が含まれ、担当者は20以上のITシステム
を使用しなければならなかった。現在は、
リソース管理、外注管理、サイト承認、検
収、テクニカルサポート、人員管理など、
必要な業務をすべて1つのポータルに集
約したサービスデリバリープラットフォー
ムにより、デリバリーの効率が大幅に向
上している。さらに、中国・西安に設置さ
れたデリバリーコマンドセンターでは、管
理者が世界各地のプロジェクトの進捗や
各サイトの現況を大画面で確認できる。
オンラインでリアルタイムに可視化された
管理を実現し、現場での効率的なサービ
スの提供ができるようになった。
・リアルタイムな意思決定を可能にする
グローバル製造業務コマンドセンター
　ファーウェイのグローバル製造業務コ
マンドセンターでは、世界各地のサプラ
イヤーの状況や製造要件をサービス指
向で統合し、ビジネスシナリオに沿ったリ
アルタイムな意思決定システムを構築し
て、品質予測を行っている。例えば、製
品のテスト段階で品質問題が見つかる
と、製造工程にタイムリーに警告が発せ
られる。ビッグデータ分析により、材料

ロットの管理も効率的に行われている。
・可視化された物流プラットフォームで
グローバル物流管理の効率を向上
　世界各地に貨物を輸送するファーウェ
イの巨大な物流ネットワークでは、物流
管理の効率化が重要な課題となってい
る。そこで世界中に点在する100以上の
倉庫をリアルタイムで監視し、出入庫を
目に見える形で管理できる可視化された
物流プラットフォームを構築。物流管理
の大幅な改善を実現し、CIAG（帳簿在庫
と実在庫の一致）率を大きく向上させた。
・より“つながった”オフィスコラボレー
ションで日常業務を簡素化
　デバイス、情報、ビジネス、チーム間
のスムーズな連携を図るため、ファー
ウェイのITチームは昨年、社内向け業務
アプリ『WeLink』を構築した。現在17万
人の従業員がこのアプリを使って会議の
開催やサービスアプリの利用、共有ファ
イルの閲覧を行い、チームメンバーとの
居場所にとらわれない効率的なコラボ
レーションを実現している。

　クラウド移行に際し、プライベート、パ
ブリック、ハイブリッドのうちどのクラウド
を使うべきか悩む企業は多い。しかし、ど
の企業も結局は複数のクラウドを使わざ
るをえないだろう。コアな情報資産を守
るためには、コア業務の特性に合ったク
ラウドに移行させなければならない。ま
た、自社のクラウドがいくら優れたもので
あっても、他社のパブリッククラウドには
また違った利点がある。
　変化の大きいビジネスの要求に即座に
応え、多岐にわたる業務に対応し、世界
中でスピーディーなビジネス展開を行う
ためにも、複数のパブリッククラウドサー
ビスの活用は、規模を問わずあらゆる企
業にとって有用といえる。機能、信頼性、
セキュリティの要件さえ満たせば、自社
製、他社製を問わず、どんなITリソースも

使えるようにしておいたほうが、柔軟性と
コスト効率を上げられるのだ。
　ファーウェイは、グローバルな業務用
ネットワーク構築において、Office 365

やビデオ会議サービス、微信（WeChat）
など多数のパブリッククラウドサービスを
活用している。自社でもIaaSやPaaSを
提供しているが、それでも他社の同様の
サービスを使ったほうが迅速なサービス
提供が可能となる分野もある。
　マルチクラウド環境を構築するにあ
たっては、以下の3点が重要になる。
・グローバルで一元化されたITリソース
管理：これにより、クラウド間でのリソー
スの移動が可能になる。例えば、世界各
地にある複数の研究センター間で、仮想
マシンやサービスがどこから提供されて
いるかを気にすることなく共同で製品開
発ができるようになる。ファーウェイでは、
現状、試験的なITリソース調整機能に
よって物理マシンとクラウドプラット
フォームの管理を行っている。
・一元化されたクラウド統合プラット
フォーム：アプリケーション層やデータ層
で複数のパブリッククラウドサービスにア
クセスすれば、サービス利用時のITシス
テムへの接続は1回で済む。
・マルチクラウド環境でのコアな情報資
産の保護：パブリッククラウドの使用に
は、複数のクラウドをまたぐセキュリティシ
ステムの構築が必要になる。企業の情報
資産保護はきわめて重要であり、マルチ

クラウド環境では処理速度を多少犠牲に
してでもセキュリティ管理を徹底しなけれ
ばならない。

　最後に、デジタル変革を実践するにあ
たって注意すべき点をいくつか挙げてお
きたい。まず、企業のデジタル変革は事
業部主導で行わなくてはならない。事業
開発にどのようなサポートが必要か、ビ
ジネス上の課題をどう解決すべきかを最
も理解しているのは、事業部のマネー
ジャーだからだ。IT部門は重要なイネー
ブラーとして事業部と緊密に連携し、強
力なITプラットフォームの構築によって変
革をスピーディーに実行する存在となる。
　また、ユーザー体験はデジタル変革の
目標であると同時に、変革の成否を測る
指標の1つでもある。デジタル変革のさま
ざまな側面を考慮し、体験の基準を精緻
化しておく必要がある。
　最後に、デジタル変革は社内の従業員
のためだけではなく、お客様、エンドユー
ザー、パートナー、サプライヤーを含め
た、より“つながった”マルチエコシステム
プラットフォームの構築を目指さなくては
ならない。
　ファーウェイは自社の経験をお客様や
パートナーと共有し、自らの学びを活か
しながら、今後もさらに多くの企業のデ
ジタル変革の実現に尽力していく。

マルチクラウドのITインフラでリソースの柔軟な配分を実現

グローバルなデータセンターとITインフラ

グローバルに一元化されたITリソース管理・配分プラットフォーム（HiCloud）
ウェブコンソール、オープンAPI

柔軟なリソース配分 安定したリソースの確保とコアな情報資産の保護

プライベートクラウド
仮想／クラウドリソースプール

（FusionSphere、OpenStackなど）

SDC
（Software-Defined

Computing）

SDS
（Software-Defined

Storage）

SDN
（Software-Defined

Network）

物理マシン
（オンプレミス）

パブリッククラウド

マルチクラウド環境は必須
他社サービスも積極的に併用

自社の経験を活かし
企業のデジタル変革を推進
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全国規模のカバレッジと
地中まで届く高出力が利点

これまでにない頻度のデータ収集が
新たなビジネスチャンスを生む

人件費削減とデータ活用で
導入コストを上回るメリット

ゼンマイの技術を応用して水道メーター
の製造を開始したのが1927（昭和2）年
と、メーター事業でも長い歴史を持つ。
30年前までは時計の製造も続けていた
が、いまでは水道、ガスメーターのほか、
流量センサーや水位計など、流体用の計
測機器を幅広く手がけ、水道メーターで
は市場シェアトップとなっている。その愛
知時計が主力ビジネスの次のステップと
して目を付けたのが、水道メーターの自
動検針化だ。
　現在、日本国内には約5,000万軒の家
屋があり、商業施設も加えると1億台にの
ぼる水道メーターが稼働している。こうし
た水道メーターは通常2か月に1度検針が
行われる。電子式の自動検針システムも
存在するが、一般家庭などの多くで利用
されているのは旧来からのアナログ式の

メーターで、検針員が巡回してメーター
を読み取っている。
　しかし、人力では読み取りミスを100%

なくすことは難しい。また、水道メーター
は地中に埋まったボックス内や家の裏手
の奥まったところなど検針しにくい場所に
設置されている場合が多い。店舗のシャッ
ターが下りていたり、メーターボックスの
上に車が止まっていたりして検針できな
いこともよくある。そこで注目を浴びてい
るのが、水道メーターの自動検針化だ。

　これまでにも有線や429MHz帯などの
特定小電力無線、PHSなどを使った自動
検針が可能なメーターはあった。しかし、
有線は設置できる条件が限られるうえコ
ストがかかり、無線接続の場合はデバイ
スの電源が大きな懸念となる。一方、
LPWAなら無線接続で高頻度の通信を
行っても、内蔵電池で10年近く利用でき
る。実際、水道メーターは8年間で交換
することが義務づけられているので、メー
ターと同時にモジュールを交換すればよ
いのだ。
　愛知時計は今回の実証実験でNB-IoT

方式を採用した。その理由として、河上
氏は「コスト面では他のLPWA方式と比
べて大きな違いはない」と前置きしつつ、
「NB-IoTならすでに日本全土をカバーし
ているセルラーネットワークを利用できる
メリットが大きい」と説明する。既存の
LTEネットワークのカバレッジがそのまま
NB-IoTのエリアとなるため、電波環境を
あらためて調査・テストする必要がない。
また、水道メーターは全国に展開してい
るので、通信方式も全国どこでも使える
ものであることが重要になる。
　他のLPWA方式より出力が高いことも
NB-IoTの利点だ。水道メーターは地中に
設置されており、雨水や漏水で水没して

いることも多い。こうした設置条件を考え
ると、水道メーターの自動検針化には
LTEよりもさらにカバレッジが深いNB-IoT

の利用が最適なのだ。
　今回の実証実験では、愛知県内9か所
に自動検針対応の水道メーターを設置。
いずれも地中に埋まったボックス内に設
置され、データの受信強度や通信成功
率、通信時間などの検証を行っている。
　水道メーターは一般的な機械式のも
のを利用。これに同社が開発した光ピッ
クアップ方式のアタッチメント（写真の青
い部品）を装着することで、メーターを自
動で検針する。これはメーターの指針に
LEDライトで光を照射し、その反射から
メーターの回転数を読み取るというもの。
アナログのメーターデータを光を使って

デジタル化するというアイデアだ。これな
ら既存のメーターを取り替えることなくそ
のままスマートメーター化できる。アタッ
チメントにはNB-IoTモジュールとSIM

カードが搭載され、取得したデータは共
同で実験を行うソフトバンクのIoTプラッ
トフォームへと送信される。
　実証実験では1時間に1回のデータ取
得を行った。通常は2か月に1回であり、
「これほど短いインターバルで水道利用
量のデータを取得することはこれまでで
きなかった」（瀬尾氏）という。

　水道料金の計測だけであれば従来通り
2か月に1度の検針でも十分だろう。しかし

NB-IoTを活用しデータ取得頻度を高め
れば、そのデータが新しい価値を生み出
すものになる。
　愛知時計はソフトバンクとともに、「ス
マートメーターで取得するデータと日常
の活動との関連性を分析し、見守りサー
ビスやヘルスケアなど、新しいサービス
の創出に向けて検討を進める」（プレスリ
リースより）という。例えば、お年寄りの
家庭でいつも水道が使われる時刻にまっ
たく使われなければ、異常事態が起きた
のではと推測できる。一般家庭であれば
日々の水道の利用サイクルはほぼ一定だ
ろうから、水道利用量というビッグデータ
の解析から新しいビジネスチャンスを生
むこともできるわけだ。
　これだけ高頻度なデータを集めること
ができるようになったことは、同社として
は「まったく未知の領域」（河上氏）だっ
たという。現在同社では、今後どのよう
なデータが取得できそうか、それをどう
活かすことができるか、水道事業者とと
もに可能性を探っているところだ。メー
ターから収集したデータ専用のクラウド
を構築し、事業者がデータを毎日取得
できる仕組みを作ることも計画している。
いずれは、時間ごとの利用量の分析に基
づいて時間帯別に水道料金を変えると
いったこともできるかもしれない。実証実
験で得られたデータは、水道メーターそ
のものの販売から、データ解析・データ
販売という新しいビジネスを導くものに
もなるのだ。

　とはいえ、水道事業は公共事業であ
り、市町村へ自動検針水道メーターの導
入を促すためにはコストメリットをアピー
ルする必要がある。愛知時計の方式では
水道メーターは既存のものをそのまま利
用できるものの、モジュールのコストは

別途かかる。自動検針化のメリットと、ス
マートメーターから得られるデータの価
値が、コストを上回るものだと認識しても
らえなければならない。
　メーターボックスの蓋を開け、地面に
しゃがみこんで検針する作業はなかなか
の重労働で、検針員の確保は年々難しく
なっているという。また、家屋が点在する
過疎地では1軒ずつ検針に回るのは非効
率だ。人材確保や人件費の点で自動検
針化がもたらすメリットは大きい。
　また、上述のような水道利用のデータ
活用に加え、ガスや電力など他のユー
ティリティのデータとも連携すれば、その
価値はさらに高まる。利用量だけでなく、
塩素濃度や水道管の劣化状況などの
データも収集できるようになれば、検針
以外の水道管理も大幅に効率化できる。
　PHSなどを使った既存の自動検針
メーターと比べれば、NB-IoTはモジュー
ルも通信費用も安価だ。データ活用が生
み出す新たなバリューと、自動検針化で
削減できるコストを考えれば、導入費用
は十分回収できるものになるだろう。愛
知時計の実証実験でどこまでNB-IoT導
入のメリットが明らかになるか、その結果
に大きな注目が集まっている。

　愛知時計では日本のみならず、海外へ
の事業展開も行っている。中東やヨー
ロッパ、アメリカでは水道メーター、中国
ではガスメーターが中心。まだ売り上げ
の10％以下と規模は小さいものの、今後
NB-IoTの普及に合わせ海外事業の拡
大も視野に入れているという。
　ユーティリティは自然資源に基づく社
会インフラであるため、国ごとに状況が大
きく異なる。中東のように水資源が乏しい
国では漏水対策が厳格に求められるの
で、より精度の高い電磁流量計の需要が

高い。また、日本のように月単位で検針
せず、毎月の自己申告分を年1回の検針
で調整するという国も多い。有線回線や
GSM（2G）／GPRS（2.5G）のセルラーモ
ジュールを搭載した自動検針システムも
利用されているが、普及段階はさまざま
だ。河上氏によれば「フランスやドイツで
は早くからLPWAの検討が始められてい
た。中国ではつい数年前まではまだ
GSM／GPRSだったが、いまでは3Gを
飛び越えて急速にNB-IoTに置き換わっ
ている」という。
　オーストラリアのサウスイーストウォー
ターや中国の深圳水務グループなど、す
でにNB-IoTによるスマートメーターの実
用事例も出てきた。NB-IoTネットワーク
は現在20か国以上で商用サービスがス
タートしており、今後も各国で商用化が
進んでいく。こうした世界市場をターゲッ
トにできるのも、3GPP標準規格の強みだ。

　ユーティリティメーターのスマート化
は、街や都市のスマート化を後押しする。
セルラーネットワークを利用するNB-IoT

は災害にも強く、災害発生時に水道やガ
ス経路の緊急処置を迅速に行える。消
費者側も自分のユーティリティ利用量を
日ごろから把握できれば、エネルギー利
用への意識が高まるだろう。IoTはこうし
て身近なところから少しずつ社会を変え
ていくのだ。

愛知時計が独自に開発した光ピックアップ方式の自動検針アタッチメント。一般的な機械式水道メーターに
取り付けられ、内蔵のNB-IoTモジュールでデータを送信する。実験ではこのアタッチメントを装着した水道
メーターを地中のボックス内に設置し、通信の検証を行った

中国の深圳水務グループはファーウェイ、
チャイナテレコム（中国電信）とともにNB-IoT
スマートメーターを商用化。収集したデータ
をクラウドで解析してスマートな水道管理を
実現している

開催されたMWC2018でも、各国の通信
事業者の展示ブースにはNB-IoTをはじ
めとするLPWA（Low Power Wide Area）
技術を使ったソリューションのテスト事例
が数多く展示されていた。駐車場の有効
利用や路上のごみ箱の回収作業の効率
化など、LPWAはセンサーデータを活用し
た新たなビジネスを生みだしつつある。
　日本でもNB-IoTの商用化に向けた取
り組みが始まっている。今回紹介するの
は、水道メーター大手の愛知時計電機
株式会社（以下、愛知時計）。同社は
2 0 1 8年1月から3月までの3か月間、
NB-IoTによる水道メーターの自動検針
の実証実験を行った。同社経営企画室 

LPWAプロジェクトチーム室長の河上智
洋氏、R&D本部 技術開発部 経営企画
室 LPWAプロジェクトチーム主査の瀬尾
博氏に話をうかがいながら、水道メーター
のスマート化の意義やNB-IoTのメリット
を探ってみよう。
　愛知時計は1898（明治31）年に壁掛け
式振り子時計のメーカーとして創業した
老舗企業である。時計の動作に使われる

　 5 Gの商用化を前に、世界各地で
NB-IoTを利用したモノのインターネット
化が進もうとしている。2月にバルセロナで

身近なところから社会を変えるIoT

世界標準規格の強みを活かし
海外事業の拡大も視野

H U A W A V E  A P R I L  2 0 1 8

左） 愛知時計電機株式会社 経営企画室 LPWAプロジェクトチーム室長 河上智洋氏
右） 同R&D本部 技術開発部 経営企画室 LPWAプロジェクトチーム主査 瀬尾博氏

HUAWAVE 28 ／ P20.21
HUAWAVE 29 ／ P18.19
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大容量・高負荷のデータ処理を高速化し、制作環境を大きく改善

映画『ALWAYS 三丁目の夕日』シリーズ、『永遠のゼロ』『STAND BY ME 

ドラえもん』の制作、『シン・ゴジラ』のVFX（ビジュアルエフェクツ）のほか、
数多くのテレビCM、アニメーション、ゲームなどを手がける映像制作会社、
株式会社白組。ミニチュアのストップモーションから最先端のVFXまで、さま
ざまな映像技術を駆使して「衣・食・住にプラスする心の糧」となる作品を40

年以上にわたって制作してきた同社は、業界に先駆けてITシステム専任の
部署を社内に設置するなど、早くからITと制作のバランスを重視してきました。
同社システム部 システムアドミニストレーターの杉山隆志氏と入田尭光氏に、
進化し続けるCG制作の現場を支えるITシステムの要件と、ファーウェイ製品
導入の経緯についておうかがいしました。

1作品で数10TB、
1コマの処理に3時間
増え続けるデータと演算量

クリエイターのこだわりを
ITでバックアップ

編集部：CG作品はどのような工程を経
て制作されるのでしょうか。
入田氏：CG映像の制作には大きく4つの
工程があります。
　①人物や背景などをPC上で作る「モ
デリングとアニメーション」
　②爆発や海・川などの水の動きをリア
ルに再現する「エフェクトとシミュレー
ション」
　③画像として生成するための計算を
行う「レンダリング」
　④生成された複数の画像を合成し、
色や視覚効果を調整する「コンポジット」
　映画やアニメーションなどの作品は
複数の制作会社で分業することが多く、
①～④の工程を経て制作された映像を
つなぎあわせて1つの作品ができあがり
ます。

編集部：それぞれの工程で演算とスト
レージのリソースはどのぐらい必要にな
るのですか。
杉山氏：①のモデリングとアニメーション
は作業者のPCで完結する作業で、当社
ではインテル® Core™ i7の最新CPU、

メモリー32GB、OS用に500GBのSSDと
データ保存用に2TBのハードディスク、
NVIDIA GeForce GTX 1070のGPUを
搭載したPCを使用しています。一般的
なゲーム用PCのイメージですね。
入田氏：②以降の工程は作業者のPCで
は容量も性能も不足するので、ネット
ワークサーバーやストレージの出番にな
ります。②のシミュレーションでは、爆発
やビルの崩壊、怪獣が光線を吐くといっ
た処理のほか、LiDAR（レーザー測距技
術）を使って実世界の建物や風景を測
定し、点の集合として仮想空間上に表
現するポイントクラウドと呼ばれる技術
もあり、CPUとメモリーでの演算が大量
に発生します。CG映像は1秒間に24コ
マもしくは30コマの画像で構成されてい
るので、こうした処理を1コマずつ施し、
計算結果を1ファイルごとに保存してい
くと、1作品の合計データ量は数TB～数
10TBにのぼります。
　③のレンダリングもCPUのリソースを
大きく消費する作業で、作業者のPCのリ
ソースをほぼ100％使い切ってしまうた
め、作業を並行して行うにはネットワーク
サーバーでの処理が必要です。重いデー
タの場合は1コマの計算に2～3時間かか
るので、時間的に非常に大きなボトル
ネックとなります。

　④のコンポジットでは、さまざまな処
理を施された複数の画像データを合成
して1コマの画像を生成するため、スト
レージから1秒あたり画像データ数×コ
マ数分のファイルを読みださなければな
りません。ここではI/O（入出力処理）が
頻繁に行われるので、ストレージの速度
が重要になってきます。

編集部：膨大なデータが発生するのですね。
杉山氏：そうですね。しかもデータ量は
年々増加していく傾向にあり、2011年に
当社が制作した3DCG映画は1作品で
20TBだったのが、2014年に手がけた作
品は70TB、2016年にVFXのみを担当し
た作品は担当部分だけで150TBにも達
しました。新しい作品を制作する際は、
作品の長さやどんなシーンがあるのかを
確認し、過去の類似作品から推定して
必要なリソースを算定します。たいてい
は制作の過程で想定を上回ってしまうの
で、多めに見積もっておきます。
入田氏：完成に至るまで、クリエイターの
こだわりで細かな修正がどうしても必要
になります。動きがいまひとつとか、もう1

ピクセルだけ動かしたいといった要望が
出るたびに、修正版として新たなデータ
が発生し、多い時には1カットで20回近く
作り直すこともあります。しかも、最終的に

どのバージョンにすることになるかわから
ないので、完成するまですべて保存して
おかなければならず、データがどんどん
積み上がっていくことになります。

編集部：IT製品の性能はこうした需要に
追いついているのでしょうか。
入田氏：私はもともと制作に関わっていた
経験があるのでよくわかるのですが、クリ
エイターというのは貪欲で、技術的に可
能でさえあればチャレンジしてみたい、と
いうことがたくさんあります。ソフトウェア
やCPUの性能が向上するほど、できること
が増えるわけです。例えば、従来は時間
がかかりすぎるとあきらめていた精度の高
いシミュレーションが、演算速度が上がる
と実現できるようになりますが、それによっ
てデータ量もさらに増えてしまいます。
杉山氏：そういう意味では、システム部の
目標はクリエイターがこだわりを追求でき
るようバックアップすることだと言えます。
かつてはデータを保存したり開いたりす
るだけで10分も20分もかかり、無駄な待
ち時間を過ごさなければなりませんでし
たが、そうした処理が早く済めば、その分
の時間を作品のクオリティを上げる有意
義な作業に使うことができます。納期が

迫るなかで、納品ファイルをチェックしよ
うと開くだけで20分待たされたあげく、不
具合があって開けないとなれば、相当なス
トレスです。そうしたストレスをできるだけ
低減し、クリエイターが目の前のモニター
に最大限集中できる作業環境を用意する
ことが我々の役割だと思っています。

編集部：では、白組の三軒茶屋スタジオ
ではどのようなシステムを構築しているの
でしょうか。
杉山氏：もともとは演算用にデスクトップ
PCを増設して対応していたのですが、
2016年に大作映画のVFXを手がけた際
に、途中でどんどんリソースが足りなく
なってしまい、メモリーや処理速度がボト
ルネックとなりたいへんな苦労をしまし
た。レンタルサーバーで間に合わせなが
らなんとか乗り切ったのですが、この作
品での経験を踏まえ、将来を見据えて

サーバーとストレージの導入を決めまし
た。現在はファーウェイの『FusionServer 

X6800』高密度サーバー、『OceanStor 

5500 V3』ストレージ、『CE6850』データ
センタースイッチを導入したシステムを構
築し、従来のシステムと併用しています。
入田氏：サーバーは4Uのシャーシに8

ノード（各ノードにインテル® Xeon®プロ
セッサーを2基と128GBのメモリーを搭
載）収容可能な高密度サーバー製品を計
10台導入しました。Thinkbox Software

社のDeadlineという演算管理用ソフト
ウェアを使い、シミュレーションやレンダ
リングのタスクを細分化して各ノードに割
り当て、並列で計算させます。サーバーを
導入してから、作業のスピードは格段に
上がりました。レンダリングの工程にはと
りわけ時間がかかりますが、『X6800』の
導入後は演算時間を3分の1から4分の1

程度にまで短縮できています。コンポジッ
トの工程では先述のようにI/Oが多いの
で、IOPS（Input/Output Per Second）の
高い『OceanStor』が活躍しています。

杉山氏：これまで3時間かかっていた演算
が1時間で済むのは大きな差です。先ほど
述べたように作品のクオリティを上げる作
業にあてられるだけでなく、仕事以外にク
リエイティビティを高めるために時間を有
効活用できるという効果も期待できます。

編集部：新たにシステムを構築するにあ
たり、ファーウェイ製品をお選びいただい
た経緯と決め手をお聞かせください。
杉山氏：ファーウェイ製品についての情報
は以前から入手しており、2016年の
Interop Tokyoのブースでこちらからお声
がけしました。その後、表参道の本社に営
業担当の宋さんが1Uサーバーの実物を
持参して説明してくれたのはインパクトが
ありましたね（笑）。IT製品では他社ほど
知られていないメーカーだったので、正
直なところ最初は不安もありましたが、実
際に製品を見て十分に検証させてもらっ
て、完全に払拭できました。2か月の評価
期間を経てサーバーの運用を開始し、昨
年11月にはストレージも導入しました。
　評価にあたっては他社製品と比較しま
したが、まずコストパフォーマンスが圧倒
的に高かった。加えて、1つ1つの部品が
丁寧に作られていたり、余裕のある設計
で、特にファンのスペースを十分に確保し
たりと、細部にわたって品質の良さを感じ
ました。導入後に中国・成都のストレージ
の研究開発施設と深圳の工場を見学さ
せてもらったのですが、生産工程でも品
質管理を徹底していることがわかり、最初
に直感で感じていた品質の良さが裏打ち
されました。こちらの要望に対して最適な
仕様を出してくれたのもよかったですね。
　実はファーウェイがスマートフォンメー
カーでもあるということは後から知ったので
すが、いまでは個人的にすっかりファンにな
り、『TalkBand』（ウェアラブル）を愛用して
いますし、社内で支給するスマートフォンに
もファーウェイ製品を選んでいます。

編集部：実際に運用を開始してみて、い
かがですか。
入田氏：想定どおりに機能してくれているの
で、不満はまったくないです。故障率も圧倒
的に低く、手離れのいい製品だと感じます。
杉山氏：ドキュメント類だけでなく動画も
豊富に用意されているのはうれしいです
ね。運用や技術面で勉強になる内容も多
く、助かっています。管理ツールも充実し
ていて、特に大量のデプロイをサポート
する機能は役立ちました。

編集部：システム部として今後取り組むべ
き課題にはどのようなものがありますか。
杉山氏：当社は3か所にスタジオを持って
おり、作品ごとにチームを組み替え、拠点
間を移動して最適化したチームで制作を
行っています。別スタジオとのデータのや
りとりの効率化や作業環境の共有が次の
課題と考えています。
入田氏：チームごとに使いたいソフトウェア
構成が違うため、現状ではPCを物理的に
移動させたり、共有PCにその都度必要な

ソフトウェアをインストールしたりと、何か
と不便です。VDI（仮想デスクトップ）で各
チームの仮想マシンを立ち上げてどこで
も使えるようになれば、簡便になるうえ故
障やセキュリティ上のリスクも低くなりま
す。ゆくゆくは制作環境もVDI化できると
よいのですが、映像制作ではモニターの
色管理と表示の遅延がないことが非常に
重要なので、一般企業向けのVDIでは技
術的な要件が満たせません。この課題を
クリアしつつ費用対効果のいい製品はま
だ出てきていないので、ファーウェイにも
ぜひ期待したいところです。
杉山氏：また、CG制作はデータ量が大き
いので現状はオンプレミスでの運用が最
適と考えていますが、サーバールームの容
量にも限界がありますし、将来的にはクラ
ウド化も検討しなければと思っています。
レンダリングの工程は、計算量は多いで
すが出力データはさほど大きくないので、
最近ではレンダリングだけクラウドで処理
するという制作会社も増えてきています。
いずれはクラウド上に基盤を築いてどこ
からでも同じ制作環境で作業できるよう
にしたいですね。

編集部：CG制作会社でIT専門部署があ
る企業は少ないそうですね。
入田氏：クリエイターの中でITに詳しい人
が兼任しているという場合が多いです。
PC1台で制作していた当初から、チーム・
組織として分業する体制に急速に進化し
てきたことで、最近になってようやくシス
テム管理の必要性が認識されるように
なってきました。
杉山氏：ただ、扱うデータや演算の種類
が特殊なため、他業界の事例がCG業界
には当てはまらないことが多くあります。
そこで、当社ではこれまでの実績を紹介
し、情報発信をするよう努めています。
協力会社や同業他社の方々に当社の
サーバールームで実際にシステムを見
ていただき、成功例や失敗談を共有して
います。
入田氏：使ってみてよかった製品は他社に
も薦めています。我々の取り組みが他社に
も広がり、業界全体のITシステムのレベル
を底上げできればうれしいですね。

1974年、映像作家、特撮監督で現・
代表取締役社長の島村達雄氏が設
立。1980年代からCG制作を行い、
数々の映画、テレビ番組、CMのVFX

を手がける。東京の表参道、三軒茶
屋、調布の3か所にスタジオを持ち、
映画監督やクリエイターを含む200

名近い社員が在籍している。

株式会社白組最先端のCG作品を生み出す白組で
クリエイターを支えるファーウェイの
高密度サーバーとストレージ

株式会社白組 システム部
システムアドミニストレーター 同システムアドミニストレーター

入田 尭光 氏 杉山 隆志 氏

R Y U J I
S U G I Y A M A

T A K A M I T S U
N Y U T A

にゅう      た          たか       みつ
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I N T E R V I E W

ファーウェイ製品の導入で
リソースを増強
作業時間を3時間から1時間に

部品の作りや設計に
品質の良さを実感

VDIやクラウドによる
業務効率の向上が次の課題

実績と経験を共有し
業界全体のITの底上げに

編集部：CG作品はどのような工程を経
て制作されるのでしょうか。
入田氏：CG映像の制作には大きく4つの
工程があります。
　①人物や背景などをPC上で作る「モ
デリングとアニメーション」
　②爆発や海・川などの水の動きをリア
ルに再現する「エフェクトとシミュレー
ション」
　③画像として生成するための計算を
行う「レンダリング」
　④生成された複数の画像を合成し、
色や視覚効果を調整する「コンポジット」
　映画やアニメーションなどの作品は
複数の制作会社で分業することが多く、
①～④の工程を経て制作された映像を
つなぎあわせて1つの作品ができあがり
ます。

編集部：それぞれの工程で演算とスト
レージのリソースはどのぐらい必要にな
るのですか。
杉山氏：①のモデリングとアニメーション
は作業者のPCで完結する作業で、当社
ではインテル® Core™ i7の最新CPU、

メモリー32GB、OS用に500GBのSSDと
データ保存用に2TBのハードディスク、
NVIDIA GeForce GTX 1070のGPUを
搭載したPCを使用しています。一般的
なゲーム用PCのイメージですね。
入田氏：②以降の工程は作業者のPCで
は容量も性能も不足するので、ネット
ワークサーバーやストレージの出番にな
ります。②のシミュレーションでは、爆発
やビルの崩壊、怪獣が光線を吐くといっ
た処理のほか、LiDAR（レーザー測距技
術）を使って実世界の建物や風景を測
定し、点の集合として仮想空間上に表
現するポイントクラウドと呼ばれる技術
もあり、CPUとメモリーでの演算が大量
に発生します。CG映像は1秒間に24コ
マもしくは30コマの画像で構成されてい
るので、こうした処理を1コマずつ施し、
計算結果を1ファイルごとに保存してい
くと、1作品の合計データ量は数TB～数
10TBにのぼります。
　③のレンダリングもCPUのリソースを
大きく消費する作業で、作業者のPCのリ
ソースをほぼ100％使い切ってしまうた
め、作業を並行して行うにはネットワーク
サーバーでの処理が必要です。重いデー
タの場合は1コマの計算に2～3時間かか
るので、時間的に非常に大きなボトル
ネックとなります。

　④のコンポジットでは、さまざまな処
理を施された複数の画像データを合成
して1コマの画像を生成するため、スト
レージから1秒あたり画像データ数×コ
マ数分のファイルを読みださなければな
りません。ここではI/O（入出力処理）が
頻繁に行われるので、ストレージの速度
が重要になってきます。

編集部：膨大なデータが発生するのですね。
杉山氏：そうですね。しかもデータ量は
年々増加していく傾向にあり、2011年に
当社が制作した3DCG映画は1作品で
20TBだったのが、2014年に手がけた作
品は70TB、2016年にVFXのみを担当し
た作品は担当部分だけで150TBにも達
しました。新しい作品を制作する際は、
作品の長さやどんなシーンがあるのかを
確認し、過去の類似作品から推定して
必要なリソースを算定します。たいてい
は制作の過程で想定を上回ってしまうの
で、多めに見積もっておきます。
入田氏：完成に至るまで、クリエイターの
こだわりで細かな修正がどうしても必要
になります。動きがいまひとつとか、もう1

ピクセルだけ動かしたいといった要望が
出るたびに、修正版として新たなデータ
が発生し、多い時には1カットで20回近く
作り直すこともあります。しかも、最終的に

どのバージョンにすることになるかわから
ないので、完成するまですべて保存して
おかなければならず、データがどんどん
積み上がっていくことになります。

編集部：IT製品の性能はこうした需要に
追いついているのでしょうか。
入田氏：私はもともと制作に関わっていた
経験があるのでよくわかるのですが、クリ
エイターというのは貪欲で、技術的に可
能でさえあればチャレンジしてみたい、と
いうことがたくさんあります。ソフトウェア
やCPUの性能が向上するほど、できること
が増えるわけです。例えば、従来は時間
がかかりすぎるとあきらめていた精度の高
いシミュレーションが、演算速度が上がる
と実現できるようになりますが、それによっ
てデータ量もさらに増えてしまいます。
杉山氏：そういう意味では、システム部の
目標はクリエイターがこだわりを追求でき
るようバックアップすることだと言えます。
かつてはデータを保存したり開いたりす
るだけで10分も20分もかかり、無駄な待
ち時間を過ごさなければなりませんでし
たが、そうした処理が早く済めば、その分
の時間を作品のクオリティを上げる有意
義な作業に使うことができます。納期が

迫るなかで、納品ファイルをチェックしよ
うと開くだけで20分待たされたあげく、不
具合があって開けないとなれば、相当なス
トレスです。そうしたストレスをできるだけ
低減し、クリエイターが目の前のモニター
に最大限集中できる作業環境を用意する
ことが我々の役割だと思っています。

編集部：では、白組の三軒茶屋スタジオ
ではどのようなシステムを構築しているの
でしょうか。
杉山氏：もともとは演算用にデスクトップ
PCを増設して対応していたのですが、
2016年に大作映画のVFXを手がけた際
に、途中でどんどんリソースが足りなく
なってしまい、メモリーや処理速度がボト
ルネックとなりたいへんな苦労をしまし
た。レンタルサーバーで間に合わせなが
らなんとか乗り切ったのですが、この作
品での経験を踏まえ、将来を見据えて

サーバーとストレージの導入を決めまし
た。現在はファーウェイの『FusionServer 

X6800』高密度サーバー、『OceanStor 

5500 V3』ストレージ、『CE6850』データ
センタースイッチを導入したシステムを構
築し、従来のシステムと併用しています。
入田氏：サーバーは4Uのシャーシに8

ノード（各ノードにインテル® Xeon®プロ
セッサーを2基と128GBのメモリーを搭
載）収容可能な高密度サーバー製品を計
10台導入しました。Thinkbox Software

社のDeadlineという演算管理用ソフト
ウェアを使い、シミュレーションやレンダ
リングのタスクを細分化して各ノードに割
り当て、並列で計算させます。サーバーを
導入してから、作業のスピードは格段に
上がりました。レンダリングの工程にはと
りわけ時間がかかりますが、『X6800』の
導入後は演算時間を3分の1から4分の1

程度にまで短縮できています。コンポジッ
トの工程では先述のようにI/Oが多いの
で、IOPS（Input/Output Per Second）の
高い『OceanStor』が活躍しています。

杉山氏：これまで3時間かかっていた演算
が1時間で済むのは大きな差です。先ほど
述べたように作品のクオリティを上げる作
業にあてられるだけでなく、仕事以外にク
リエイティビティを高めるために時間を有
効活用できるという効果も期待できます。

編集部：新たにシステムを構築するにあ
たり、ファーウェイ製品をお選びいただい
た経緯と決め手をお聞かせください。
杉山氏：ファーウェイ製品についての情報
は以前から入手しており、2016年の
Interop Tokyoのブースでこちらからお声
がけしました。その後、表参道の本社に営
業担当の宋さんが1Uサーバーの実物を
持参して説明してくれたのはインパクトが
ありましたね（笑）。IT製品では他社ほど
知られていないメーカーだったので、正
直なところ最初は不安もありましたが、実
際に製品を見て十分に検証させてもらっ
て、完全に払拭できました。2か月の評価
期間を経てサーバーの運用を開始し、昨
年11月にはストレージも導入しました。
　評価にあたっては他社製品と比較しま
したが、まずコストパフォーマンスが圧倒
的に高かった。加えて、1つ1つの部品が
丁寧に作られていたり、余裕のある設計
で、特にファンのスペースを十分に確保し
たりと、細部にわたって品質の良さを感じ
ました。導入後に中国・成都のストレージ
の研究開発施設と深圳の工場を見学さ
せてもらったのですが、生産工程でも品
質管理を徹底していることがわかり、最初
に直感で感じていた品質の良さが裏打ち
されました。こちらの要望に対して最適な
仕様を出してくれたのもよかったですね。
　実はファーウェイがスマートフォンメー
カーでもあるということは後から知ったので
すが、いまでは個人的にすっかりファンにな
り、『TalkBand』（ウェアラブル）を愛用して
いますし、社内で支給するスマートフォンに
もファーウェイ製品を選んでいます。

編集部：実際に運用を開始してみて、い
かがですか。
入田氏：想定どおりに機能してくれているの
で、不満はまったくないです。故障率も圧倒
的に低く、手離れのいい製品だと感じます。
杉山氏：ドキュメント類だけでなく動画も
豊富に用意されているのはうれしいです
ね。運用や技術面で勉強になる内容も多
く、助かっています。管理ツールも充実し
ていて、特に大量のデプロイをサポート
する機能は役立ちました。

編集部：システム部として今後取り組むべ
き課題にはどのようなものがありますか。
杉山氏：当社は3か所にスタジオを持って
おり、作品ごとにチームを組み替え、拠点
間を移動して最適化したチームで制作を
行っています。別スタジオとのデータのや
りとりの効率化や作業環境の共有が次の
課題と考えています。
入田氏：チームごとに使いたいソフトウェア
構成が違うため、現状ではPCを物理的に
移動させたり、共有PCにその都度必要な

ソフトウェアをインストールしたりと、何か
と不便です。VDI（仮想デスクトップ）で各
チームの仮想マシンを立ち上げてどこで
も使えるようになれば、簡便になるうえ故
障やセキュリティ上のリスクも低くなりま
す。ゆくゆくは制作環境もVDI化できると
よいのですが、映像制作ではモニターの
色管理と表示の遅延がないことが非常に
重要なので、一般企業向けのVDIでは技
術的な要件が満たせません。この課題を
クリアしつつ費用対効果のいい製品はま
だ出てきていないので、ファーウェイにも
ぜひ期待したいところです。
杉山氏：また、CG制作はデータ量が大き
いので現状はオンプレミスでの運用が最
適と考えていますが、サーバールームの容
量にも限界がありますし、将来的にはクラ
ウド化も検討しなければと思っています。
レンダリングの工程は、計算量は多いで
すが出力データはさほど大きくないので、
最近ではレンダリングだけクラウドで処理
するという制作会社も増えてきています。
いずれはクラウド上に基盤を築いてどこ
からでも同じ制作環境で作業できるよう
にしたいですね。

編集部：CG制作会社でIT専門部署があ
る企業は少ないそうですね。
入田氏：クリエイターの中でITに詳しい人
が兼任しているという場合が多いです。
PC1台で制作していた当初から、チーム・
組織として分業する体制に急速に進化し
てきたことで、最近になってようやくシス
テム管理の必要性が認識されるように
なってきました。
杉山氏：ただ、扱うデータや演算の種類
が特殊なため、他業界の事例がCG業界
には当てはまらないことが多くあります。
そこで、当社ではこれまでの実績を紹介
し、情報発信をするよう努めています。
協力会社や同業他社の方々に当社の
サーバールームで実際にシステムを見
ていただき、成功例や失敗談を共有して
います。
入田氏：使ってみてよかった製品は他社に
も薦めています。我々の取り組みが他社に
も広がり、業界全体のITシステムのレベル
を底上げできればうれしいですね。

1

■以前から使用している演算処理用デスクトップPCは増設を重ね、サーバールームの半分を占めている
■新たに導入したファーウェイの『FusionServer X6800』高密度サーバー（上）と『OceanStor 5500 V3』ストレージ
1

2

2

2

白組・三軒茶屋スタジオでの制作を支えるシステム

「2014年に新卒でファーウェイ・ジャパン
に入社し、初めて1人で受け持ったお客
様が白組でした。パートナー事業部に異
動となってからも、引き続き担当させてい
ただいています。CG制作には独特の要
件がありますが、ファーウェイの製品なら
必ずニーズを満たせると確信し、ご提案
させていただきました。当社の製品が、今
後もさらに進化し続ける白組の作品づく
りを支えていけることを誇りに思います」

宋晨（ソン・チェン）
ファーウェイ・ジャパン 法人ビジネス事業本部
パートナー事業部 パートナーマネージャー

OceanStor 5500 V3

10GbE x4 10GbE x4

40GbE

10GbE

他社製
ネットワークスイッチ

CE6850-48T6QHI

FusionServer X6800
（XH620 V3）

8シャーシ（40ノード）

他社製
ネットワークスイッチ

CE6850-48T6QHI

FusionServer X6800
（XH620 V3）
8シャーシ（40ノード）

40GbE

10GbE
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編集部：インターネットはいまや世界中の
人々にごく当たり前に利用されている、社
会生活に欠かせない重要なインフラで
す。その裏では世界中に点在するJPNIC

のようなインターネットレジストリがイン
ターネットを管理していることを、業界の
方であっても、普段意識することはあまり
ありません。そこで、インターネット資源
の管理とはどんなものか、なぜ必要なの
か、お聞かせください。
前村氏：「レジストリ（registry）」とは、英
語で商標や不動産などの「登録」「登記」
を意味する語です。インターネットの世界
でも、「IPアドレス」や「ドメイン名」など、
登録して管理すべきものがいくつかありま
す。これらのインターネット資源を管理す
る団体を「インターネットレジストリ」（以
下、「レジストリ」）と呼びます。
　IPアドレスやドメイン名は、インター

ネット上でどこからどこへ情報を伝達する
かを示す識別子で、いわば「インターネッ
ト上の住所」のようなもの。IPアドレスは
決まったビット数で表現される数値です
から、その数は有限です。これをインター
ネットに接続されるすべての機器に、世
界中で重複することなく割り当てなくては
なりません。また、文字列で表記されたド
メイン名は、住所としての役割のほかに、
企業や団体のブランド名を示すものとし
ても認識されているため、適切な登録管
理が必要です。

編集部：仮に、こうしたインターネット資
源を管理する人が誰もいなかったら、世
の中はどうなるのでしょうか？
前村氏：ひと言でいうと、混乱が発生しま
す。例えば、Aさんに送ったはずのメール
がまったく知らないBさんに届く、ニュース
サイトを開いたつもりが見覚えのない海
外サイトにつながってしまう、といったこと
が起こるでしょう。世界ではいま30億人が
インターネットを利用しているといわれ、
サイバー空間でも現実社会と変わらない
市民生活や経済活動が営まれています。
個人情報や機密情報、決済情報など、非
常にクリティカルな情報もやりとりされる
ため、それらを安全かつ確実に送受信す
る大前提として、IPアドレスの根本的な信
頼性が担保されなければ、社会インフラ
としてのインターネットは成り立ちません。

編集部：デジタル化の進展とともに、イン
ターネットの利用はますます重要になって
きています。現在、レジストリにとっての
課題は何でしょうか？
前村氏：ここ20年で一番大きくなってきた
のは、「プライバシー」「個人情報保護」の
問題です。インターネットもかつては規模
が小さく、ユーザーが限られていたため、
牧歌的に運営されていた時代がありまし
た。しかし、いまや世界中の誰もがイン
ターネットを使うようになり、生活が便利
になると同時に、悪意ある利用も増え、脅
威も高度化しています。こうした状況で個
人情報をインターネット上でやりとりする
ことへの警戒心が高まり、プライバシー保
護の重要性が大きく叫ばれるようになっ
てきました。一方で、レジストリは識別子
の使用者を特定できなくてはならず、その
情報を「WHOIS」というデータベースで公
開しています。識別子の管理と、それに
紐づけられている個人情報の保護とのバ
ランスが非常に難しくなっています。
　例えば、EU（欧州連合）では今年5月に
GDPR（一般データ保護規則）の施行が開
始され、EU居住者の個人データを扱う企
業はこれを遵守して個人情報を厳格に管
理することが求められるようになりますが、

GDPRでは「WHOIS」の個人情報がどう
位置づけられるのか明確に定義されてお
らず、いまだ議論が続いています。

前村氏：デジタル社会を迎える上でのも
う1つの大きな課題が、「IPアドレスの枯
渇」、つまり、IPアドレスが足りなくなって
しまうことです。インターネット人口の増
加に加え、さまざまなモノがネットワーク
につながるIoTが拡大するなか、IPアド
レスの需要は高まる一方ですが、前述の
ようにIPアドレスは有限の数値であり、

割り当てが進めば在庫が尽きてしまいま
す。現在使われている32ビットの「IPv4ア
ドレス」は約43億個存在しますが、未使用
在庫が2011年には世界的になくなり、
9,300万以上の割り当てを行ってきた
JPNICにも、未使用在庫はもうありません。
編集部：何か対策はあるのでしょうか？
前村氏：IPアドレスの枯渇は以前から予測
されていたことなので、JPNICとしては
2008年から他のインターネット関連団体
とともにタスクフォースを立ち上げ、課題
の周知と対応策の検討を進めてきました。
IPv4の枯渇後は、使われなくなったIPアド
レスを有効に再利用するポリシーを整備す
るほか、IPアドレスの「移転」という手続き
を取れるようにし、事業者間での調整を可
能にしました。根本的な対策は、128ビット
で3.4×10の38乗という莫大な個数がある
「IPv6アドレス」への移行ということになり
ます。開発当時は移行がスムーズに進むと
予測されていたのですが、事業者にとって
の技術的、経済的なメリットがあまりなく、
時間がかかっていました。「キャリアグレー
ドNAT（Network Address Translation）」
というアドレス変換技術によりIPv4を使い
続ける方法もありますが、最近になってこ
れではコスト負担が大きすぎるというビジ
ネス上の判断から、IPv6への移行を検討
する企業が増えてきており、移行への機運
が高まってきました。

編集部：インターネットは誕生からたった
30年の間に社会的な役割を担うまでに成
長しましたが、この間、JPNICの地道な
活動の積み重ねがあったことと思います。
発足当初から現在まで、どんな活動をさ
れてきたのでしょうか。
前村氏：そもそもインターネットが始まっ
たばかりの頃は、レジストリ機能を担う団
体はありませんでした。当時は南カリフォ
ルニア大学の故ジョン・ポステル教授が

一般社団法人日本ネットワークインフォメーションセンター（JPNIC） インターネット推進部部長／
ICANN（Internet Corporation for Assigned Names and Numbers）理事
1991年にNEC入社後、1994年に同社インターネットサービス立ち上げに参加。以降バックボー
ンネットワークの設計、対外接続部の設計運用、渉外業務を担当。1997年にJPNICの運営委員
となり、これ以降、同団体にてIP分野担当理事、IP事業部部長を歴任し、2009年よりJPNIC イン
ターネット推進部部長（現職）を務める。また、2000年から2016年2月までAPNIC（Asia Pacific 
Network Information Centre）理事（2003年からは理事会議長）。2016年11月にインターネット資
源の国際的な管理団体であるICANN理事に就任。

前村昌紀（まえむら・あきのり）

蛇口をひねれば水が出てくるように、ブラウザーを開けばいつでもインターネットに
つながる。こんなごく当たり前の日常を送れる背景には、インターネットに必要な「IP

アドレス」を管理するインターネットレジストリの存在があります。インターネットレジ
ストリは世界の国や地域単位で運営されており、日本では日本ネットワークインフォ
メーションセンター、通称JPNIC（Japan Network Information Center、ジェイ
ピーニック、）という団体が管轄しています。そう、いまあなたが使っているパソコンや
スマートフォンにも、JPNICを経由してIPアドレスが必ず割り振られているのです。
今回は、レジストリによる管理業務に精通し、「インターネットの裏方」としてさまざまな
組織で尽力されてきたJPNICの前村昌紀氏に、インターネットレジストリの基本的な
役割から、インターネットの課題とあり方まで、詳しくお話をうかがいました。

レジストリの先祖のような役割を果たして
いて、IPアドレスの管理ルールも「アドレス
が欲しい人はジョンに連絡する」というだ
け。申請が来ると彼が「じゃあ、いいよ」と
いって配布していたんです。おおらかです
よね（笑）。そのうち日本の研究者の間で
インターネットに注目が集まりだすと、日
本からの申請メールが次 と々送られてき
て、ポステル氏だけでは処理しきれなく
なってきました。そこで、当時東京工業大
学で日本のインターネットの起源とされる
JUNET（Japan University NETwork）を
創設・運用していた村井純氏（現・慶應義
塾大学環境情報学部教授）にまとまった
数のIPアドレスが託され、これを大学教員
を中心とした「ネットワークアドレス調整
委員会」が管理するようになりました。これ
が日本におけるインターネットレジストリ
の始まりです。その後1990年代の初めに
JPNICの前身であるJNICが発足し、レジ
ストリ機能を引き継ぎましたが、当初の専
任担当者は3～4名ほど。当時はこの程度
の体制で良かったんですね。

編集部：生まれながらにインターネットを
使っているデジタルネイティブ世代には、
インターネットが人の手作業で管理され
ていた時代があったとは驚きでしょうね。
前村氏：コンピューター上のことなのです
べて自動で行われているように思われる
かもしれませんが、実際には電気や水道
などの社会資本と同じように、インター
ネットも根本の部分では人の手で成り
立っているわけです。
　インターネットの拡大とともに運用上
の課題が多様化、複雑化してきたことを
受け、学術組織の色合いが強かった
JNICは参加ネットワークを会員とする任
意団体JPNICとなり、1997年には社団
法人化されました。組織規模も大きくな
り、現在は28名の職員で運営しています。
JPNICの主な仕事は2つ、1つはここまでお
話ししてきたIPアドレスの割り当てと管理

（ドメイン名の管理は2002年に日本レジス
トリサービス（JPRS）に移管）。もう1つは、
インターネット基盤整備事業と呼んでいる
会員企業各社からの会費を原資とした公
益活動です（ファーウェイは2018年度から
会員）。資源管理やセキュリティなどイン
ターネットを支える重要な技術情報の調
査研究と普及啓発を行うほか、他の関係
団体とともにインターネットガバナンスに
関する議論に参画しています。平たく言え
ば、「インターネットのプロモーション」と
いったところでしょうか。グローバルでは
ISOC（Internet Society、アイソック）とい
う団体が担っている活動にあたります。

編集部：ファーウェイがサポートしている
「Internet Week」も、こうした公益活動
の一環なのですね。
前村氏：その通りです。1990年にインター
ネット関係者の情報交換の場としてス
タートした「IP Meeting」を前身とし、
1997年から現在の名称で毎年開催して
おり、昨年12月の実施で21回目を迎えま
した。当初は関係者間の調整を行う会合
という性格が強かったのですが、その後は
ネットワーク技術者への急速な需要の高
まりを受けて、エンジニアの育成に力を入
れてきました。最近では、インターネット
がインフラ化し、クラウドサービスなどの
利用も増えてきたことで、ネットワークの
構築そのものに関わるエンジニアが少なく
なり、「基盤技術は一部の専門家のもの」
とされる傾向があります。しかし、既存の
ネットワークやサービスを利用するエンジ
ニアの皆さんが基礎的な知識を持つよう
になれば、インターネットはよりよいものに
なっていくはずです。そのため、Internet 

Weekでは最新動向とともに基礎的な知
識を学べる機会を提供していきたいと考え
ています。端末からネットワークまで幅広
い事業を展開するファーウェイにこうした
趣旨を理解いただき、サポートや助言をい
ただけるのはありがたいことです。

編集部：JPNICの活動とは別に、一昨年か
ら国際団体ICANN（Internet Corporation 

for Assigned Names and Numbers、
アイキャン）の理事を兼任されています
が、ICANNとはどのような組織なのでしょ
うか。
前村氏：インターネットの各種資源の世
界的な調整を行うI C A N Nは、実は
JPNICより後の1998年に設立されまし
た。（P25年表参照）。当時はインターネッ
トの商用化が進み、全世界的に「.comド
メイン名」を含む商標をめぐる対立が問
題になっていました。ICANNはこうしたド
メイン名に関する商標の問題に対処する
とともに、「IANA」という非営利団体が
担っていたIPアドレスとドメイン名の管理
を引き継ぎ、グローバルで考えるべきイン
ターネット資源の調整について、世界の
各地域からの関係者の議論でルールや
方針を決めようと設立された団体です。
私はIPアドレスを担当する組織からの代
表として理事に選出されました。ICANN

では理事会を世界各国の出身者で構成
するという方針があり、アジア・太平洋地
域からの理事は私ともう1名（オーストラ
リア出身）となっています。

編集部： ICANNではどのような役割を果
たされているのですか。
前村氏： ICANNの主要な役割はグローバ
ルのドメイン名に関するポリシーの策定・
立案・実施ですが、ドメイン名の問題は商
標がからむこともあり、ビジネスの視点に
偏りがちです。一方、私はIPアドレス領域
の専門家として、ビジネスから離れた「イン
ターネットとはどうあるべきか」という観点
を提示しやすい立場にあります。また、ア
ジア出身という点からは、アジア地域は
欧米と比べて国ごとの文化的多様性が
とりわけ高いので、「誰もが使いやすいイン

「インターネットレジストリ」とは？

デジタル化社会における
インターネットの課題①
個人情報の保護

デジタル化社会における
インターネットの課題②
IPアドレスの枯渇

ターネット」を実現するためにも、それを意
識した提案をするよう心がけています。例
えば、アルファベットで表記されるドメイン
名を各国の言語や文字種で使えるように
する「国際化ドメイン名」のプロジェクトで
は、私がワーキンググループのチェアを務
めています。日本人は比較的アルファベッ
トのドメイン名に抵抗がありませんが、中
国やアラブ圏ではアルファベットが読めな
い人も多く、自国の文字で表現されたドメ
インへの要望が高いです。しかし、グロー
バルにアクセスできるインターネット上で
は、他国の人が見て判読できないのは不
安だという考えもある。国際化ドメイン名
への取り組みは2000年代初頭に始まりま
したが、現在まで議論が続いています。

編集部：万人がインターネットを使う世界

では、多様な視点が必要になるのですね。
前村氏：そうですね。インターネットガバ
ナンスにおいては、マルチステークホル
ダーという考え方が重視されています。
世界各国、また産官学プラス利用者とい
う多種多様な利害関係者がガバナンスの
意思決定プロセスに関与することで、世
界中の人が幅広い目的で利用するイン
ターネットをより良いものにしていこうと
いう理念です。未来永劫、インターネット
を快適で便利なものにしていくにはどうす
ればよいのか、あらゆる関係者が知恵を
出し合って議論していく。J P N I Cや
ICANNはそうした場を提供するという役
割も担っています。こうした活動を通じて
社会インフラとしてのインターネットを支
え、そのさらなる進化を促進する一助とな
ればと思っています。

いまだからこそ知っておきたい、
インターネットを支える人たちと
仕組みのこと

年表で振り返るインターネットと
JPNICの歩み

1980
IPv4誕生（1983.1）
DNS誕生（1983.11）
JUNET開始（1984.10）

日本のドメイン名が
「.junet」から「.jp」へ（1989.4）

第1回IP Meeting開催
（Internet Weekの前身）（1990.6）
「JNIC」設立（JPNICの前身）（1991.12）
任意団体「JPNIC」へ改組（1993.4）
アジア太平洋地域のレジストリとして
「APNIC」誕生（1993.9）

IPv6誕生（1995.12）
「Microsoft Windows 95
日本語版」発売（1995.11）
最初のインターネットブーム
「JPNIC」社団法人化（1997.3）
「ICANN」設立（1998.10）
NTTドコモによる携帯電話
IP接続サービス「iモード」開始（1999.1）
「.jp」ドメイン」が10万件突破（1999.9）

「.jp」ドメインの管理をJPRSへ移管
（2002.4）
「国際化ドメイン名」誕生（2003.3）

IPv4アドレスのIANA在庫枯渇（2011.2）
IPv4アドレスの移転制度導入（2011.8）
「JPNIC」一般社団法人化（2013.4）

IANAの監督権限が民間主導の
ICANNに移管（2016.10）

「.jp」ドメインが100万件突破（2007.3）

1985
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IPアドレスの分配の仕組み

※全体の14％はICANN、36％はICANN以外の組織から分配

ICANN
（IANA）

ARIN
（北米）

ISP ISP

NIR

インターネット利用者（個人・企業）

ISP インターネットサービスプロバイダー
Internet Service Provider

LIR ローカルインターネットレジストリ
Local Internet Registry

NIR 国別インターネットレジストリ
National Internet Registry

RIR 地域インターネットレジストリ

IPv4アドレスの分配の割合※ 14% 14% 14%

Regional Internet Registry

LIR

利用者利用者利用者利用者利用者利用者利用者

国内のIPアドレスの配布ルート

LIR

RIPENCC
（ヨーロッパ）

LACNIC
（ラテンアメリカ）

AfriNIC
（アフリカ）

ISP

LIR

APNIC
（アジア太平洋）

誰もが使いやすいインターネットを目指して
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18% 4% 2%
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編集部：インターネットはいまや世界中の
人々にごく当たり前に利用されている、社
会生活に欠かせない重要なインフラで
す。その裏では世界中に点在するJPNIC

のようなインターネットレジストリがイン
ターネットを管理していることを、業界の
方であっても、普段意識することはあまり
ありません。そこで、インターネット資源
の管理とはどんなものか、なぜ必要なの
か、お聞かせください。
前村氏：「レジストリ（registry）」とは、英
語で商標や不動産などの「登録」「登記」
を意味する語です。インターネットの世界
でも、「IPアドレス」や「ドメイン名」など、
登録して管理すべきものがいくつかありま
す。これらのインターネット資源を管理す
る団体を「インターネットレジストリ」（以
下、「レジストリ」）と呼びます。
　IPアドレスやドメイン名は、インター

ネット上でどこからどこへ情報を伝達する
かを示す識別子で、いわば「インターネッ
ト上の住所」のようなもの。IPアドレスは
決まったビット数で表現される数値です
から、その数は有限です。これをインター
ネットに接続されるすべての機器に、世
界中で重複することなく割り当てなくては
なりません。また、文字列で表記されたド
メイン名は、住所としての役割のほかに、
企業や団体のブランド名を示すものとし
ても認識されているため、適切な登録管
理が必要です。

編集部：仮に、こうしたインターネット資
源を管理する人が誰もいなかったら、世
の中はどうなるのでしょうか？
前村氏：ひと言でいうと、混乱が発生しま
す。例えば、Aさんに送ったはずのメール
がまったく知らないBさんに届く、ニュース
サイトを開いたつもりが見覚えのない海
外サイトにつながってしまう、といったこと
が起こるでしょう。世界ではいま30億人が
インターネットを利用しているといわれ、
サイバー空間でも現実社会と変わらない
市民生活や経済活動が営まれています。
個人情報や機密情報、決済情報など、非
常にクリティカルな情報もやりとりされる
ため、それらを安全かつ確実に送受信す
る大前提として、IPアドレスの根本的な信
頼性が担保されなければ、社会インフラ
としてのインターネットは成り立ちません。

編集部：デジタル化の進展とともに、イン
ターネットの利用はますます重要になって
きています。現在、レジストリにとっての
課題は何でしょうか？
前村氏：ここ20年で一番大きくなってきた
のは、「プライバシー」「個人情報保護」の
問題です。インターネットもかつては規模
が小さく、ユーザーが限られていたため、
牧歌的に運営されていた時代がありまし
た。しかし、いまや世界中の誰もがイン
ターネットを使うようになり、生活が便利
になると同時に、悪意ある利用も増え、脅
威も高度化しています。こうした状況で個
人情報をインターネット上でやりとりする
ことへの警戒心が高まり、プライバシー保
護の重要性が大きく叫ばれるようになっ
てきました。一方で、レジストリは識別子
の使用者を特定できなくてはならず、その
情報を「WHOIS」というデータベースで公
開しています。識別子の管理と、それに
紐づけられている個人情報の保護とのバ
ランスが非常に難しくなっています。
　例えば、EU（欧州連合）では今年5月に
GDPR（一般データ保護規則）の施行が開
始され、EU居住者の個人データを扱う企
業はこれを遵守して個人情報を厳格に管
理することが求められるようになりますが、

GDPRでは「WHOIS」の個人情報がどう
位置づけられるのか明確に定義されてお
らず、いまだ議論が続いています。

前村氏：デジタル社会を迎える上でのも
う1つの大きな課題が、「IPアドレスの枯
渇」、つまり、IPアドレスが足りなくなって
しまうことです。インターネット人口の増
加に加え、さまざまなモノがネットワーク
につながるIoTが拡大するなか、IPアド
レスの需要は高まる一方ですが、前述の
ようにIPアドレスは有限の数値であり、

割り当てが進めば在庫が尽きてしまいま
す。現在使われている32ビットの「IPv4ア
ドレス」は約43億個存在しますが、未使用
在庫が2011年には世界的になくなり、
9,300万以上の割り当てを行ってきた
JPNICにも、未使用在庫はもうありません。
編集部：何か対策はあるのでしょうか？
前村氏：IPアドレスの枯渇は以前から予測
されていたことなので、JPNICとしては
2008年から他のインターネット関連団体
とともにタスクフォースを立ち上げ、課題
の周知と対応策の検討を進めてきました。
IPv4の枯渇後は、使われなくなったIPアド
レスを有効に再利用するポリシーを整備す
るほか、IPアドレスの「移転」という手続き
を取れるようにし、事業者間での調整を可
能にしました。根本的な対策は、128ビット
で3.4×10の38乗という莫大な個数がある
「IPv6アドレス」への移行ということになり
ます。開発当時は移行がスムーズに進むと
予測されていたのですが、事業者にとって
の技術的、経済的なメリットがあまりなく、
時間がかかっていました。「キャリアグレー
ドNAT（Network Address Translation）」
というアドレス変換技術によりIPv4を使い
続ける方法もありますが、最近になってこ
れではコスト負担が大きすぎるというビジ
ネス上の判断から、IPv6への移行を検討
する企業が増えてきており、移行への機運
が高まってきました。

編集部：インターネットは誕生からたった
30年の間に社会的な役割を担うまでに成
長しましたが、この間、JPNICの地道な
活動の積み重ねがあったことと思います。
発足当初から現在まで、どんな活動をさ
れてきたのでしょうか。
前村氏：そもそもインターネットが始まっ
たばかりの頃は、レジストリ機能を担う団
体はありませんでした。当時は南カリフォ
ルニア大学の故ジョン・ポステル教授が

レジストリの先祖のような役割を果たして
いて、IPアドレスの管理ルールも「アドレス
が欲しい人はジョンに連絡する」というだ
け。申請が来ると彼が「じゃあ、いいよ」と
いって配布していたんです。おおらかです
よね（笑）。そのうち日本の研究者の間で
インターネットに注目が集まりだすと、日
本からの申請メールが次 と々送られてき
て、ポステル氏だけでは処理しきれなく
なってきました。そこで、当時東京工業大
学で日本のインターネットの起源とされる
JUNET（Japan University NETwork）を
創設・運用していた村井純氏（現・慶應義
塾大学環境情報学部教授）にまとまった
数のIPアドレスが託され、これを大学教員
を中心とした「ネットワークアドレス調整
委員会」が管理するようになりました。これ
が日本におけるインターネットレジストリ
の始まりです。その後1990年代の初めに
JPNICの前身であるJNICが発足し、レジ
ストリ機能を引き継ぎましたが、当初の専
任担当者は3～4名ほど。当時はこの程度
の体制で良かったんですね。

編集部：生まれながらにインターネットを
使っているデジタルネイティブ世代には、
インターネットが人の手作業で管理され
ていた時代があったとは驚きでしょうね。
前村氏：コンピューター上のことなのです
べて自動で行われているように思われる
かもしれませんが、実際には電気や水道
などの社会資本と同じように、インター
ネットも根本の部分では人の手で成り
立っているわけです。
　インターネットの拡大とともに運用上
の課題が多様化、複雑化してきたことを
受け、学術組織の色合いが強かった
JNICは参加ネットワークを会員とする任
意団体JPNICとなり、1997年には社団
法人化されました。組織規模も大きくな
り、現在は28名の職員で運営しています。
JPNICの主な仕事は2つ、1つはここまでお
話ししてきたIPアドレスの割り当てと管理

（ドメイン名の管理は2002年に日本レジス
トリサービス（JPRS）に移管）。もう1つは、
インターネット基盤整備事業と呼んでいる
会員企業各社からの会費を原資とした公
益活動です（ファーウェイは2018年度から
会員）。資源管理やセキュリティなどイン
ターネットを支える重要な技術情報の調
査研究と普及啓発を行うほか、他の関係
団体とともにインターネットガバナンスに
関する議論に参画しています。平たく言え
ば、「インターネットのプロモーション」と
いったところでしょうか。グローバルでは
ISOC（Internet Society、アイソック）とい
う団体が担っている活動にあたります。

編集部：ファーウェイがサポートしている
「Internet Week」も、こうした公益活動
の一環なのですね。
前村氏：その通りです。1990年にインター
ネット関係者の情報交換の場としてス
タートした「IP Meeting」を前身とし、
1997年から現在の名称で毎年開催して
おり、昨年12月の実施で21回目を迎えま
した。当初は関係者間の調整を行う会合
という性格が強かったのですが、その後は
ネットワーク技術者への急速な需要の高
まりを受けて、エンジニアの育成に力を入
れてきました。最近では、インターネット
がインフラ化し、クラウドサービスなどの
利用も増えてきたことで、ネットワークの
構築そのものに関わるエンジニアが少なく
なり、「基盤技術は一部の専門家のもの」
とされる傾向があります。しかし、既存の
ネットワークやサービスを利用するエンジ
ニアの皆さんが基礎的な知識を持つよう
になれば、インターネットはよりよいものに
なっていくはずです。そのため、Internet 

Weekでは最新動向とともに基礎的な知
識を学べる機会を提供していきたいと考え
ています。端末からネットワークまで幅広
い事業を展開するファーウェイにこうした
趣旨を理解いただき、サポートや助言をい
ただけるのはありがたいことです。

編集部：JPNICの活動とは別に、一昨年か
ら国際団体ICANN（Internet Corporation 

for Assigned Names and Numbers、
アイキャン）の理事を兼任されています
が、ICANNとはどのような組織なのでしょ
うか。
前村氏：インターネットの各種資源の世
界的な調整を行うI C A N Nは、実は
JPNICより後の1998年に設立されまし
た。（P25年表参照）。当時はインターネッ
トの商用化が進み、全世界的に「.comド
メイン名」を含む商標をめぐる対立が問
題になっていました。ICANNはこうしたド
メイン名に関する商標の問題に対処する
とともに、「IANA」という非営利団体が
担っていたIPアドレスとドメイン名の管理
を引き継ぎ、グローバルで考えるべきイン
ターネット資源の調整について、世界の
各地域からの関係者の議論でルールや
方針を決めようと設立された団体です。
私はIPアドレスを担当する組織からの代
表として理事に選出されました。ICANN

では理事会を世界各国の出身者で構成
するという方針があり、アジア・太平洋地
域からの理事は私ともう1名（オーストラ
リア出身）となっています。

編集部： ICANNではどのような役割を果
たされているのですか。
前村氏： ICANNの主要な役割はグローバ
ルのドメイン名に関するポリシーの策定・
立案・実施ですが、ドメイン名の問題は商
標がからむこともあり、ビジネスの視点に
偏りがちです。一方、私はIPアドレス領域
の専門家として、ビジネスから離れた「イン
ターネットとはどうあるべきか」という観点
を提示しやすい立場にあります。また、ア
ジア出身という点からは、アジア地域は
欧米と比べて国ごとの文化的多様性が
とりわけ高いので、「誰もが使いやすいイン

大きくなっていくJPNICの役割、
その歴史と背景

世界中の誰もが使いやすい
インターネットを考える

ターネット」を実現するためにも、それを意
識した提案をするよう心がけています。例
えば、アルファベットで表記されるドメイン
名を各国の言語や文字種で使えるように
する「国際化ドメイン名」のプロジェクトで
は、私がワーキンググループのチェアを務
めています。日本人は比較的アルファベッ
トのドメイン名に抵抗がありませんが、中
国やアラブ圏ではアルファベットが読めな
い人も多く、自国の文字で表現されたドメ
インへの要望が高いです。しかし、グロー
バルにアクセスできるインターネット上で
は、他国の人が見て判読できないのは不
安だという考えもある。国際化ドメイン名
への取り組みは2000年代初頭に始まりま
したが、現在まで議論が続いています。

編集部：万人がインターネットを使う世界

では、多様な視点が必要になるのですね。
前村氏：そうですね。インターネットガバ
ナンスにおいては、マルチステークホル
ダーという考え方が重視されています。
世界各国、また産官学プラス利用者とい
う多種多様な利害関係者がガバナンスの
意思決定プロセスに関与することで、世
界中の人が幅広い目的で利用するイン
ターネットをより良いものにしていこうと
いう理念です。未来永劫、インターネット
を快適で便利なものにしていくにはどうす
ればよいのか、あらゆる関係者が知恵を
出し合って議論していく。J P N I Cや
ICANNはそうした場を提供するという役
割も担っています。こうした活動を通じて
社会インフラとしてのインターネットを支
え、そのさらなる進化を促進する一助とな
ればと思っています。

年に1回、インターネットに関する技術の研究・
開発、 構築・運用・サービスに関わる人々が一
堂に会し、 主にインターネットの基盤技術の基
礎知識や最新動向を学び、議論し、理解と交
流を深めるためのイベント「Internet Week」。
ベテランから若手まで、さまざまなネットワーク
エンジニアが集まり、多彩なテーマで技術セミ
ナーやセッションを実施しています。最終日には
母体となった「IP Meeting」の名を冠したフォー
ラムを開催。昨年は「向き合おう、“グローバル”
インターネット」をテーマに、JPNIC理事長で

インターネットを学ぶ・調べる～JPNICの主な普及・啓発活動
「Internet Week」の開催

インターネットやICT業界について調べるなら一度
は目にする、インターネットに関する最新動向と各
種統計データをまとめた『インターネット白書』。
JPNICは編集委員として企画・編集に携わってお
り、前村氏も寄稿者の1人となっています。今年度
版は2月に電子版・書籍版として発刊されました。

インターネット白書2018
デジタルエコノミー
新時代の幕開け
編者：インターネット
　　  白書編集委員会
発行：インプレスR&D

01

『インターネット白書』へのデータ提供02

早稲田大学教授の後藤滋樹氏による基調講演
のほか、ジャーナリストの津田大介氏や慶應義
塾大学教授の土屋大洋氏、株式会社企代表で
総務省情報通信政策研究所コンサルティング
フェロー等を務めるクロサカタツヤ氏らが登壇
したパネルディスカッションも行われ、これから
のインターネットのあり方について活発な議論
が繰り広げられました。ファーウェイは2015年
からInternet Weekに協賛し、参加者の交流
促進のために会場でのコーヒーブースの提供
などを行っています。

くわだて
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A. ウズベキスタンは1991年の独立から
2016年まで25年間続いた長期政権下で国
内産業の育成に重点を置いた政策が採ら
れ、外国企業の参入が難しい市場でした。
ファーウェイは1999年にわずか5名の従業
員でウズベキスタン・オフィスを開設して以
来、お客様やパートナー企業との協業を通
じて一歩ずつ信頼を築き上げてきました。
　最初のブレークスルーは2001年、現
地の通信事業者にGSM（2G）の装置を
提供したことでした。その後、2008年に
CIS（独立国家共同体）地域初の3Gサー
ビスを実現、2011年には同地域で最初
のLTEプロジェクトに着手しました（商用
化開始は2016年）。法人向け事業も
2011年にスタートし、国内の複数の大学
にビデオ会議システムやWi-Fiソリュー
ションを提供しているほか、財務省の省
内ネットワークも構築しています。2013

年には、中国とウズベキスタンの合弁会
社であるアジアトランスガスと天然ガス
パイプライン建設をサポートするネット
ワークの提供に合意し、13種類にも及ぶ
サブシステムの立ち上げを含む大規模か
つ複雑なプロジェクトを成功させました。
　一昨年からは、広告・マーケティングを
テーマとしたイベント『ADWEEK』で、グ
ローバルな実績を背景としたイノベー
ションが評価され、「最も革新的なブラン
ド」に2年連続で選出されました。国家民
営化促進・競争力強化委員会や商工会
議所が主催し、国内のさまざまな業界の
エキスパートが交流するイベントでこうし
た評価をいただけたのはとても光栄です。

A. ウズベキスタンは近隣諸国に比べて
治安がよく、気候も安定しており、人材

確保や事業環境の整備がしやすいという
利点があります。2008年に最初の地域
オフィスが設置されましたが、現在は一
部の機能をトルコに移し、技術ソリュー
ションを中心としたサポートを各国に提
供しています。また、グローバルで入札業
務をサポートする入札サービスセンター
や、お客様やパートナー企業と共同でソ
リューションの開発やテストを行う中央ア
ジア唯一のCSIC（Customer Solution 

Innovation & Integration Experience 

Center）もあり、ファーウェイにとって重
要な拠点となっています。

A. ウズベキスタンには2,000万人以上の
携帯電話ユーザーがいますが、約70％
がフィーチャーフォンを使用しています。
スマートフォン市場はまだ発展途上です
が、若者を中心に手ごろな価格のハイク
オリティなスマートフォンに対する需要が
年々高まっています。ファーウェイ製品
で『P8lite』や『Honor』など、100万ウズ
ベキスタン・スム（約1万3,000円※）以下
のエントリーモデルが人気です。ウズベ
キスタンではSIMロックフリー端末と
SIMカードを別々に購入するのが主流で
すが、通信事業者と共同で「ファーウェイ
端末を買うとボーナスパケットがもらえ
る」といったプロモーションを行うことも
あります。Facebookのほか、ロシア発
のSNS『Odnoklassniki（アドナクラース
ニキ）』やモバイルペイメントにも使える

メッセンジャーアプリ『Telegram』が普及
しており、ここ数年でさまざまなアプリや
モバイルサービスが広がりを見せています。

A. ウズベキスタンで事業を開始してから
20年近く経ちますが、一般の消費者には
最近までファーウェイというブランドがあ
まりよく知られていませんでした。そこで
2016年、アジアサッカー連盟から最優秀
レフェリーに5回選出されたサッカー審判
員のラフシャン・イルマトフ（Ravshan 

Irmatov）氏をブランドアンバサダーに任
命しました。誠実、信頼、公平を体現する
人物として国民から尊敬されている同氏
を起用することで、「ファーウェイ製品は正
しい選択肢」「安心のカスタマーサポート」
というメッセージを発信しています。また、
2016年のリオデジャネイロオリンピックの
際にはボクシングのウズベキスタン代表
選手団のスポンサーとなり、選手たちは
金メダル3個、銀メダルと銅メダル2個ず
つを獲得、大健闘しました。こうした活動
を通じてメディアへの露出も増え、ダイナ
ミックな成長と信頼できるサポートという
企業イメージが浸透してきました。

A.ICT人材の育成に注力し、80校以上の
大学、高校、中学校でICTを活用したイン
タラクティブな授業を実現したほか、タ
シュケント情報技術大学とともにHAINA

世界1 7 0か国以上で事業を展開する
ファーウェイ。このコーナーではその中か
ら毎回1つの国を取り上げ、各国の通信
事情や市場の動向、ファーウェイの事業
展開や社会貢献活動について、現地の
広報部員に聞きます。

（Huawei Authorized Information and 

Network Academy）を立ち上げ、年間
200名以上の学生にICTトレーニングを
提供しています。昨年はインハ大学タシュ
ケント校（韓国の仁荷大学の分校）で奨学
金制度も開始しました。今後も熱意ある将
来有望な学生たちをサポートし、彼らが最
大限に力を発揮して目標を達成できる環
境を提供していきたいと考えています。
　ウズベキスタンは現在、新たに就任し
た第2代大統領のもとさまざまな改革が進
められており、とりわけICT産業の育成は
重要な政策課題です。政府は昨年、技術
革新や起業支援を目的にイノベーション
センターを設立。大統領は2018年を「活
発な起業精神と革新的なアイデア・技術
をサポートする年」と位置づけており、さら
なる取り組みが期待されます。国内でICT

部門のトップ10に入る企業とみなされて
いるファーウェイは、デジタル変革に向け
て大きく舵を切ったウズベキスタンの発展
を、テクノロジーの推進と人材育成で引き
続き後押ししていきます。

Q. 外国企業に対する規制が厳しい
ウズベキスタン市場で、ファーウェイ
はどのようにして事業を成長させて
きたのでしょうか。

Q. スポーツを通じたブランディング
も始めていますね。

Q. CSRではどんな取り組みをしてい
るのですか。

Q. ウズベキスタンには中央アジア・
コーカサス地域オフィスの機能も
一部置かれていますね。

Q. ウズベキスタンのスマートフォン
市場について教えてください。

HUAWEI Global
Nodes & Links

世界の
ファーウェイから

設　　立
所 在 地
従業員数

1999年
タシュケント
約300名、うち60％以上が現地採用（2018年2月現在）

：
：
：

ファーウェイ・ウズベキスタン

ウズベキスタンの通信事情
固定電話加入者数・普及率 ： 341万人・11.3％
携帯電話加入者数・普及率 ： 2,327万人・77.3％
インターネット普及率（利用者ベース） ： 46.8％
固定ブロードバンド加入者数・普及率 ： 275万人・9.1％（ITU調べ、2016年現在）
主要通信事業者 ： ウズベクテレコム（Uzbektelecom）、UMS、ビーライン（Beeline）、
　　　　　　　　ユーセル（Ucell）、ペルフェクトゥム（Perfectum）

1 2 3

2006年から協賛しているウズベキスタン最大のICT
イベント『ICT Week』。昨年はセーフシティソリュー
ション、教育機関・政府機関向けソリューション、ス
マートホームなどを展示した。政府主導のイベントだが
若者にも人気で、ファーウェイは通信事業者のブース
で端末製品もアピールしている

※1ウズベキスタン・スム＝0.013円換算

ファーウェイ・ウズベキスタン
渉外・広報本部
広報マネージャー

ダヴロン・アジゾフ
（Davron Azizov）

今回登場するのは…

ウズベキスタン国立世界言語大学の国際ジャーナリズム学部を卒
業後、米国のストレイヤー大学で行政学の修士号を取得。学生時
代からウズベキスタンの国営テレビ局で記者を務め、ジャーナリズ
ムの経験を積んできたが、次第に広報への関心を高め、2010年に
転職。官公庁、非政府組織、国際機関、企業の広報担当を経て、
2016年にファーウェイに入社。大学時代には第二外国語として文
法がウズベク語と近い日本語を専攻、「私はウズベク人です」と日本
語で自己紹介できるのを誇らしく思っている。週末は2人の子ども
たちと郊外に出かけ、自然の中でゆっくりと過ごす。大のサッカー
好きで、かつてユースチームでプロとしてプレーしていた経験も。

■ウズベキスタンでファーウェイのブランドアンバサダーを務める、サッカー審判員のラフシャン・イルマトフ氏（中央）　■2016年のリオデジャネイロオリンピックではボクシングの
代表選手団のスポンサーに。選手たちは大健闘を見せ、11名中7名がメダルを獲得した　■タシュケント情報技術大学では2016年からICT教育プログラムHAINAを実施
1 2

3

ウズベキスタン

転換期を迎えた社会のデジタル変革を後押し

ファーウェイ・
ウズベキスタン
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『HUAWEI nova 2』

KDDI、沖縄セルラー電話、
UQコミュニケーションズ、UQモバイル沖縄より
2018年1月26日発売
基本性能を重視する人たちや、SNSを中心にコミュニケーションやエンターテイメン
トを積極的に楽しむ人たち向けに、「カメラ機能」「使いやすさ」「サウンド」を追求した
スマートフォン。ダブルレンズのメインカメラと約2,000万画素のサブカメラを搭載。
ちょうどいいサイズ感の約5.0インチディスプレイとコンパクトな軽量ボディ、急速充
電、独自のサラウンド効果が楽しめる最新音響技術など、多彩なニーズに対応。
ファーウェイがKDDI、沖縄セルラー電話向けに初めて提供するスマートフォンです。

話しています。また、出店にあたりご協力いただいたヨドバシカメ
ラ通信サービス商品事業部長の松月俊雄氏は「幅広いライン
ナップと品質の良さがファーウェイの魅力です。秋葉原は技術に
詳しいお客様が多いので、ここでしかできない専門性の高い接客
と最新情報の発信に期待したいですね」と語ってくださいました。

　ファーウェイ・ジャパンはこれまで、SIMロックフリースマート
フォンやタブレット、ウェアラブルなどの端末製品を家電量販店
の各売場でお取扱いいただいていたほか、楽天市場内の直営
オンラインストアをはじめとするECサイトなどで販売してきまし
た。2016年には東京・銀座、2017年には大阪・梅田にサポート
や修理の窓口としてカスタマーサービスセンターを開設していま
すが、販売はアクセサリーのみとなっていました。
　今回、ワンストップのショッピング体験と、より専門性の高い
製品アドバイスをお客様に提供するため、初の実店舗を秋葉原
にオープン。駅前のランドマーク的存在であるヨドバシカメラマ
ルチメディア Akibaの1階、アップルやマイクロソフト、通信事業
者各社が出店するフロアのほぼ真ん中に、ファーウェイ・ショッ
プがあります。
　シンプルで落ち着いた雰囲気の店内には、昨年発売した話題
のAI搭載スマートフォン『HUAWEI Mate 10 Pro』をはじめとす

ますます広がる豊富なラインナップ。
ファーウェイ・ジャパンの端末最新情報をご紹介します。

スマートフォンからウェアラブル、Wi-Fiルーターまで
幅広いラインナップが一堂に

専門スタッフのサポートで安心の購入体験

お客様の信頼にお応えする
充実したサービスとユーザー体験

る最新スマートフォンから、『MediaPad』タブレット、『Mate-

Book』シリーズ、『HUAWEI WATCH』 などのウェアラブル、モ
バイルWi-Fiルーターまで、幅広いラインナップを展示し、すべ
てタッチ＆トライが可能。ファーウェイ製品を熟知した専門スタッ
フが常駐し、的確なアドバイスでお客様のショッピングをサポー
トするほか、製品や使い方に関するご質問にお答えしています。

　ご来店されたお客様からは、「他店の売場ではわからなかった
ことが、ファーウェイ・ショップならわかると思って来てみた。い
ろいろ教えてもらえて、疑問が解消したのでよかった」「専門ス
タッフからの詳しい説明があり、安心して購入できた」といったお
声をいただいています。
　ファーウェイ・ショップのスタッフは「インターネットでショップ
の開店を知って来店した、実際に使い方を相談しながら製品を
選びたくて来店した、といった購入意欲の高いお客様が多くい
らっしゃいます。製品についてよりよく知っていただき、納得して
ご購入いただけるよう、ていねいなサポートを心がけています」と

2月24日、日本で最初の「ファーウェイ・ショッ
プ」が東京・秋葉原のヨドバシカメラマルチメ
ディア Akiba内にオープンしました。店舗では
ファーウェイの幅広い端末製品を手に取って
ご覧いただけるうえ、専門スタッフが製品の特
長や使い方に関するサポートやアドバイスを
提供しています。店内の様子とともに、お客様
やヨドバシカメラ担当者の声をご紹介します。

KDDI、沖縄セルラー電話、UQコミュニケーションズより
2018年1月19日発売
スピード感あふれるシャープなデザインが特長の受信最大708Mbps※1対
応のモバイル Wi-Fiルーター。これまでお使いのWi-FiルーターからWi-Fi

接続情報 （SSID、暗号化モード、暗号化キー） を手軽に移行できる「お引
越し機能」を搭載※2。別売りの有線LANポート付クレードルを使用すれ
ば、有線LAN機能付きホームルーターに早変わりします。

『Speed Wi-Fi
  NEXT W05』

　ファーウェイは昨年、BCNランキング※でSIMフリースマート
フォンのメーカー別販売台数が年間第1位となり、BCN AWARD 

2018「SIM フリースマートフォン部門」を初受賞しました。また、
『ケータイWatch』「読者が選ぶケータイ of the Year 2017」の
「SIMフリーモデル部門」で『HUAWEI Mate 10 Pro』が第1位、
トップ5のうち4機種をファーウェイの端末が独占したほか、価格.

comプロダクトアワード2017「SIMフリースマートフォン部門」で
『HUAWEI nova lite』が金賞、『HUAWEI Mate 9』が銀賞を受賞
するなど、ユーザーの皆様から高い評価をいただいています。
　こうした注目と信頼にお応えしていくため、ファーウェイは今後
もショップやカスタマーサポートでの充実したサービスを通じて、
お客様により質の高いユーザー体験を提供し続けてまいります。
皆様のご来店・ご利用をお待ちしております。

秋葉原に初の「ファーウェイ・ショップ」がオープン！

ファーウェイ・ショップ 店舗情報
東京都千代田区神田花岡町1-1
ヨドバシカメラマルチメディアAkiba 1階
JR山手線他秋葉原駅より徒歩1分
営業時間 9:30～22:00

※1 東名阪の一部エリアで提供。ハイパフォーマンスモード設定時かつハイスピード
プラスエリアモード （有料） ご利用時。受信最大300Mbps対応エリアは対象外です。
※2　旧機種のWi-Fi設定によっては引き継げない場合があります。

※全国の家電量販店、ECサイトより集計したPOSデータに基づく実売ランキング。

MVNO各社より2018年2月9日発売
市場想定売価25,980円（税抜）
充実スペックで手ごろな価格のエントリーモデル。約5.65インチ、18：9の
超ワイド大画面ディスプレイを搭載しながら、コンパクトで女性にも持ち
やすいボディサイズに。メインカメラには美しいボケ味を生むダブルレン
ズカメラを採用し、背面の高感度指紋認証センサーでロック解除も簡単。
パワフルな高性能オクタコアCPU「HUAWEI Kirin 659」と、ユーザーのア
プリの使用習慣を学習する機能で、快適なレスポンスを実現します。

『HUAWEI
 nova lite 2』
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2018 . 2 . 28 ～ 3 . 2
東京ビッグサイトで開催された『スマートグ
リッド EXPO』に出展、太陽光発電向けソ
リューション『FusionSolar』などを展示した
ほか、スマートソーラー事業部 シニアプロダ
クトマネージャー 張金林（ジャン・ジンリン）
が専門セミナーにて講演

2018 . 3 . 1
2018年度新卒採用の募集を開始

2018 . 5 . 9 ～ 11
東京ビッグサイトで開催される『Japan IT 
Week』の『IoT／M2M展』『データストレー
ジExpo』に出展

2018 . 5 . 23 ～ 25
東京ビッグサイトで開催される『ワイヤレス
ジャパン2018』で5Gに関する講演を行うほ
か、同時開催の『ワイヤレス・テクノロジー・
パーク2017』内5G特設パビリオン「5G 
Tokyo Bay Summit2018」にて最新の5G
研究開発の成果を披露

2018 . 6 . 13 ～ 15
幕張メッセで開催される『Interop Tokyo 
2018』に出展

2018 . 1 . 24 ～ 26
広島国際会議場で開催された日本ネット
ワークオペレーターズグループの年次会議
『JANOG41ミーティング』に協賛、ネット
ワーク製品を展示したほか、法人ビジネス
事業本部 ソリューション＆マーケティング
部  シニアソリューションセールスマネー
ジャー  高木圭一とソリューションマーケ
ティングマネージャー 南保邦亮が『中国三
大OTT事業者のネットワーク事例検討』と
題した講演に登壇

2018 . 2 . 8
パレスホテル東京にて、ファーウェイの法人
向け製品・ソリューションのお客様向けにIP
ネットワークの最新ソリューションを紹介す
る『IPネットワークセミナー』を開催、お客様
やパートナー企業にもご登壇いただき、導
入事例を共有

サイエンス・インカレに協賛、
「ファーウェイ賞」を授与

その他の主なニュース

2018 . 2 . 7
OPNFV（Open Platform for NFV）認証プ
ログラムから認証を受ける最初のNFVI
（Network Functions Virtualization 
Infrastructure）ベンダーの1社に

2018 . 2 . 7
ガートナーのハイパーコンバージドインフラ
ストラクチャに関するマジック・クアドラント
で「チャレンジャー」に選出

2018 . 2 . 8
業界パートナーと共同で設置したVRオー
プンラボがエンドツーエンドのクラウドVRシ
ステムのプロトタイプを発表

2018 . 2 . 14
カナダの通信事業者テラス（TELUS）と共同
で、バンクーバーに設置した5Gリビングラボ
において、3GPPの標準規格に準拠した5G 
WTTx対応ユーザー宅内装置（CPE）を使っ
た北米初のトライアルを開始

2018 . 3 . 8
欧州特許庁に年間2,398件の特許を出願、
中国企業初の出願件数首位に

2018 . 3 . 13
フォレスターリサーチの「The Forrester 
Wave™：SDN向けハードウェアプラット
フォーム（2018年第1四半期）」において、
ファーウェイのCloudEngineシリーズの
データセンタースイッチが評価され、「リー
ダー」に位置づけられる

2018 . 3 . 13
ボーダフォン、ボッシュとC-V2XによるACC
（アダプティブクルーズコントロール）のトラ
イアルに欧州で初めて成功

2018 . 1 . 12
ドイツ・デュースブルク市とスマートシティ構
築に向けた覚書を締結

2018 . 2 . 6
テレフォニカと高信頼低遅延通信（URLLC）
支援運転に向けた世界初となる5G-V2Xの
PoC試験を完了

2018 . 2 . 6
ファーウェイ取締役会長 孫亜芳（スン・ヤー
ファン）がテリーザ・メイ英国首相と会談し、
今後5年間で新たに30億ポンド（約4,583億
円※）の対英投資を発表

　2月26日～3月1日、スペイン・バルセロ
ナで開催されたMobile World Congress

（MWC）2018で、ファーウェイは今年も会
場となったFira Gran Via のホール 1（通
信事業者向けネットワーク製品・ソリュー
ション）、ホール 3（スマートデバイス製
品）、ホール4 Innovation Cityゾーン（ワ
イヤレスXラボ）に展示ブースを設け、5G、
オールクラウドネットワーク、動画、IoTの
世界的な普及を支える技術やソリュー
ションを披露しました。
　展示ブースでは、商用5G対応設備・
機器を含む20以上の新製品を発表する
とともに、市場規模23兆米ドル（約2,459

兆1,600億円※）ともいわれるデジタル変
革市場における基盤づくりに向けて、世
界各地で300社以上のパートナーと実施
している協業の成果を披露しました。ま
た、会期中チャイナモバイル（中国移動）、
ドイツテレコム、フラウンホーファー オー
プン通信システム研究所、GEなどととも
に5Gスライシング協会の設立を発表しま

MWC 2018に出展、
8部門でGLOMO賞を受賞 

その他の主なニュース

ファーウェイ本社およびファーウェイ・
ジャパンの最新情報は、当社ウェブサイト
をご覧ください。

※1ポンド=152.78円換算（2018年2月6日現在）

※1米ドル＝106.92円換算（2018年2月26日現在）

ファーウェイ・ジャパンの企業情報を発信
する公式Facebookアカウントもあわせて
ご覧ください。

した。同協会は、垂直産業の多様なニー
ズを踏まえながら、5Gネットワークスライ
シングの潜在的な応用シナリオを検討
し、新たなビジネスモデルの具体化、推
進を目指すものです。
　MWCの主催者であるGSMAが授与する
GLOMO賞では、長年にわたる技術革新
への取り組みや広範なデジタルエコシステ
ムの構築、企業の社会的責任への貢献が
評価され、「Outstanding Contribution 

to the Mobile Industry（モバイル業界へ
の優れた貢献賞）」、「Best Mobile Net-

work Infrastructure（モバイルネットワー
クインフラ最優秀賞）」など計8つの賞を受
賞しました。

「ファーウェイ賞」を受賞した別府大学食物栄養科学
部食物栄養学科3年 二宮香織さん、本浪歩実さん、
瀬口まゆさん

GSMA会長 スニル・バーティ・ミタル（Sunil Bharti 
Mittal）氏（右）から「モバイル業界への優れた貢献賞」
を受けるファーウェイ取締役副会長兼輪番CEO胡厚
崑（ケン・フー）

欧州特許庁への
年間特許出願数トップ7（2017年）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

出典：欧州特許庁

前年比

ファーウェイ（中国）

シーメンス（ドイツ）

LG（韓国）

サムスン（韓国）

クアルコム（米国）

フィリップス（オランダ）

ユナイテッド・テクノロジーズ（米国）

インテル（米国）

ボッシュ（ドイツ）

エリクソン（スウェーデン）

2,398

2,220

2,056

2,016

1,854

1,733

1,719

1,435

1,412

1,373

+0.3%

+18.7%

-11.1%

-13.0%

+8.8%

-1.9%

-16.8%

+13.2%

+6.4%

+16.1%

　3月3日～4日、立教大学池袋キャンパ
スで開催された文部科学省主催第7回
『サイエンス・インカレ』に協賛し、別府大
学食物栄養科学部食物栄養学科3年  

二宮香織さん、本浪歩実さん、瀬口まゆ
さんの「別府『湯の花』の皮膚に対する効
果」に関する研究に、サイエンス・インカ
レ・コンソーシアム参加企業賞「ファー
ウェイ賞」を授与しました。ファーウェイ
は2015年から4年連続で同大会に協賛
を行っており、「新規性」「実用性」「グ
ローバルに活躍できるコミュニケーション
力」を基準として選出する「ファーウェイ
賞」を授与しています。今回は、日本全国
から参加した学生169組が研究成果を披
露しました。
　受賞研究は、大分県別府市の無形民
俗文化財「湯の花製法」で作られた「湯
の花」の効能を、抗菌活性作用、免疫系
への影響、皮膚基底層への浸透など、さ
まざまな角度から科学的に検証したもの

です。当たり前と思われていた古い文化
に科学のメスを入れ、イノベーションの種
の発掘につなげられる可能性に気づきを
もたらすもので、地域活性化という社会
課題の解決にもつながるという評価から、
今回の授賞を決定しました。
　ファーウェイはICTの研究開発に継続
的に投資し、国連の持続可能な開発目標
（SDGs）の達成への貢献を目指していま
す。とりわけ、ICTとの相関が高い教育に
関する目標4の向上に重点を置き、ファー
ウェイ社内の研修機関であるファーウェ
イユニバーシティと世界45か所に設置す
るトレーニングセンターでのICT人材育成
のほか、日本では「サイエンス・インカレ」
への協賛や、日本を含む世界108か国か
ら3,650名の学生が参加するファーウェイ
本社（中国・深圳）でのICT研修プログラ
ム「Seeds for the Future」などを通じ
て、人を起点とした地域社会への貢献を
進めています。
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グローカルな多国籍チームで
成し遂げた「世界初」

堀江：デリバリーサービス（D&S）事業本
部は、お客様の通信ネットワークの安定
稼働をサポートする部門で、ネットワーク
設計から導入、プロジェクト管理、最適
化、保守などを行います。私はお客様の
ネットワークの課題を分析し、アカウント
チームとともにソリューションを提案し、
プロジェクト受注後は実際のデリバリー
までを一気通貫で担当しています。
マーク：同じくD&Sで、無線エンジニアとし
てプロジェクトマネージャー（PM）や本社
R&Dスタッフと密に連携し、お客様に高品
質なソリューションを提案しています。
苗：ファーウェイ・ジャパン初の新卒採用
で入社し、D&Sでお客様のネットワーク
の最適化を担当してきました。入社4年目
となる昨年12月にソリューション営業を
担当する部門に異動しました。

堀江：実は2度入社しています。2011年か
ら2年ほど勤務した後、外資系の同業他
社に転職しました。しかし、ローカルに決
定権のない研究開発に近い業務だったこ
とや、メールの書き方にも必要以上に気を
遣う社風が肌に合いませんでした。ファー
ウェイはグローバル企業ですが、お客様に
日々接する私たち自身が主体的に業務を
進められます。在職当時の中国人上司に
相談したところ、戻ってきていいよと歓迎
してくれたため、2014年に復帰しました。
マーク：私もファーウェイには2度目の入
社です。1度目は2011年、大学在籍中に
インターンシップをしたことがきっかけで
ファーウェイ・フィリピンに入社しました。
2年以上大規模なプロジェクトで経験を
積みましたが、当時フィリピンでは2Gや3G

ネットワークが主流だったため、先進市
場である日本で4Gネットワークを勉強し
ようと、来日して技術系ベンチャーに転職

しました。その後、もっと商用プロジェクト
に関わりたいと考え、再度日本でファー
ウェイの一員となりました。
苗：私は新卒第1期生として2013年に
ファーウェイ・ジャパンに入社しました。学
生時代から日本製品の高い技術力に憧れ
ていたため、日本の難関大学に多くの卒
業生を輩出している東北育才外国語学校
で日本語を学び、東京工業大学・大学院
に進学してMIMOなどの無線ネットワーク
技術を研究しました。説明会で話を聞い
た若手社員の活躍が印象的で、中国語・
日本語・無線の知識という自分の強みを
発揮できそうだと感じ、入社を決めました。

堀江：PMとして、ネットワークのプラン
ニングから現場での最適化まで、全
フェーズをサポートしました。検証段階で
それまでの平均6.7倍に達する通信速度
が出た時は驚きましたし、世界最先端を

　2016年9月、5Gの要素技術「Massive MIMO（マッシブ マイモ）」を活かし、通信速度が遅くなりがちな駅や繁華
街での快適なモバイル通信を実現する世界初のサービスが、日本で開始されました。この「世界初」をパートナー
として支えたファーウェイ・ジャパンのプロジェクトチームには、一度は退社して戻ってきた日本とフィリピンの
中堅社員、そして新卒1期生で入社3年目の中国人の若手社員が参加していました。

ファーウェイ・ピープル

H U A W E I  P E O P L E

グローカル（グローバル＋ローカル）化を目指すファーウェイ・ジャパンで、多国籍のチームでお客様のビジネスの成功を
支えるチャレンジややりがいについて、デリバリーサービス事業本部のメンバーに聞きました。

日本と本社、双方のサポートで
お客様への価値を最大化

日本という先進市場で
「世界初」の実現に携われる魅力

Theme

部署とご自身の紹介を
お願いします。Q

入社のきっかけを
教えてください。Q

これからの目標を
聞かせてください。Q

ファーウェイは成長の
チャンスが多い会社ですか？Q

多国籍のチームで
スムーズにコミュニケーションを
進めるコツは？

Q

「Massive MIMO」
商用化プロジェクトでの
皆さんの役割は？

Q

誰よりも先に体感でき興奮しました。先進
的な日本市場で、ファーウェイの先端技術
の導入をいちはやく決断されたお客様とと
もに商用化できたのは貴重な経験でした。
マーク：私は本社のR&Dチームと連携し
て、堀江さん達が吸い上げてきたお客様の
ご要望や課題に対しどんなソリューション
が可能かを探り、提案する役割です。
苗：私はこのプロジェクトでも活用された通
信品質の最適化ツールの導入にあたり初
めてチームリーダーに任命されました。社
内の技術リーダーのフォローがあったもの
の、入社2年目で、最初は正直怖かったの
ですが、お客様のもとへ足を運び、やりとり
を重ねていくなかで徐 に々評価をいただき、
自信につながっていたので、このプロジェク
トに再び参画できたのはうれしかったです。

堀江：本社からの出向社員の多くは日本
語を話せないため、私たち日本採用の
社員にはお客様との的確なコミュニケー
ションが期待されています。チーム内で
お客様のご要望が共有されていない時
は、はっきり指摘して軌道修正します。

こうした努力は、社内でも高く評価されて
いると感じますね。異なるバックグラウン
ドを持つスタッフに自分の意見を納得し
てもらえるように伝える力が必要です。
苗：誤解は必ず生じるものなので、それを
前提に重要事項は必ずメールで報告し、
社内のビジネスチャットツールや電話で
再確認しています。また、スケジュール管
理やお客様のご要望の理解に長けた日
本人の管理職と、製品や技術に強い本社
の研究開発スタッフという2つのリソース
からサポートを得て自分のアウトプットを
最大化するよう心がけています。
マーク：私の場合は日本語と中国語とい
う2重の言語の壁がありますが、仕事上
問題に感じたことはありません。ビジネス
プラクティスの違いに留意する必要はあ
りますが、重要なのはお客様の課題を解
決できるかどうか。その目的さえ共有でき
ていれば、壁は乗り越えられます。

苗：自分で勉強しなければならないことが
多いのは大変ですが、努力を糧に確実に
成長できます。焦って結果を出そうとせ
ず、わからないことは先輩社員に聞けば
必ず助けてくれます。
堀江：経験を積んで徐々にステップアップ

慶應義塾大学 博士課程（電子工学専攻）修了
後、ロンドン大学 中央通信研究所にリサーチア
シスタントとして勤務。帰国後、技術系ベンチャー
を経て、2011年にファーウェイ・ジャパン入社。
2013年に同業他社に転じた後、2014年に再入
社。多数の商用プロジェクトに参画し、2017年
には成績優秀者として個人表彰を受ける。保育
園への送迎が楽しみなパパでもある。

デリバリーサービス
事業本部
ネットワーク
パフォーマンス
オフィサー

堀江 亘
（ほりえ・わたる）

フィリピン・マプア工科大学（現マプア大学）電
気通信エンジニアリング部卒業後、2011年に
ファーウェイ・フィリピンに入社。約2年半の在
籍後、無線技術系ベンチャーへの転職のため
来日。2014年末にファーウェイ・ジャパン入社。
2016年、従業員の互選によるフューチャース
ター賞を受賞。日本では南国の故郷マニラとは
異なる四季を満喫している。

デリバリーサービス
事業本部
LTE-WCDMA
RFエンジニア

マーク・アンソニー・
ヴィセンシオ
（Mark Anthony Vicencio）

東京工業大学 修士課程（電気電子コース）修了
後、2013年に新卒第1期生としてファーウェイ・
ジャパンに入社。デリバリーサービス事業本部
で無線ネットワークの最適化に携わったのち、
2017年12月より現職。2014年に成績優秀者と
して個人表彰を受ける。中学の同級生だった妻
と子どもの3人家族。遼寧省出身。

マーケティング＆
ソリューション
セールス本部
セールスサービス＆
マーケティング部
マネージャー

苗 寅培
（ビョウ・インベ）

というより、業務をしながら学んでもらう
ため、若くてもチームリーダーを任せても
らえることがよくあります。実績重視なの
で、モチベーションも上がりやすい。派遣
社員からの正社員登用も多いですよ。
マーク：本社のR＆Dチームが技術面で
しっかりサポートしてくれるので、日頃の
業務からも多くを学べます。また、毎年全
社で優秀チームや優秀社員に賞を授与
するほか、部門ごとに毎月表彰を行うな
ど、さまざまなインセンティブがあり、やり
がいにつながっています。

苗：昨年12月にソリューション営業部門
に異動し、求められる知識の幅が広がり
ました。多様な製品をしっかり理解して、
お客様に最適なソリューションを提案で
きるようになりたいと思います。
マーク：5GやIoT、自律運用ネットワーク
の商用化などに関わりたいです。それに
向けて社内のeラーニングシステムなどを
活用しながら勉強を続けています。
堀江：5Gをリードするファーウェイでは学
びのチャンスがたくさんあり、プロジェク
トへの参加希望も実績が伴えば受け入れ
てもらえるので、知識を深め、5Gのプロ
ジェクトに携わりたいと思っています。
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　太原を一度も出たことがなかったので
すが、日本で最先端の技術を学びたいと
考え、一念発起して留学しました。最初
の数年は中華料理屋などでアルバイトを
しながらの学生生活で、つらいこともあり
ましたが、学費を工面して送りだしてくれ
た家族と、この時の経験のおかげで、いま
の私があると思っています。
　来日前から技術力に優れた企業として
ファーウェイに魅力を感じていましたが、
希望職種での募集がなく、最初は別の企
業に就職しました。そこでデータセンター
のスイッチを当時法人向け事業を立ち上
げたばかりのファーウェイの製品にリプ
レースしたのですが、私は最初の顧客の
1人だったはずです。その後、同事業の拡
大にともない採用職種も増え、念願の
ファーウェイへの転職が実現しました。
　ファーウェイ製品を使う側から、お客
様に提案する立場へと変わり、技術への
より深い理解が求められるようになりまし
た。さまざまな業種のお客様やパートナー
と1つのチームとなって課題を解決してい
くことにやりがいを感じます。2年前に帰
化し、家族もできて、この国に根を張って
生きていこうと決心しています。来日して
10年、これまでサポートしてくれた多くの
人たちに感謝の気持ちでいっぱいです。紀元前に建てられた道教寺院「晋祠」（撮影：Gisling）

漫遊中国

　今年のMWCでは、ファーウェイブースへの
入場者数が過去最高を記録しました。お越しく
ださった皆様に、心より御礼申し上げます。
『HuaWave』では毎年ジャーナリストによる
MWCレポートをお届けしていますが、今年は
趣向を変えて、3つのトピックを軸に異なる書き
手の方からご寄稿いただきました。もはや「モバ
イル通信の展示会」という枠におさまらない、
MWCの幅の広さが伝わったようでしたら幸い
です。今年1年間で、いよいよ5Gの商用化が近
づき、世界各地でスマートシティの取り組みが
ますます進展し、ロボットやAIもさらなる進化を
続けることでしょう。来年のMWCがどんな姿に
なるのか、いまから楽しみです。

編集後記

HuaWave編集部（huawave@huawei.com）

古代から文明が栄えた「皇帝の都市」

山西省太原市
さん       せい     しょう     たい       げん       し

　山西省の省都である太原市は、黄河の
支流が流れ、古代から文明が栄えた歴史
ある街です。7世紀に唐王朝を建国した
李淵が最初に挙兵した地としても知られ、
太原で育ったその息子李世民（唐の第2代
皇帝、太宗）がきわめて優秀な君子であっ
たことから、皇族の優れた子息を「太原公
子」と呼ぶようになりました。多くの皇帝
が太原に都を置いたことから、竜城（「竜
＝皇帝」の都市）という別名もあります。
　また、古くから鉄や塩の取引で商人が
富を蓄え、明や清の時代には金融業も手
がける山西商人が中国全土で活躍しまし
た。近代以降は石炭などの豊富な地下
資源を活かし、工業都市として発展を遂
げています。

　山西省は「麺食のふるさと」と呼ばれて
おり、多彩な麺料理が楽しめます。代表
的なのは刀削麺。日本では西安のものが
有名ですが、実は山西が発祥です。他に
も、包丁ではなく箸で切り落として作る剔
尖（ティージェン）や、猫の耳のように丸め
た猫耳朵（マオアーデュオ）、手で伸ばし
て作るおなじみの拉麺（ラーミェン）など
があり、小麦粉以外に高粱（コーリャン）
を原料にした麺もよく食べます。
　揚げた豚肉をキクラゲやタケノコと炒
めた過油肉（グオヨウロウ）も、山西の
伝統料理です。また、山西人はお酢好
きとしても有名で、高粱などの穀類から
作った名物の黒酢「陳醋（チェンツゥ）」
は中国四大名酢の1つ。麺類から過油
肉まで、何にでも酢をかけて食べるのが
山西流です。

一瞬で去った大ブーム
クイズアプリと『旅かえる』

　デジタルの時代、スマートフォンやSNS

の普及で情報の拡散が容易になったこと
で、新たなアプリやサービスが急速に人
気を集める現象が世界中で起きています
が、人口の多い中国ではとりわけダイナ
ミック。「爆紅（バオホン）＝突然大流行」し
たと思ったら、あっというまに消え去って
しまうものも少なくありません。2018年は、
年が明けてからわずか数か月で2つのコン
テンツがそうした運命をたどりました。
　1つは、「直播撒幣（ジーボーサービー）」
と呼ばれるクイズアプリ。「生中継でお金
をばらまく」という名前のとおり、動画のラ
イブ配信で多額の賞金を懸けたクイズ大
会を行い、賞金を回答者で山分けすると
いうものです。
　流行の発端は1月3日、巨大企業グルー
プ大連万達集団（ワンダグループ）創業
家の御曹司、王思聡（ワン・スーツォン）
が30歳の誕生日を記念して、1回10万人
民元（約170万円※）の賞金を懸けたクイ
ズ大会を毎晩ライブで行うアプリを発表

したことでした。王氏は若くして巨大な
富を持つ“おぼっちゃま”として、これまで
も派手な言動で話題を呼んできた人物。
このクイズ大会も大きな注目を集め、初日
の一晩でなんと25万人が参加しました。
　これに続いて数多くの動画配信プラッ
トフォームが同様のクイズアプリを立ち上
げ、多いものでは500万人民元（約8,500

万円※）もの賞金を懸けてクイズ大会を開
催し、瞬く間に一大ブームに。友人を招
待すると、不正解で失格になっても再挑
戦できる復活カードがもらえるという仕組
みでどんどん拡散し、1回のクイズの参加
者が300万人にのぼったことも。
　ところが、春節（旧正月）の時期にはさ
らに盛り上がるだろうと期待されていた矢
先の2月14日、多くの配信プラットフォー
ムが放送業者としての免許を持っていな
かったことや、過剰な賞金で消費者を煽っ
たことなどが問題視され、政府当局からの
指導が入り、翌日からほとんどのアプリが
クイズを一斉に終了してしまいました。
　もう1つ、突如人気になったアプリが、
日本発のスマートフォンゲーム『旅かえ
る』（中国語では『旅行青蛙（ルーシンチン
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浙江省
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広東省
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上海上海
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山西省太原市
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優秀な君子や商人を輩出
豊富な地下資源で発展

刀削麺を生んだ「麺食のふるさと」

一念発起で日本へ留学
ファーウェイの顧客から社員に

中国・深圳のファーウェイ本社社員が伝える、デジタルなトレンドに見る中国の「いま」
『WinWin』（ファーウェイ刊）エディター　米雪苹（カイラ・ミー）

デジタルで変わる中国

経営陣のメッセージから

ファーウェイ独自の経営理念を象徴する経営陣の言葉をご紹介します。

未来に向けたイノベーションの重要性を説いたメッセー
ジ。ビジョナリーである任は、道を切り拓く英雄には失敗
の経験がつきものだと述べた上で、失敗や異質なものを
恐れない果敢な挑戦が必要だと社員を鼓舞しました。

イノベーションは成功することもあれば、失敗することもある。
組織を転覆させるような存在を恐れずに受け入れよう。
卵は外側から割られれば目玉焼きになるだけだが、
内側から割ればクジャクが生まれるのだ。

クイズアプリブームの発端となった『沖頂大会
（チョンディンダーフイ）』。毎晩9時にライブ配信を
開始、科学、歴史、文学などさまざまなジャンルか
ら12問のクイズが出題され、1問10秒の制限時間
内に全問正解した参加者で賞金を山分けする。 

山西刀削麺（左）と過油肉

り   えん

り  せいみん

しん  し

※1人民元＝17円で換算

ワー）』）です。かえるのキャラクターが旅
に出るのを見送り、ただ待つだけという
このゲーム、日本語版しかないのに、今
年に入ってから中国で爆発的にヒット。
1月末までにアップルのApp Storeでの
ダウンロード数は1,000万を超えました
が、日本からのダウンロードは2％に過ぎ
ず、95％が中国からでした。賞金目当て
に殺到するクイズアプリとは対極と言えま
すが、競争に疲れた都会の若者たちの心
をつかんだよう。しかしこちらも、春節に
帰省して家族や友人たちと団らんしたら、
バーチャルなかえるのことはどうでもよく
なったという人が多く、2月中にはすっか
り下火になってしまいました。
　早くも2つのアプリが爆紅して消え去っ
た今年、こんな短命な流行があといくつ
登場するのでしょうか？

布施 建義（ふせ・たてよし）
法人ビジネス事業本部　デリバリーサービス部　シニアエンジニア
太原市で生まれ育ち、ネットワーク技術を学んだのち米系IT企業のセミナー
講師を務める。2008年に来日、専門学校でさらに知識を深め、オンライン
ゲーム運営会社のインフラ構築チームリーダーに。2016年に日本に帰化し、
同年8月にファーウェイに入社。新婚1年目だが、共働きでお互い忙しく、
夫婦でゆっくり過ごす時間が取れないのが悩み。

太原市のシンボル、双塔寺

ファーウェイ創業者兼CEO　任正非（レン・ジェンフェイ）
（2016年、全社員に宛てた電子メール・メッセージより）

HUAWAVE 29 ／ P36.37


